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本市では 、教育基本法に基づく教育振興の 基本計画と して、中長期的視点に立った教育

に対 する 考 え方 や事 業の 進 め 方 など を 明ら か にする た め 、 平 成２ ３ 年 ３ 月 に「 鹿児 島市 教

育振興基本計画」（以下、第一次計画と いう 。）を策定しま した 。 

 

第一次計画は 、上位計画であ る 第五次鹿児島市総合計画の 終期に合わ せ、計画期間を

１ １ 年間と し、計画期間を通して目指すべき 教育の 姿等を示すと と も に、平成２ ３ 年度か ら 平

成２ ７ 年度ま での ５ 年間を前期期間と し、第一次計画を平成２ ８ 年２ 月に改定し、平成２ ８ 年

度か ら ６ 年間を後期計画期間と して、各種施策を推進してき ま した。 

 

第一次計画が 令和３ 年度末に終了した こ と か ら 、社会情勢の 変化や国・県の 計画等を踏

ま える と と も に、第六次鹿児島市総合計画と の 整合を図り なが ら 、令和４ 年度か ら 令和８ 年

度ま での ５ 年間を前期期間 、令和 ９ 年 度か ら 令和１ ３ 年 度 ま での ５ 年間を後 期期間と して、

第二次鹿児島市教育振興基本計画（以下、第二次計画と いう 。）を令和４ 年３ 月に策定しま

した 。 

今回、計画策定か ら ５ 年が 経過する こ と か ら 、こ れま での 取組の 成果と 課題を踏ま え、計

画の 見直しを行いま した 。 

 

 

 
（1）  法的な位置づけ  

教育振興基本計画は 、教育基本法第１ ７ 条第２ 項の 規定に基づく、教育振興の た め

の 基本計画です。 

 

（ 2）  本市におけ る 位置づけ  

本市の 将来 像と 長期的なま ちづくり の 基本目標を明ら か にする 「第六次鹿児島市総

合計画」におけ る 教育分野の 個別計画と して策定していま す。 

なお、第六次鹿児島市総合計画では 、持続可能な開発目標（Ｓ ＤＧｓ ）を世界共通の

目標 と して本 市 施策と の 関 連付 け を 行 って おり 、第二 次計画 においても 、 Ｓ ＤＧｓ の 視

点 を 取 り 入 れ なが ら 各種 施 策 を推 進 する こ と で、 「 ４  質 の 高 い 教育 を み ん なに 」 な ど

関連する 目標の 達成を目指しま す。 
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第二次計画の 期間は 、令和４ 年度か ら １ ３ 年度ま での １ ０ 年間と しており 、第二次計画の

「目指すべき 教育の 姿」等で取組の 方向性を示し、「具体的な施策」について見直しを行いま

した。 

 

第六次鹿児島市総合計画基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 

 
   

  
   

 

Ｒ４  Ｒ ５  Ｒ ６  Ｒ ７  Ｒ ８  Ｒ ９  Ｒ １ ０  Ｒ １ １  Ｒ１ ２  Ｒ１ ３  

          

第二次鹿児島市教育振興基本計画 

 
   

  
   

 

Ｒ４  Ｒ ５  Ｒ６  Ｒ ７  Ｒ ８  Ｒ ９  Ｒ １ ０  Ｒ １ １  Ｒ １ ２  Ｒ１ ３  

 

第二次計画の 対象範囲は 、学校教育、生涯学習など の 市教育委員会所管事務に関する

施策と しま す。 

なお、文化に関する 事務は 平成２ ６ 年 ４ 月に、ス ポ ーツ に関する 事務は 平 成３ １ 年４ 月に

市長 部 局へ移 管した こ と を踏 ま え、第 二次計画 の 対 象外と しま すが 、施 策 の 推 進に当 た っ

ては 、関係部局等と 連携しなが ら 推進していくこ と と しま す。  

【教育基本法（ 抜粋）】 

（ 教 育 振 興 基 本 計 画 ）   

第１ ７ 条  政府は 、教育の 振興 に関する 施 策の 総 合的か つ計画 的な 推進 を図る た め 、教育の 振興に関す

る 施策 について の 基本的な方 針及び講ずべき 施 策その 他必要 な 事項について 、基本的な 計 画を定 め 、

こ れを国会に報告する と と も に、公表しなけ ればな ら ない。 

２   地方 公共団 体は 、前項 の 計画を参酌 し、その 地 域 の 実情 に応 じ、当 該地方 公 共団体 におけ る 教 育の

振興の ため の 施策に関する 基本的な計画を定め る よ う 努め なけ ればなら ない。 

第
咆
章 

策
定
双
当
叀
叄
叇 

参
酌 

第 六 次 鹿 児 島 市 総 合 計 画 

鹿児島市教育大綱 第二次鹿児島市教育振興基本計画 

連携 
 

 

第二次鹿児島市文化芸術推進基本計画、 

第２ 期鹿児島市ス ポーツ 推進計画、鹿児島市こ ど も 計画  など 

国
呍
県
叏
教
育
振
興
基
本
計
画 

  

３  計画の 期間 

４  計画の 対象範囲 

具体的な施策  具体的な施策 

具体的な施策  具体的な施策 
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( 1 )  人口 減少・少子化の 進行 

国内では 、人口減少・少子化が 国の 将来人口推計を上回る ス ピ ードで進行 しており 、さ

ら に２ ０ ４ ０ 年 頃にか け て、現役 世代の 急速 な減 少と 高齢者 数の ピ ーク が 重なる と 見 込ま

れ ていま す。一 方、特 別 な支援 を必要 と する 児童 生徒 は 増加 傾向にあ り 、家 庭 や地 域の

教育力の 低下も 懸念される 中、活力あ る 学校づくり が 求め ら れ ていま す。 

 

( 2 )  グ ロ ーバ ル 化の 進展 

グ ロ ーバ ル 化が 一層進展し、地域社会の 国際化が 進む中、言語や文化が 異なる 人々と

主体的に協働していくこ と が でき る よ う 、外国語でコミ ュニケ ーショ ンを図り 、他者と 交流・

共生していくた めに必要な能力を育成する 必要が あ り ま す。 

 

( 3 )  デジタル化の 進展 

生 成 Ａ Ｉ 等 の 新 技 術の 急 速 な 進 展 に伴 い 社会が 大 き く変 化 して い く中、 進 歩 し続 け る

技術を使いこ なす力を身に付ける こ と 等によ り 、生涯にわ たって活躍でき る 人材の 育成が

求め ら れていま す。ま た 、S NS 等の 普及によ る ト ラ ブルや子ど も の 安全が 脅か さ れ る 事態

が 生じており 、情報リ テラ シー等の 向上を図る 必要が あ り ま す。 

 

( 4 )  人生 １ ０ ０ 年時代の 到 来 

人 生 １ ０ ０ 年時 代を見据 え、よ り 豊か に生 き る た め 、一人ひと り の ニーズ に応 じた 多 様

な学習や学び直しの 機会 を充実さ せ、その 学習 成果を地域や 社会の 課 題解決 の た め の

活動につなげていくこ と が 求めら れ ていま す。 

 

( 5 )  持続 可能な開 発目標（Ｓ ＤＧｓ ）の 推 進 

自 然 環境 や貧困 、イ ノベーショ ンなど 、地域 や地球 規模の 諸課題 の 解決に向 け て、身

近なと こ ろか ら 主体的に取り 組み、新た な価値観や行動変容等につなげる 持続可能な社

会の 創り 手を育成する 必要が あ り ま す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

第
咇
章 

教
育
可
取
叫
巻
厱
環
境 

１  社会情勢の変化 

第２ 章 教育を 取り 巻く 環境 
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(1) 国の教育振興基本計画 

教育基本法第１ ７ 条第１ 項において、教育の 振興に関する 施策の 総合的か つ計画的な

推進を図る ため 、平成２ ０ 年７ 月に国の 教育振興基本計画が 策定されま した。 

平成２ ５ 年６ 月に、東日本大震災や社会情勢の 変化を踏ま えて、第２ 期教育振興基本

計画が 策定され、平成３ ０ 年６ 月に、２ ０ ３ ０ 年以降の 社会の 変化を見据えた教育政策の

在り 方を示す第３ 期教育振興基本計画が 策定さ れま した。 

令和５ 年６ 月に、２ ０ ４ ０ 年以降の 社会を見据えた教育施策の 在り 方を示す第４ 期教育

振興基本計画が 策定されま した 。 

(2)  県の 教育振興基本計画 

県の 実情に応 じた 教育振興の た め の 施策についての 基本的な計画と して 、平成２ １ 年

２ 月 に県教 育振興基 本計画 が 策定 さ れ 、平 成２ ６ 年２ 月に第 ２ 期教育振興 基本計 画 、平

成３ １ 年２ 月 に第 ３ 期教育振 興基本計 画、令 和６ 年２ 月に は 第４ 期 教育 振 興基 本計画 が

策定されま した。 
 

第一次計画では、目指すべき 教育の 姿を、「鹿児島市に誇り を持ち、こ れか ら の 時代に必

要な生き る 力を養い、心身と も にたくま しく、学び続け る 人材を社会全体で育成しま す。」と

し、５ つの 本市教育施策の 方向性の も と 、各種施策に取り 組んでき ま した。 

第二次計画においても 目指すべき 教育の 姿を引き 継ぎ、各種施策に取り 組んでおり 、児

童生徒の 「確か な学力」を育むため に、実社会や実生活の 中か ら 問いを見いだす探究的な

学びを推進する と と も に、全児童生徒に１ 人１ 台タブレット 端末を配布し、「個別最適な学び」

と 「協働的な学び」を一体的に充実させ、「主体的・対話的で深い学び」の 実現に向けた授業

改善に継続的に取り 組んでき ま した 。 

特別支援教育については 、特別支援学級や通級によ る 指導など 多様な学びの 場の 整備

や就学前後の 相談・支援体制の 充実を図ってき ま した 。ま た、いじめ の 早期発見・早期解決

に努め 、不登校への 早期対応や個に応じた 支援に取り 組むと と も に、教育相談等の 体制強

化を図る ため 組織整備を行う など 丁寧な対応に努め てき ま した。 

知識や技能の 習得等を向上させる 重要な土台であ る 「非認知能力」の 育成を図る ため 、

自然や地域人材を生か した体験活動や異年齢交流等を行う 放課後子ど も 教室など 、全ての

教育活動において取り 組みを進めてき ま した 。 

学校施設等の 老朽化への 対応においては、市学校施設長寿命化計画に基づく施設整備

に加え、安定的な給食の 提供を行う ために新学校給食センターの 整備を進め る ほ か 、本市

初の 義務教育学校であ る 桜島学校の 設置をはじめ と する 学校規模適正化等の 推進など に

取り 組んでき ま した 。 

計画 の 進 捗 状況 については 、地方教 育 行政 の 組織 及び運営 に関する 法 律 第２ ６ 条に基

づく事 務 の 点 検・ 評 価を 活用 し 、毎年 度 、事務 や施策 の 評価 を行い、その 結 果 を市議 会へ

報告する と と も にホ ーム ページで公表していま す。 

令和 ７ 年 度 の 点 検・評 価においては 、すべ ての 施策に おいて概ね 達成 さ れ ており 、各 施

策が 計画的に推進されている と 評価されま した 。 

こ れ ま での 取組の 成果や課題、社会情勢を踏ま え、第二次計画を改定する こ と と しま す。  

２  国・県の 動向 

３  本市の こ れ ま で の 取組 

第
咇
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①児童生徒数の 推移 
    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②平成元年度を100と した 際の 児童生徒数の 推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市立 小・ 中 ・ 義務 教育 学 校 の 児童 生 徒 数 は 、近 年 、ほ ぼ 横 ばい で推移 し てい ま すが 、長

期的には 減少 傾向にあ り 、平成元年度と 比較する と 、令和 ７ 年度は 、児童数 ・生徒数と も に

約６ ０ ％に減少していま す。 

学校規模については 、局地的な宅地造成に伴い大規模化が 進んでいる 地域も あ り ま すが 、

市全体と しては 、小規模化が 進んでいま す。  

第３章 本市教育の現状 

第
咈
章 

本
市
教
育
叏
現
状 

１  児童生徒数 

49, 109 

32, 852 32, 624 32, 279 31, 763 31, 109 

25, 960 

16, 921 16, 150 16, 299 16, 210 16, 152 

0

10, 000

20, 000

30, 000

40, 000

50, 000

60, 000

H1 R3 R4 R5 R6 R7

（ 人）

（ 年度）

児童数 生徒数

100. 0 

66. 9 66. 4 65. 7 64. 7 63. 3 

100. 0 

65. 2 62. 2 62. 8 62. 4 62. 2 

0

20

40

60

80

100

H1 R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

（ 年度）

児童数 生徒数
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①全国学力・学習状況調査（平均正答率の 国と の 比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      ※ 全国平 均を１ ０ ０ と した本市と の 差  

令和 ３ 年度か ら 令和 ７ 年度ま での 調 査においては 、小 学６ 年 生では 令 和５ 年 度の 算 数以

外、全国平均以上と なり ま した 。 

中学３ 年生では 、令和４ 年度か ら 令和７ 年度の 数学以外、全国平均以上と なり ま した。 

 

②全国学力・学習状況調査（平均正答率の 県と の 比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 県 平 均 を １ ０ ０ と し た 本 市 と の 差  

鹿児島県全体の 平均と の 比較では 、全教科で上回っていま す。 

 

③全国学力・学習状況調査（ＩＲ Ｔ理論を用いたＣＢ Ｔ方式（新方式）によ る 先行実施の 結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

県の ＩＲ Ｔス コアを上回っており 、全国の ＩＲ Ｔス コアと ほ ぼ同等です。令和９ 年度よ り 、全

国学力・学習状況調査の 学力の 調査方法は ＣＢ Ｔ方式に移行する 見込みです。 

２  学力 

第
咈
章 

本
市
教
育
叏
現
状 

国語 5. 1 

国語 3. 7 

国語 1. 2 

国語 3. 4 

国語 4. 8 

算数 2. 6 

算数 1. 3 

算数 -0. 8 

算数 2. 5 

算数 5. 2 

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

R3 R4 R5 R6 R7

(差)

(年度)

小学６ 年生

国語 算数

国語 2. 2 

国語 4. 3 

国語 3. 2 

国語 1. 5 

国語 3. 1 

数学 1. 4 

数学 -0. 8 

数学 -2. 0 
数学 -1. 0 

数学 -0. 6 

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

R3 R4 R5 R6 R7

(差)

(年度)

中学３ 年生

国語 数学

国語 1. 5 

国語 3. 0 

国語 1. 5 国語 1. 4 

国語 4. 5 

算数 1. 4 算数 1. 6 

算数 1. 6 

算数 4. 8 

算数 7. 0 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

R3 R4 R5 R6 R7

(差)

(年度)

小学６ 年生

国語 算数

国語 3. 1 

国語 4. 3 

国語 2. 9 

国語 5. 4 

国語 5. 7 数学 3. 6 

数学 8. 5 

数学 4. 2 

数学 4. 0 

数学 6. 7 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

R3 R4 R5 R6 R7

(差)

(年度)

中学３ 年生

国語 数学

100. 2 全国 100. 0 

県 98. 0 

96

98

100

102

R7

(ス コ ア )

(年度)

中学３ 年生(令和７ 年度に中学校の理科のみ実施)

市 全国 県

※全国のＩＲＴスコアを１００とした時の値 
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①全国体力・運動能力、運動習慣等調査（体力合計点の 国・県と の 比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒の 体力合計点は 、中学２ 年生男子以外で全国平均や県平均を若干下回ってお

り 、小学５ 年生男子、中学２ 年生男子は 上昇傾向にあ り ま すが 、小学５ 年生女子は 下降傾

向にあ り ま す。 

  

３  体力 

第
咈
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本
市
教
育
叏
現
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51. 17 51. 11 
51. 32 

51. 20 

51. 57 

全国 52. 52 

全国 52. 28 

全国 52. 59 

全国 52. 53 

全国 53. 02 

県 51. 85 県 51. 86 県 51. 87 県 51. 83 

県 52. 29 

50

51

52

53

54

R3 R4 R5 R6 R7

（ 点）

(年度)

小学５ 年生男子

市 全国 県

53. 73 

53. 08 

52. 70 52. 57 
52. 37 

全国 54. 64 

全国 54. 31 
全国 54. 28 

全国 53. 92 全国 53. 97 
県 54. 34 

県 54. 24 

県 53. 72 
県 53. 52 県 53. 57 

51

52

53

54

55

R3 R4 R5 R6 R7

（ 点）

(年度)

小学５ 年生女子

市 全国 県

40. 43 

40. 45 

39. 73 

40. 89 

41. 42 
全国 41. 18 

全国 41. 04 

全国 41. 32 

全国 41. 86 

全国 42. 20 

県 40. 27 

県 40. 60 

県 39. 78 県 40. 80 

県 41. 25 

39

40

41

42

43

R3 R4 R5 R6 R7

（ 点）

(年度)

中学２ 年生男子

市 全国 県

48. 15 

46. 92 

46. 23 

47. 00 

46. 42 

全国 48. 56 

全国 47. 42 

全国 47. 22 

全国 47. 37 全国 47. 58 県 48. 13 県 47. 32 

県 46. 42 

県 47. 02 県 46. 97 

45

46

47

48

49

R3 R4 R5 R6 R7

（ 点）

(年度)

中学２ 年生女子

市 全国 県
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②全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

（総運動時間が 体育の 授業以外で６ ０ 分未満の 児童生徒の 国・県と の 比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※１ 週間 の 運動時間が 60分未 満の 割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 週間 の 運動時間が 60分未 満の 割合  

 

１ 週間の 総運動時間が 「体育の 授業以外で６ ０ 分未満の 割合」は 、令和３ 年度以降、増

加傾向にあ り ま す。小学５ 年生女子は 、全国平均や県平均を上回っていま すが 、中学２ 年

生男女は 、全国平均を下回っていま す。 
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9. 1 

10. 1 

8. 7 
8. 6 

10. 3 

全国 8. 8 
全国 8. 8 

全国 9. 0 

全国 9. 2 全国 9. 8 

県 8. 2 県 8. 6 県 8. 7 県 8. 6 

県 10. 4 

8. 0

8. 5

9. 0

9. 5

10. 0

10. 5

11. 0

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

(年度)

小学５ 年生男子

市 全国 県

14. 3 

15. 3 

17. 8 17. 7 

21. 7 

全国 14. 5 

全国 13. 6 

全国 16. 3 全国 16. 0 

全国 17. 3 

県 13. 5 

県 14. 8 

県 16. 5 県 16. 3 

県 19. 2 

12

14

16
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20

22

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

(年度)

小学５ 年生女子

市 全国 県

6. 6 
7. 0 

8. 4 

7. 0 6. 9 

全国 7. 4 

全国 7. 8 

全国 11. 0 

全国 9. 2 全国 9. 4 

県 6. 9 
県 7. 0 

県 9. 8 

県 8. 0 

県 8. 8 

6

7

8

9
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12

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

(年度)

中学２ 年生男子

市 全国 県

14. 8 14. 5 

21. 5 

19. 6 

18. 2 

全国 17. 8 

全国 17. 9 

全国 24. 9 

全国 21. 4 

全国 21. 3 

県 15. 0 
県 15. 3 

県 21. 9 

県 19. 6 
県 19. 0 

12

14

16

18

20

22

24

26

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

(年度)

中学２ 年生女子

市 全国 県
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①教育ＤＸの 各種達成状況（令和８ 年３ 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                  （文部科学省「GIGAスクール構想の 下での 校務DXチェック リ ス ト 」よ り ） 

学校の ニーズ に応じた指導主事・ＩＣＴ支援員によ る 校内研修やオンデマンド研修の 実

施、並びにヘルプデス ク 機能の 充実など 、様々な形で学校を支援する 体制を構築している こ

と が 、校務ＤＸへの 取り 組み推進につなが り 、各学校での 校務ＤＸ取組状況は 全国平均を上

回っていま す。  

指標（ 小・ 中・ 高など ）  市 全国平均 県平均 

①「 児童生徒の欠席・ 遅刻・ 早退連絡について、 ク ラ ウ ド サービス

を用い、 Ｐ Ｃ ・ モバイ ル端末等から 受け付け、 学校内で集計し て

いま すか。」 と いう 質問に対し 、「 完全にデジタ ル化し ている 」 と

回答し た学校の割合 

69. 0％ 55. 0％ 41. 0％ 

②「 児童生徒への調査・ アンケート 等をク ラ ウ ド サービス を用いて

実施・ 集計し ていま すか。」 と いう 質問に対し 、「 完全にデジタ ル

化し ている 」 と 回答し た学校の割合 

21. 0％ 14. 0％ 16. 0％ 

③「 職員会議等の資料をク ラ ウ ド 上で共有し ペーパーレ ス 化し てい

ま すか」 と いう 質問に対し 、「 完全にペーパーレ ス 化し ている 」 と

回答し た学校の割合 

47. 0％ 45. 0％ 38. 0％ 

④教職員間の情報共有や連絡にク ラ ウ ド サービス を取り 入れていま

すか。」 と いう 質問に対し 、「 取り 入れている 」 と 回答し た学校の

割合 

100％ 82. 0％ 93. 0％ 

⑤生成Ａ Ｉ の校務での活用について、「 ほぼ全教職員が活用」 及び

「 半分以上の教職員が活用」 と 回答し た学校の割合 
35. 0％ 17. 2％ 

― 
※県について

は未公表 

４  教育DXの推進 
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69. 0%

21. 0%

47. 0%100. 0%

35. 0%

欠席・ 遅刻・ 早退連絡

調査・ アン ケート の実施

校内での資料共有校内での情報共有

生成AI 校務活用

市 全国 県

①【 教職員と 保護者間の連絡のデジタ ル化】  

②【 教職員と 児童生徒間の 

連絡等のデジタ ル化】  

③【 学校内の連絡のデジタ ル化】  ④【 学校内の連絡のデジタ ル化】  

⑤【 その他】  

※各指標の定義は下記のと おり  

14 



 

 

 

①特別支援学級在籍児童生徒数         ②特別支援学級数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、特別支援学級の 在籍児童生徒数は増加傾向にあ り 、令和３ 年度と 令和７ 年度を比較

する と 約１ ．３ 倍に増加していま す。 

ま た 、特別支援学級数についても 増加傾向にあ り 、令和３ 年度と 令和７ 年度を比較する と 、

約１ ．３ 倍に増加していま す。 

 

 

③通級指導を受け ている 児童生徒数       ④通級指導教室数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

通級指導を受け ている 児童生徒数は 、令和３ 年度と 令和７ 年度を比較する と 、約１ ．２ 倍に増

加していま す。 

ま た、通級指導教室数は、令和３ 年度と 令和７ 年度を比較する と 、約１ ．３ 倍に増加していま す。 
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（ 人）  

５  特別支援 教育 

2, 444 2, 531 
2, 728 

2, 907 
3, 098 

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

3, 500

R3 R4 R5 R6 R7

（ 人）

（ 年度）

463 
485 

517 
554 

593 

0

100

200

300

400

500

600

700

R3 R4 R5 R6 R7

（ 学級数）

（ 年度）

468 471 475 
528 

584 

0

100

200

300

400

500

600

700

R3 R4 R5 R6 R7

（ 人）

（ 年度）

27 28 29 
32 

34 

0

5

10

15

20
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35

40

R3 R4 R5 R6 R7

（ 教室数）

（ 年度）
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①いじめ の 認知件数 国、県と の 比較 

（文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する 調査」、鹿児島

県教育委員会「児童生徒の問題行動・不登校等（鹿児島県公立学校）の状況について」） 
 

小学校                （  年度）    中学校                （  年度）  

 

 

 

 

 

 

本市の いじめの 認知件数は 、小・中学校の いずれも 増加しており 、いじめ の 積極的な認

知が 進んでいま す。 

 

②不登校児童生徒の 在籍率（①の 調査と 同じ） 

小学校 

 

 

  

 

   

 

 

 
  

中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※在籍率＝不登 校児童生徒数÷在籍 児童生徒数×１ ０ ０  

本市の令和７ 年度の不登校児童生徒の在籍率は、小学校２ ．３ ％、中学校７ ．７ ％であり 、 

令和３ 年度から増加傾向にあ り ま す。ま た、小学校と 比較し、中学校の割合が 高くなっていま す。

ま た、小学校は全国よ り 在籍率は高く、中学校は全国、県よ り も 在籍率は高い状況にあ り ま す。 

 R3 R4 R5 R6 R7 

市 706 1, 064 1, 231 1, 626 2, 033 

県 7, 379 7, 540 7, 527 7, 918 ※ 

全国 500, 562 551, 944 588, 930 610, 612 ※ 
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 R3 R4 R5 R6 R7 

市 354 544 914 1, 013 1, 028 

県 2, 516 2, 964 2, 887 3, 308 ※ 

全国 97, 937 111, 404 122, 703 135, 865 ※ 

 

６  いじめ・不登校 

0. 9 

1. 6 

2. 1 
2. 3 2. 3 

全国 1. 3 

全国 1. 7 

全国 2. 1 全国 2. 3 

県 0. 9 

県 1. 4 

県 1. 9 

県 2. 1 

0. 5

1. 0

1. 5

2. 0

2. 5

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

（ 年度）

市 全国 県

302人    520人    670人     725人      730人 （ 本市の不登校児童数）  

5. 3 

6. 3 

7. 5 
8. 0 

7. 7 

全国 5. 0 

全国 6. 0 
全国 6. 7 

全国 7. 0 

県 4. 9 

県 5. 6 

県 6. 6 
県 6. 8 

4. 5

5. 0

5. 5

6. 0
6. 5

7. 0

7. 5

8. 0
8. 5

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

（ 年度）

市 全国 県

852人   1051人    1226人   1295人     1, 241人（ 本市の不登校生徒数）  

※県、全国の調査結果については、１１月公表後付記予定 

※県、全国の調査結果については、１１月公表後付記予定

※県、全国の調査結果については、１１月公表後付記予定
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③フレンドシップ通級生の 学校復帰率（鹿児島市教育委員会「フレ ンドシップ通級報告書」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市で行っている フレ ンドシップ（教育 支援センター）は 、市内 ５ か 所にあ り 、主に不登

校の 児童生徒の 学校復帰への 支援を行っていま す。 

フレンドシップでは 、相談員や支援員が 、学校と の 連携の 上、相談等を行っていま す。 

フレ ンドシップに通う 児童生徒の 学校復帰率は 概ね７ ０ ％を超えていま す。 
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77. 9 

65. 6 

72. 5 

83. 6 

72. 4 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

R3 R4 R5 R6 R7

（ ％）

（ 年度）

154人      160人       153人      146人       116人 （ 通級児童生徒数）  
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①小・中学生の 学校内での け が の 発生割合 

（日本ス ポ ーツ振興センター統計情報シス テム ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故や け が に 関する アン ケ ート 調査 など の 地域 診断結果か ら 、小・中 学生の 事故等が 発

生した場所は 、学校が 最も 多か ったこ と か ら 、学校内での け が の 減少に取り 組んでいま す。 

発生割合については 、令和６ 年度か ら 減少傾向にあ り ま すが 、すべての 年度で県平均を

上回っていま す。 

 

 

②危険予知ト レーニング （ＫＹＴ）教材を活用した 訓練実施校（小・中・高校）の 割合 

（鹿児島県教育委員会「学校安全活動調査」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校 内 での け が の 発 生が 多い時 間帯 であ る 休 憩時 間 にけ が 防 止を呼 びか け る 校 内パ ト

ロ ール 、校 庭 など の け が の 発 生 が 多い 場 所を示 し、その 防 止 を働 き か け る 危険 個 所 マッ プ

づくり など に加え、児童生徒自ら が 危 険を予測した り 回避した り する など の 意思決定や行 動

選択が でき る よ う 危険予知ト レーニング （ＫＹＴ）教材を活用した訓練に取り 組ん でおり 、令和

５ 年度か ら ７ 年度ま で、訓練実施校の 割合は増加傾向にあ り ま す。  

７ 学校安全 
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①－１  学校施設の 経年別の 保有面積及び保有棟数（R 8 .4 .1  現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－２  学校施設の 築年数別面積割合（R8.4 .1  現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「  

  

本市 の 学 校 施設 の 多くは 昭 和 ５ ８ 年前 後 に 建 築 さ れ ており 、築 ４ ０ 年以上 の 建 築物 が 学 校

施設全体の ７ ５ ％を超え、建築物の 多くが 設備の 改修時期や、建物の 長寿命化改良の 検討時

期を迎えていま す。 

学校施設（小・中・義務教育学校・高校）の １ ４ ％（面積割合）の 建築物が 築６ ０ 年を経過して

おり 、建替えの 検討時期を迎えていま す。  

８ 学校施設等 
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「鹿児島市学校施設長寿命化計画」の

対象施設（幼稚園、給食センターを除く） 
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②給食施設の 築年数 

６ 学校給食センター築年数(R8 .4月)  自校方式校 54  給食施設築年数(R8 .4月)  

 

 

 

 
 

 

 

給食施設の 築年数は、３ ０ 年以上が 、学校給食センター６ か 所中４ か 所（約７ ０ ％）、自校方

式校５ ４ 校全校と 老朽化が 進んでおり 、施設の 劣化状況に応じた対応が 必要と なっていま す。 

 

 

 

③学校プールの築年数（Ｒ７ 年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校プールの 築年数は、４ ０ 年以上が 約５ ６ ％、３ ５ 年以上４ ０ 年未満が 約７ ％、３ ０ 年以

上３ ５ 年未満が 約５ ％であ り 、築年数が ３ ０ 年以上経っている プールの 割合は 全体の  

約６ ８ ％と 老朽化が 進んでいま す。 
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①学校運営協議会設置校の 割合の 推移 

（文部科学省「コミ ュニティ・ス ク ール 及び地域学校 協働活動実施状況調査」、 

鹿児島県教育委員会「コミ ュニティ・ス ク ール導入状況調査」） 

 

 
 

 

 

 

 
             ※休園・休校中の施設を除いた幼稚園、小・中・義務教育学校、高等学校及び特別支援学校に係る導入率 

 

平成２ ９ 年４ 月に「地方教育行政の 組織及び運営に関する 法律」が 一部改正され、学校の

教 育目 標や ビジョ ンを地域住民等 と 共有 し、学 校・家庭 ・地域が 一体 と なって児童 生徒を育

み、地域と と も にあ る 学校づくり を推進する た め 、学校運営協議会の 設置が 努力義務化され

ており 、令和７ 年度の コミ ュ ニティ・ス ク ールの 導入率は 、全国・県は約７ ０ ％、本市は令和５

年度に全市立学校に学校運営協議会を設置したこ と か ら 約１ ０ ０ ％と なっていま す。 
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①生涯学習関連施設の 利用状況 
 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯 学 習プラ ザ や地域 公民 館 、図 書 館等 の 生涯 学習 関 連施 設の 利 用者数は 、コ ロ ナ禍

以降、天文館図書館の 開館など によ り 、令和４ 年度以降は 徐々に増加していま す。 

 

 

②学校支援ボ ラ ンティア活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校支援ボラ ンティア登録者数やボ ラ ンティアを活用した事業の 回数、延べ活動者数は 、

コロ ナ禍前の 水準に回復してき ま したが 、令和７ 年度は と も に減少していま す。 

10 生涯学習 
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①主な文化施設入館者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美術 館 、科学 館及びふる さ と 考 古歴史 館の 入館 者数は 、令和 ３ 年度か ら ６ 年度にか け て

増加傾向でしたが 、７ 年度は 、科学館の リ ニューアル工事や美術館の 展示室等の ＬＥＤ工事

によ り 減少していま す。 

 

 

②美術館の ホ ーム ページ閲覧数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美術館の ホ ーム ページ閲覧数は 、７ 年度を除いた 入館者数と 同様に増加していま す。 

11 文化芸術 
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③文化財の 指定等件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

文化財の 指定等件数は 、 新た な 文化財の 指定を 行い 、 令和７ 年度末で １ ９ ６ 件と な っ

て い ま す。  
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【か】 鹿児島市に誇り を持ち、 

【ご】 これか らの時代に必要な生きる 力を養い、 

【し】 心身ともにたくま しく、 

【ま】 学び続ける 人材を社会全体で育成しま す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子 ど も た ちが 夢 と 希 望 を 持 って 、 限 り ない 可 能 性 に 挑 戦 でき る よ う 、 学 校 ・

家 庭・地 域 ・事業者 など が 連携 ・協働 しなが ら 、情 操や道 徳 心と いった 豊か な

心 を は じめ 、確 か な学 力 、健 や か な 体 の ３ つの バ ラ ン ス の と れ た 「 生 き る 力 」

を育む教育を進め ま す。 

誰も が 、生涯にわ た って学び続け る こ と が でき る ほ か 、文 化芸術や歴史に

親 しむこ と の でき る 環境づくり に取り 組みま す。 

 
【本市教育施策の方向性】 

 

(1) 

心を育む教育

と 青少年教育

の推進 

 

①道徳教育の 充実 

②人権教育の 充実 

③ いじめ 防止対 策
等をはじめとする
生徒指導の充実 

④青少年教育と 体
験活動の 充実 

⑤青少年を育む環
境づくり の 推進  

(2) 

個性と 能力を

伸 ば す 教 育

の推進 

 

①幼児教育の 充実 

②学習指導の 充実 

③特別支援教育の 充実 

④教育DXの 推進 

⑤キ ャリ ア教育の 充実 

⑥郷土教育の 充実 

⑦国際理解教育の 充実 

⑧環境教育の 推進 

⑨消費者教育の 充実 

⑩主権者教育の 充実 

⑪市立高等学校の 振興 

⑫へき 地・複式教育の

充実  

(3) 

体育・健康 

・安全の充実 

 

 

 

①学校体育の充実 

②健康教育・食育
の 充実  

③安全教育の充実 

④防災教育の充実 

(4) 

地 域 と と も に

ある学校づくり

と教育環境の

充実 
 

①学校運営の 充実 

②教育課程の 改善・
充実  

③教職員の 資質向上 

④教育施設の 整備・
充実  

⑤教育費の 負担軽減 

⑥学校規模適正化

等の 推進 

⑦私立学校等と の 連

携 

(5) 

家庭や地域の

教育力の向上

と生涯学習環

境の充実 
 

①家庭教育の 充実 

②生涯学習活動の
充実 

③学習成果の 活用 

④生涯学習推進体
制の充実 

⑤生涯学習機能の
充実 

⑥学習情報の 提供、
相談機能の 充実 

(6) 

文化芸術の振

興 と 歴 史 ・ 文

化資源の保存

と活用 

 
① 文化芸 術 に触 れ

親 し む 機 会 の 充
実と 活動の 促進 

② 文化施 設の 活用
及び文 化 芸術情
報の 発信 

③ 文化財 の 保存の
充 実 と 積 極 的 な
活用 

「目指すべき教育の姿」と「施策」の関連図 

厘
目
指
去
叚
厯
教
育
叏
姿
厙叉厘
施
策
厙叏
関
連
図 
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本市 では 、第 一次 計画 において 、本市 の 目 指すべ き 教育 の 姿を 「鹿児島 市に誇 り を持 ち、

こ れ か ら の 時代に必要な生き る 力を養 い、心身 と も にた くま しく、学び続 け る 人材 を社会全体

で育成しま す。」と して取り 組んでき ま した 。 

こ れは 、本市の 独自性を出しなが ら 、普遍的な目標をわ か り やすく表現したも の であ り 、第

二次計画においても 引き 継ぐこ と と しま す。 

 

 

 

 

 

 
 

 

【か 】郷土への 誇り と 愛着を育 むこ と か ら 始ま る と いう 意味が 込め ら れ ていま す。 

【ご 】予 測困難で変化の 激 しい時代にあ って、よ り よ い社会 と 幸福な人生の 創り 手と

なる た め に必要 な「生き る 力 」の 育 成が 求め ら れ ていま す。 

【し】心身の 健やか な成長は 、生き ていく上での 土台と なり ま す。 

【ま 】 学 校 ・家 庭 ・ 地 域・ 事 業 者 な ど が 連 携 ・協 働 しな が ら 、 学 び続 け る 人 づくり に取

り 組ん でいき ま す。 

 

ま た 、令和７ 年９ 月の 「市の 教育に関する アンケ ート 調査」においては、「こ れ か ら の 鹿児島

市 の 教 育に、ど の よ う な人 づくり を期待 しま すか 」と いう 設問 に対 し、「 自 ら 学び考 え、行動す

る 人」（６ ６ ．６ ％ ）、「社会の ルールを大切にし、道徳心の あ る 人」（４ ７ ．５ ％）、「身近な問題

に興味・関心をも って考え、行動する 人」（３ ２ ．１ ％）など と なっていま す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４章 目指すべき教育の姿 
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【参考】アンケート 調査（本市に住む中学生を除く15歳以上の方を対象に実施。回答者数：5,195人） 

こ れか ら の 鹿児島市の 教育に、ど の よ う な人づくり を期待しま すか （複数回答可） 

【 か】  鹿児島市に誇り を 持ち 、  

【 ご 】  こ れから の時代に必要な 生き る 力を 養い、  

【 し 】  心身と も にた く ま し く 、  

【 ま 】  学び続け る 人材を 社会全体で育成し ま す。  
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平成２ ８ 年の 第一次計画の 改定以降、学習指導要領も 改訂さ れ、平成３ ０ 年度か ら 順次実

施されていま す。その 学習指導要領では 、引き 続き 、知・徳・体の バ ラ ンス の と れた 「生き る 力」

を育むこ と を目指すに当た り 、育成すべき 資質・能力と して、「知識及び技能」「思考力、判断

力、表現力等」に加え、「学びに向か う 力、人間性等」が 示されま した 。 

【学習指導要領よ り 】  

「学びに向か う 力、人間性等」は 、 

子 ど も た ち の 情 意 や 態 度 等 に 関 わ

る も の であ り 、 主 体 的 に 学 習 に 取 り

組 む 態 度 や 、 自 己 の 感 情 や 行 動 を

統 制 する 力 、 互 い の よ さ を 生 か し て

協 働 する 力 、 優 し さ や 思 い や り な ど

を 含 ん でおり 、 数 値 に 表 し に く い 資

質・能力、いわ ゆ る 「非認知能力」 

と 言えま す。  

 

 

 

 

本市では 、こ れま でも 、道徳科や特別活動等を通して、他者と 共によ り よ く生き る た め の 基

盤と なる 道徳性や、主体性、協働性、コミ ュニケ ーショ ン力や問題解決力など 、社会生活に必

要と される 普遍的で重要な資質・能力と して育成に努め てき ま した 。 

 

それら は数値に表しにくく評価されにくいた め 、学校教育においては 、学力調査の 結果と い

った わ か り やすい指標を優 先する 指 導に偏 って しま う 面 が あ り ま した が 、幼児 期 か ら 児童 生

徒 一人ひと り の 態度 や行動の 変容 を丁寧 に捉えて いく指導 こ そ、必要であ る と 考えて いま す。 

 

そこ で、今 後は こ れ ま での 取組を踏 ま える 中で、先述 した ３ つの 資質・能力の バ ラ ンス に配

慮しなが ら 、特に「学びに向か う 力、人 間性等」に焦点を当て、知識や技能の 習得等を向上さ

せる 重要な土台と 位置づけ 、様々な教育活動等に取り 組んでいき ま す。 
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【 非認知能力】  

近年、 注目さ れて い る 「 非認知能力」 は、 い わ ゆ る 学力と し て 測定さ れる 「 認知能力」

に 対する 概念と し て 、 国内外の 機関で 提唱さ れて い ま す。  

経済協力開発機構（ OECD） は「 社会情緒的ス キ ル」 と 定義し 、 認知能力の 向上に も 効果

を 持ち う る も の と し て そ の 重要性に 触れ、 国立教育政策研究所は 「 社会情緒的コ ン ピ テ ン

ス 」 と し 、 我が 国の 学校教育が 目指し て き た 「 生き る 力」 の 構成要素と 重な る も の と 指摘

し て い ま す。  

そ の 他、 経済産業省（ 社会人基礎力） や厚生労働省（ 就職基礎力） 、 内閣府（ 人間力）

等に おい て 、 そ れぞ れの 観点か ら 非認知能力の 定義を 行っ て おり 、 学習指導要領の 「 学び

に 向か う 力、 人間性等」 は 、 「 非認知能力」 と 捉え る こ と が で き ま す。  
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「鹿児島市の 教育の 取組におけ る 基本的な考え方」を踏ま え、本市教育施策の 方向性を

以下の ６ 点に整理しま す。 
 

人口減少や価値観 の 多様 化など によ り 、人間関係の 希薄化 、規範意識 や倫理観 の 低下 、

生 活体 験 の 不足 が 指 摘 さ れ ており 、豊 か な人 間 性や 社会 性 、 思 いや り の 心 を育 み 、児 童生

徒の 不安や悩みへの 適切な対応が 求め ら れていま す。 

道徳教育・人権教育の 充実を図り 、規範意識や自他の 生命を尊重する 心、困難を乗り 越え

なが ら 物事を成し遂げる 力、自ら 考え判断し、行動する 力等の 育成に取り 組みま す。 

ま た 、 いじめ 防 止や 不登 校等 への 対策 を推 進 する と と も に、 児童 生 徒 等 の 不 安や 悩み に

適切に対応する ため 、教育相談体制の 充実を図り ま す。 

 

将来の予測が困難な時代に、自らが 社会の 創り 手と なる 人材を育成する と と も に、社会の

変化に対応する ための 資質・能力の 育成が 求められており 、児童生徒の 発達の 段階に応じ

て、一人ひと り の 資質・能力や特性に適応した指導・支援の 充実を図る 必要が あ り ま す。 

ま た、個性と 能力を生か した進路・職業を選択し、国際性豊か な人材と して国内外で活躍

でき る よ う 、教育課程全般を通して、キ ャリ ア教育や国際理解教育の 充実に取り 組むほ か 、

自分の 生き 方を考えていくための 資質・能力の 向上を図る 探究的な学びの 充実や、生成ＡＩ

を含むデジタル教材を適切に活用し、児童生徒が 学習計画等を自ら 調整する 主体的な学

びの 充実を図り ま す。 

 

社会環境や生活様式の 変化に伴い、運動や食を含む生活習慣等に関する 正しい知識の

習得や 指導方法 の 工 夫・地 域 での ス ポ ーツ 環境 の 整 備が 必要と さ れている こ と か ら 、児童

生徒が 運動・ス ポ ーツに親しむ機会の 充実や、体力向上を目指した運動の 奨励等によ り 健

康的なラ イ フス タイ ルの 確立を推進しま す。 

ま た 、食に 関する 指導の 充実を 図る と と も に、安全で安心 な給 食を安 定 的に提供する た

めに新学校給食センターの 整備を進め 、心身と も に健全な児童生徒を育成しま す。 

さら に、学校におけ る 事故防止や自然災害への 備えが 指摘され る 中、防災対策を含む学

校安全の 充実に向け た取組が 求めら れている こ と か ら 、安全教育の 推進と 、本市の 特性に

応じた防災教育の 充実を図り ま す。   

第５章 本市の 教育施策 

( 1)  規範意識や自他の 生命を 尊重する 心、 困難を 乗り 越え な が ら 物事を 成し 遂げる 力、

自ら 考え 判断し 、 行動する 力等を 育成する 【 心を 育む教育と 青少年教育の 推進】  

( 2)  変化の 激し い 社会で 児童生徒が 成長し て い く た め に 、 個性と 能力を 伸ばす教育を

推進する 【 個性と 能力を 伸ばす教育の 推進】  

( 3 )  学校や地域で の 運動・ ス ポ ーツ に 親し む機会の 充実、 健康的な ラ イ フ ス タ イ ルの 確

立に 向け た 支援、 安全教育・ 防災教育の 充実を 図る 【 体育・ 健康・ 安全の 充実】  

１ 施策の方向性 
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施
策 
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地域等の 参画を得なが ら 、児童生徒を主体と した 学びや業務改善など の 目的を共有する

こ と によ って、学校をよ り よ く発展させる ため に、学校運営協議会活動の 充実を図り ま す。 

ま た 、次世 代 を担う 人材 を育成 する た め に、研 修会等 によ る 教職 員の さ ら な る 資 質 向 上

を図る と と も に、児童生徒と 向き 合う 時間を確保する ため の 業務改善を推進しま す。 

さ ら に、教育費の 負担軽減 を図る と と も に、施設の 老朽化等へ対 応する ため 教育施設や

新 学校給食 センターの 整 備に加 え、学校 規模適 正化等の 推進によ る 教育環境の 充実に取

り 組み、児童生徒が 安心して学べる 環境の 充実を図り ま す。 

 

価 値 観 の 多 様 化 や生 活 様 式 の 変化 によ り 、人 間 関 係 の 希 薄 化 や 保 護 者 の 孤 立 化 が 進

み、家 庭 の 教 育 力の 低下が 指 摘さ れ ており 、保護 者が 安 心して家 庭教育 を行う こ と が でき

る よ う 家庭教育支援の 重要性が 一層高ま っていま す。 

ま た、デジタル技術の 進歩など 社会が 大き く変化する 中で、“人生１ ０ ０ 年時代”を見据え、

こ れま での 教養に加え、新たな知識や技能を身に付ける ための 、生涯学習の 充実を図り ま す。 

生涯学習に関する 情報を誰も が 活用しやすいよ う 市民に届け る と と も に、デジタル を活用

した 「いつでも 」 「ど こ でも 」学べる 環境の 整備に努め ま す。 

 

文化芸術は豊か な人間性を育み、生活に潤いをも たら し、ま ちに活力を与えている こ と か

ら 、 誰 も が 文 化 芸 術 に触 れ 、親 しむ機会 の 充実 や様 々 な分 野での 活 用 の 支 援 、活 動 の 担

い手の 育成に取り 組みま す。 

ま た 、 世 界 文 化遺 産 「 明 治 日 本 の 産 業 革 命 遺 産 」 を は じめ 各地 域の 遺 跡 や無 形 の 民 俗

文化 財 など の 貴重 な文化財 の 適切 な管理保全と 活 用 を地 域や社会全体で進 め なが ら 、地

域の 歴 史 ・ 文化資 源 を 再発見 ・再 評価 し、積 極的 な活用が 図 ら れ る よ う 、理 解促進 や魅 力

発信に取り 組みま す。 
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( 5)  多様な 学習機会の提供等を 通じ た 家庭や地域の 教育力の向上、 学習情報の 発信等によ

る 生涯学習環境の充実を 図る 【 家庭や地域の教育力の 向上と 生涯学習環境の 充実】  

( 6 )   文化芸術に 触れ親し む機会の 充実等と と も に 、 地域の 歴史・ 文化資源への 理解増

進等を 図る 【 文化芸術の 振興と 歴史・ 文化資源の 保存と 活用】  

4   学校運営等の 充実を 図る と と も に 、 教育費の 負担軽減や教育施設整備、 学校規模適

正化等、 教育環境の 充実を 図る 【 地域と と も に あ る 学校づく り と 教育環境の 充実】  
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  幼保小連携研修会の 開催 

◆ＣＢ Ｔによ る 学習調査の 実施 ◆読書活動の 推進 

  相談・支援体制の 充実 ◆移行支援ｼｰﾄ等の 作成・活用 

◆教育ⅮＸ推進ビジョンに基づく取組 ◆デジタル学習基盤の 整備 

◆生成ＡＩ等の 活用 

◆探究的な学びの充実 ◆職場体験学習等の 充実 

◆地域と 連携した郷土教育の 充実 

  ICTを活用した異文化交流 ◆ALT や AEA の計画的な派遣 

◆学校版環境 ISO 認定校の 取組支援 

  専門講師によ る 講演会等の 実施 

  模擬投票等の 体験学習の 実施 

  特色あ る 教育課程の 編成支援 ◆ふるさと納税の活用 

  ICT  を活用した遠隔授業や他校と の 交流の 実施 

( 2)  個性と 能力を 伸ばす教育の推進 

( 3)  体育・ 健康・ 安全の充実 

① 学校体育の充実  

② 健康教育・ 食育の充実      

③ 安全教育の充実  

④ 防災教育の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 幼児教育の充実      

② 学習指導の充実 

③ 特別支援教育の充実 

④ 教育Ｄ Ｘ の推進 

⑤ キ ャ リ ア 教育の充実 

⑥ 郷土教育の充実 

⑦ 国際理解教育の充実 

⑧ 環境教育の推進 

⑨ 消費者教育の充実 

⑩ 主権者教育の充実 

⑪ 市立高等学校の振興 

⑫ へき 地・ 複式教育の充実 

２  具体的な 施策の展開 
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◆研究授業や研修会等の 充実によ る 授業改善の 推進  

◆部活動の 地域展開 

◆健康及び食に関する 指導の充実 ◆新学校給食セン タ ーの整備 

◆KYT 教材等の活用 

◆防災ﾉ ﾄーの活用 ◆専門講師によ る 授業の実施 

(1)  心を育む教育と 青少年教育の推進 

各種体験活動等の 実施支援 ◆ 道徳科の 授業公開等の 推進 

◆人権教育に 関する 研修会の 開催 

生徒指導に 関する 資質向上 ◆ 教育相談体制の 充実 

 

◆ 次世代を切り 拓く人材の 育成 

◆情報ﾓﾗﾙ教育の 推 進 ◆ 関係機関等と の 連携 

④ 青少年教育と 体験活動の充実  

⑤ 青少年を 育む環境づく り の推進  

③ いじ め防止対策等を はじ めと  

する 生徒指導の充実 

② 人権教育の充実 

① 道徳教育の充実 
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( 4)  地域と と も にあ る 学校づく り と  

教育環境の充実 

◆地域等 と 連携・協働した学校運営協議会活 動の 充実 

◆業務改善の 推進 ◆校務 ⅮＸの 推進 ◆給 食費等 の 公会計化 

◆児童生徒の 実態に即した 教育課程の 改善 等 ◆ 教職 員研修の 充実 

◆実践的指導力向上 の 研修会等の 開催   

◆校舎・屋内運 動場の 整備・更新 ◆ エアコン等の 設備の 整備・更新 

◆奨学資金貸付制度 等の 周知 

◆説明会や意見交換会等の開催 ◆適正な 学校規模の確保 

◆関係団体等と の 情報 交換 会の 開催 

( 5)  家庭や地域の教育力の向上 

と 生涯学習環境の充実 

◆家庭の 教育力向上講座等の 開催 

◆研修会・講座・行事等の 開催 ◆ 子ど も 読書活動の 推進 

◆学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活用 

◆生涯学習ﾌﾟﾗｻﾞを拠点と したﾈｯﾄﾜｰｸ化の 推進 

◆生涯学習関連施設の 管理運営 

◆デジタルを活用した多様な学習機会の 確保 

◆生涯学習に関する情報発信や相談体制の充実 

◆生涯学習講座申込システムの活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 学校運営の充実 

② 教育課程の改善・ 充実 

③ 教職員の資質向上 

④ 教育施設の整備・ 充実 

⑤ 教育費の負担軽減 

⑥ 学校規模適正化等の推進 

⑦ 私立学校等と の連携 

① 家庭教育の充実 

② 生涯学習活動の充実 

③ 学習成果の活用 

④ 生涯学習推進体制の充実 

⑤ 生涯学習機能の充実 

⑥ 学習情報の提供、 相談機能の充実 
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① 文化芸術に触れ親し む機会の充実  

  と 活動の促進                  

② 文化施設の活用及び文化芸術情報 

  の発信             

③ 文化財の 保存の 充実と      

  積極的な 活用          

 

◆美術展覧会・教室等の 開催 

 

◆歴史・文化資産の情報発信ポータルサイト等を活用した 

文化情報の 発信 

◆世界文化遺産等の 適切な管理保全と 活用 

◆文化財保存活用地域計画に基づく取組の 推進 

( 6)  文化芸術の振興と  

歴史・ 文化資源の保存と 活用 

31 



 

施策 
(１ )－② 施策名 道徳教育の充実 

番号 
施策
番号 

( １ ) －① 施策名 道徳教育の充実 

 

【 現状と 課題】  

○ 人口減少や価値観の 多様化など によ り 、人間関係の 希薄化、規範意識や倫理観の 低下、生

活体験の 不足が 指摘される 現状において、学校・家庭・地域等で連携を図り なが ら 、学校の 教

育活動全体で、教職員と 児童生徒及び児童生徒相互の 人間関係を深め 、豊か な体験を通し

て児童生徒の 内面に根ざした道徳性の 育成に努め ていま す。 

○ 児童生徒の 「生き る 力」を培う た め 、未来に向け て児童生徒自ら が 課題に取り 組み、共に考

える 道徳教育、家庭や地域住民の 協力によ る 開か れた道徳教育、体験活動を生か した心に

響く道徳教育を更に推進する 必要が あ り ま す。 

○ 「特別の 教科道徳」は 教科と して定着し、教育活動全体で推進する 道徳教育の 一層の 充実

が 重視されていま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 児童生徒の 実態や発達の 段階及び地域の 歴史・ 文化・ 伝統を 踏ま え た 教育活動全体で

道徳教育の 充実を 図る と と も に 、 教育課程の 編成に つい て 研修会等を 通し た 助言を 行い

ま す。  

○ 規範意識や自他の 生命を 尊重する 心、 困難を 乗り 越え な が ら 物事を 成し 遂げる 力、 自

ら 考え 判断し 、 行動する 力等の 育成に 取り 組みま す。  

〇 各教科等や体験活動と の 関連を 図り な が ら 、 自己を 見つめ 、 物事を 広い 視野か ら 多面

的・ 多角的に 考え 、 人間と し て の 生き 方に つい て の 考え を 深め る と と も に 、 学習や課題

の 発見や解決に 向け て 主体的・ 協働的に 学ぶこ と を 通し て 、 児童生徒の 心に 響く 道徳教

育の 充実を 推進し ま す。  

〇 児童生徒の道徳性を 更に高めて いく た めに、 全職員で 授業研修を 行い、 道徳科の学習内

容に 関する 研修を 充実さ せる こ と に よ り 、 指導方法の工夫・ 改善を 継続し て 推進し ま す。  

〇 デジ タ ル社会に おい て 、 児童生徒の 情報活用能力を 育むと と も に 、 人権の 尊重や情報

発信に 対する 危機回避な ど の 理解と 態度を 育成する 情報モ ラ ル教育を 促進し ま す。  

 

【 主な 取組】  

○ 学習指導要領の 趣旨を踏ま え、児童生徒や地域の 実態等に応じた指導計画の 作成や道徳

科の 指導方法、評価について、研修会等を通して学校に助言を行いま す。 

○ 個性あ ふれる 学校づくり 推進事業を通して、地域の 人材等を活用した 体験活動、豊か な自

然や文化・伝統に親しむ体験活動、ボ ラ ンティア活動等の 社会奉仕活動、職場体験学習など

の 実施を支援しま す。 

○ 児童生徒が 主体的に学び、人間と しての 生き 方についての 考えを深め る 学習を通して、道

徳的な判断力、心情、実践意欲と 態度を育成しま す。 
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○ 子ど も の 読書活動は 、言葉や感性を磨き 、表現力や想像力を豊か にし、人生をよ り よ く生き

る 力を身に付け ていく上で重要であ る こ と か ら 、読書に親しむ機会の 充実を図る ために「いつ

でも ど こ でも  本の 世界へ！２ ０ 分読書」運動を推進しま す。 

○ こ れま での 自分の 生き 方や経験を振り 返る など 、自己を見つめ る 時間を設定する よ う に促し

ていき ま す。 

○ 市道徳教育研究会や県民週間におけ る 道徳科の 授業公開等を推進しま す。 

○ 情報モラ ル教育と 関連する 教材を学ぶこ と で、情報について多面的な視点で考えら れる よ う

な判断力、心情、実践意欲と 態度を育成しま す。 

 

 

【 計画期間におけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 「 難 し い こ と でも 、 失 敗

を 恐 れ な い で挑 戦 し て い

る 」 と 回 答 し た 児 童 生 徒

の 割合 

 

鹿児島市学習状況調査 

小６ ： －  

中３ ： －  

小６ ：７ ８ ．３ ％ 

中３ ：６ ９ ．５ ％ 

②道徳科の 授業公開実

施率 

授業を公開した 

小 ・ 中 学 校 数 ÷ 小 ・ 中 学

校数 

 

１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

困難を乗り 越えなが ら 物事 を成し遂げる 力等の 育成に取り 組む必要が あ る ため 、事業の 成果

を表す指標と して、鹿児島市学習状況調査で「難しいこ と でも 、失敗を恐れないで挑戦している 」

と 回答した児童生徒の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

学校・家庭・地域等で連携を図り 道徳性の 育成に努める た め 、道徳科の 授業公開等を推進す

る 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、道徳科の 授業公開実施率を設定した 。 
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施策
番号 

( １ ) －② 施策名 人権教育の 充実 

 

【 現状と 課題】  

○ Ｓ ＤＧｓ を定める 「持続可能な開発の ため の ２ ０ ３ ０ アジェンダ」では 、「誰一人取り 残さ ない」

を理念に掲げ、すべての 人々の 人権を実現する こ と が 明言されていま す。 

○ 学習指導要領の 前文では 、「一人一人の 児童（生徒）が 、自分の よ さや可能性を認識する と

と も に、あ ら ゆ る 他者を価値の あ る 存在と して尊重し、多様な人々と 協働しなが ら 様々な社会

的変化を乗り 越え、豊か な人生を切り 拓き 、持続可能な社会の 創り 手と なる 」と 示され、人権

尊重の 理念であ る 自分の 人権を守り 、他者の 人権を守る こ と が でき る 児童生徒を育成する こ

と の 重要性が 述べら れていま す。 

○ 様々な人権課題に対して、人権教育に関する 授業を行い、その 内容について協議する こ と を

通じて､教職員の 理解と 認識を深め る 必要が あ り ま す。 

○ イ ンターネット やＳ ＮＳ で、個人に対する 誹謗・中傷、プラ イ バ シーに関する 情報の 掲載、差

別的な書き 込み等、人権侵害に関する 問題が 発生していま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 学校においては 、「人権教育は全ての 教育の 基本」を合言葉に、教科等指導、生徒指導、学

級経営など 全教育活動を通じて、人権尊重の 精神に立った学校づくり に努め ま す。 

○ すべての 教育活動の 中で、児童生徒の 人権尊重精神の か ん養を図り 、発達段階に応じた人

権教育を推進しま す。 

○ 人権教育の 各種研修会等を開催し、教職員の 人権意識の 高揚と 資質向上に努め る と と も

に、人権教育の 指導内容等の 工夫・改善に取り 組みま す。 

○ 公民館や社会学級、社会教育関係団体、企業等の あ ら ゆ る 場を通じて人権教育・啓発活動

を積極的に推進しま す。 

○ 人権教育の 各種研修会等を開催し、市民の 人権意識の 高揚を図り ま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 各学校におけ る 人権教育の 実施状況を把握し、参考と なる 実践例の 紹介や校内研修の 内

容等への 指導・助言を行う と と も に、指導主事を派遣し、教職員の 人権意識の 高揚と 資質向

上を図り ま す。 

○ 人権教育研修会を開催し、授業を通した人権教育の 在り 方、学校・家庭・地域等が 連携した

人権教育の 進め方等について教職員の 理解を深め ま す。 

○ 市民を対象と して、生涯学習プラ ザや地域公民館で、人権問題に関する 研修会を開催しま す。 

○ 人権問題に関する 研修や学習を行う 団体等に対して、教材や講師の 紹介を行いま す。 

○ 教科指導や生徒指導、学級経営など の 全教育活動を通して、児童生徒の 人権尊重精神の

高揚を図り 、発達段階に応じた 人権教育を推進しま す。 

○ 道徳科や特別活動の 中で、情報モラ ルを考える 学習によ り 、イ ンターネット 等での 人権につ

いて考える 機会を設定しま す。 
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【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 「 自 分 に は 、 よ い と こ ろ

がある と思う 」と回答した児

童生徒の割合 

 

全国学力・学習状況調査 

 小６ ：８ ５ ．８ ％ 

中３ ：８ ３ ．９ ％ 

小６ ：８ ８ ．０ ％ 

中３ ：８ ７ ．８ ％ 

② 人権 教育 に関する 校 内

研修の実施率 

 

校内研修実施校 

÷小・中学校数 １ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

学 習指導要 領の 前文 で、人権 尊重の 理念（自分の 大切 さ と と も に他の 人の 大切 さ を認め る こ

と ）を具現化でき る 児童生徒を育成する こ と の 重要性が 述べら れている こ と か ら 、事業の 成果を

表す指 標と して、全国学力・学習状況調査で「自分には 、よ いと こ ろが あ る と 思う 」と 回答した 児

童生徒の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

教職員の 人権意識の 高揚と 資質向上を図る 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と し

て、人権教育に関する 校内研修の 実施率を設定した。 
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施策
番号 

( １ ) －③ 施策名 いじ め防止対策等を はじ めと する 生徒指導の充実 

 

【 現状と 課題】  

○ 学校におけ る いじめ の 認知件数は 、年々増加しており 、重大事態と なった事案も あ り ま す。

ま た 、Ｓ ＮＳ 等を利用した いじめが 巧妙化し、顕在化しにくい状況にあ り ま す。 

○ 学校におけ る 不登校児童生徒数については 、令和７ 年度に減少したも の の 、依然と して憂慮

すべき 状況にあ り 、その 要因も 複雑化・多様化している 状況にあ り ま す。 

○ 生徒指導においては 、こ れま で以上に、児童生徒の 成長の 視点に立った指導が 求め ら れて

いま す。ま た 、学校においては 、児童生徒が 集団生活を送る 上で必要な校則等をは じめ と す

る ルールの 見直しが 図ら れていま す。 

○ いじめ や不登校、問題行動など 、相談内容が 多岐にわ たり 、児童生徒や保護者等の 不安や

悩みへ適切に対応する ため に、教職員や相談員等の 更なる 資質向上が 必要です。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ いじめ 防止対策推進法の 理解を促進する と と も に、鹿児島市いじめ防止基本方針に基づき 、

いじめ の 早期発見、早期解決に努め 、学校・家庭・地域住民・その 他の 関係者と 連携したいじ

め防止等の ための 対策を推進しま す。 

○  不登校 児童生徒に対して、学 校復帰 、社会的自立 へつなが る よ う に相談員等によ る 支援や、

安心して学 べる 居場所づくり に取り 組みま す。ま た 、ス ク ール カウ ンセラ ー等の 一層 の 資質向

上を図り 、相談活動の 充実に努め る と と も に、民間施設等と の 連携を図り ま す。 

○ 受容的な姿勢や心構えを持って生徒指導を行う と と も に、校則等の 見直しにおいては 児童

生徒の 関わ り が 図ら れる よ う 取り 組みま す。 

○ 生徒指導や教育相談に関する 研修会等を一層充実させ、教職員の 資質向上と 全教職員が

一体と なった生徒指導に取り 組みま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 鹿児島市いじめ防止基本方針に基づき 、いじめへの 対応方針を校内で共有する と と も に、教

育委員会へ適切に報告する よ う 、管理職への 周知を徹底しま す。 

○ 法的観点か ら 学校へ助言等を行う ス ク ールロ イ ヤ ーを導入し、いじめ 等の 諸問題に対して適

切な対応を図り ま す。 

○ いじめ 防止啓発強調月間での ポ ス ター・標語作品コンク ールや作品展を通して、いじめ防止

について広く市民へ啓発する ほ か 、いじめ 問題等調査委員会等で、総合的、効果的ないじめ

防止等の ため の 取組について協議しま す。 

○ 学校復帰や社会的自立等を支援する フレンドシップ、不登校の 兆候が 見ら れる 生徒への 早

期対応や不登校か ら 学級に復帰する 前段階にあ る 生徒を学校内に確保した教室で支援する

フレンドルーム 、外部か ら の 支援を受け ていない児童生徒をウ ェブ上の 仮想空間で支援する

フレンドス テップ・メ タバース を設置し、個に応じた支援を行っていま す。 

○ フレンドシップに通級する 不登校児童生徒の 学校復帰及び社会的自立を目指し、相談員等
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によ る 教育相談体制の 充実を図る と と も に、民間施設等と 連絡会を開催する など して連携を

図り ま す。 

○ 心の パート ナー派遣事業では 、市内の 大学で教職や心理学等を学ぶ大学生・大学院生が フ

レンドシップやフレ ンドルーム 、要請の あ った市立小・中・義務教育学校で、不登校傾向にあ る

児童生徒の 相談・支援等を行い、児童生徒の 自立を支援していま す。 

○ 児童生徒の 悩みや困り ご と など を気軽に相談でき る 場所や機関を探し、簡単にアク セス でき

る ポ ータルサ イ ト をタブレット 端末に開設していま す。 

○ いじめ 問題への 取組や校則等の 見直しについて、児童生徒が 考え、話し合う 場を設定する

など 主体的な取組を推進しま す。 

○ いじめや不登校、問題行動等に関して、教職員を対象にカウ ンセリ ング 研修会、人間関係づくり

セミ ナー、ス ト レス マネジメント 教育研修会等を開催し、生徒指導に関する 資質向上を図り ま す。 

○ 生徒指導上の 諸課題に関する 児童生徒に対する 未然防止教育に弁護士や警察官など の 専

門家を派遣し、法令等に基づいたよ り 専門的な指導を充実させる こ と で、いじめや不登校、問

題行動等の 発生を未然に防止しま す。 

○ ス ク ールカウ ンセラ ーやス ク ールサ ポ ート 相談員等の 専門的な知見を有した人材を活用し、

関係機関等と も 連携しなが ら 、いじめ や不登校、問題行動等への 迅速か つ適切な対応に努め

ま す。 

 

【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①生徒指導に関する研修会

における 参加者の満足度 

研修会参加者へのアンケ ー

ト調査 ８ ９ ． ７ ％  ９ ５ ． ０ ％  

②フレンドシップに通級する

不登校児童生徒の学校復

帰率 

学校へ復帰した児童生徒数

÷フレンドシップに通級する

児童生徒数 
７ ２ ． ４ ％  ９ ５ ． ０ ％  

①の 指標を選んだ理由 

生徒指導に関する 資質向上 を図る 必要が あ る た め 、事業の 成 果を表す指標 と して、４ つの 研

修会（事例検討研修会、カウ ンセリ ング 研修会、ス ト レ ス マネジメ ント 教育研修会、人間関係づく

り セミ ナー） 参加 者 へ の ア ンケ ート で、各 研 修会 の 総 合評 価 につい て「 よ い」 を 選択 した 回 答数

の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

フレ ンドシップに通級する 不登校児童生徒の 学校復帰等につなげる 必要が あ る た め 、事業の

成果を表す指標と して、フレ ンドシップに通級する 不登校児童生徒の 学校復帰率を設定した 。 
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施策
番号 

( １ ) －④  施策名 青少年教育と 体験活動の 充実 

 

【 現状と 課題】  

○ 子ど も たちが 戸外で友達と 一緒に遊んだり 、異年齢で交流した り する 活動を通して、望ま し

い人間関係を築いたり 、郷土愛等を育んだり する 生活体験が 不足していま す。 

○ 自然体験活動を経験でき る 青少年社会教育施設が 市内外において、減少・縮小傾向にあ り

ま す。 

○ 幼少期に多くの 体験活動を経験した子ど も は「やり ぬく力」や「自己肯定感」と いった 非認知

能力が 高くなる 傾向にあ り ま す。  

○ グ ロ ーバ ル化が さら に進展する 中、国や郷土の 将来を担い、様々な分野において活躍する

高い志や意欲を持ち、次世代を切り 拓き 、世界に目を向け 活躍でき る 人材を継続的に育成し

ていく必要が あ り ま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 関 係機関 ・施設等において、非認 知能力の 育成に 向け た 体験活動の 促 進に努め る と と も に、

今後も 各年齢期に応じた 自然体験や生活体験、ボ ラ ンティア活動など の 機会や場の 拡充に努

め ま す。 

○ 学校・家庭・地域等において、様々な体験活動の 充実を図り 、豊か な人間性や自ら 考え行動

でき る 力等を培っていき ま す。 

○ 青少年団体や関係施設等と 連携し、仲間づくり や異年齢・異世代交流、次世代の リ ーダーの

育成の ため の 活動に取り 組みま す。 

○ 我が 国や郷土の 文化と 外国の 異なる 文化をと も に理解し、国内は も と よ り 、世界の 様々な分

野で活躍でき る 青少年を育成する た め の 場や機会を提供しま す。ま た、オンラ イ ンによ る 学習

やデジタル機器を活用した活動を導入する など 、魅力あ る プロ グ ラ ム を充実しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 少年自然の 家等において、豊か な心を育むた めの 活動プロ グ ラ ム の 開発や主催事業の 充

実に努め 、利用促進を図り ま す。 

○ 放課後子ど も 教室を開設し、異年齢集団によ る 体験・交流活動や、青少年活動に係る リ ーダ

ーを育成する ため の 研修会の 充実を図り ま す。 

○ あ いご 会コーディネーターを配置する ほ か 、学校や地域の リ ーダーを育成する 研修会の 充

実を図り ま す。 

○ 少年自然の 家において、郷土に誇り と 愛着を持ち、国内外で活躍でき る グ ロ ーバ ルな人材を

育成する 「創志塾」や集団宿泊学習の 活動の 中で、自然体験に加え、タブレ ット 端末等の デジ

タル機器を活用する こ と で、さら に魅力あ る 活動になる よ う プロ グ ラ ム の 充実を図り ま す。 
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【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①リ ーダー育成に関する研

修 後 の 子 ど も 会 活 動 や ボ

ランティア活動への意欲 

 

参加児童生徒へ のアンケ

ート調査 ６ ２ ． ５ ％  ８ ５ ． ０ ％  

②小学生から高校生までの

児童生徒を対象とした主催

事業の満足度 

 

参加した児童生徒への事

後アンケート調査 

１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％  

①の 指標を選んだ理由 

次世代の リ ーダーを育成する た め に、事業の 成果を表す指標と して、２ つの 研修会（子ど も 会

リ ーダー研修会、ボ ラ ンティアジュニアリ ーダー研修会）におけ る アンケ ート で、「（意欲や目標を）

と ても も てた ・も てた」と 回答した児童生徒の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

小学生か ら 高校生ま での 児童生徒を対象と し、自然体験活動を行う 主催事業において、豊か

な心や非認知能力を育成する ため に、事業の 成果を表す指標と して、参加した児童生徒の 活動

後の アンケ ート で「大変満足・満足」と 回答した割合を設定した 。 
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施策
番号 

( １ ) －⑤ 施策名 青少年を 育む環境づく り の推進 

 

【 現状と 課題】  

○ 社会の 急激な変化と と も に生活環境や規範意識も 変化する 中、青少年の 健全育成に地域ぐ

る みで取り 組む必要が あ り ま す。 

○ 青少年の 健全育成の ため に、学校と の 連携や、警察・少年サ ポ ート センター訪問によ る 連携

など 、関係機関・団体と の 連携を一層図る 必要が あ り ま す。 

○ 次世代の 子ど も たちが 健やか に育成される 環境の 整備を目指して、市民会議等で協議し、

学校・地域等が 一体と なった 取組を進め る こ と が 必要です。 

○ ス マート フォン等を用いたソ ーシャ ルメ ディアの 不適切利用や、Ｓ ＮＳ 等を利用した犯罪被害

など 、青少年の 健やか な成長を守る ため の 具体的方策を検討する 必要が あ り ま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 学校関係者や関係機関・団体に青少年育成センター青少年育成委員を委嘱し、街頭声か け

や有害環境点検調査等を実施し、問題行動の 未然防止・環境浄化活動に取り 組みま す。 

○ 学校・家庭・地域及び関係機関が 連携して、イ ンターネット やＳ ＮＳ の 利用に伴う 危険性など 、

情報モラ ル教育の 推進を図り 、青少年を育む環境づくり を推進しま す。 

○ 校区等で地域や関係団体と 連携を図り 、地域ぐる みで青少年を育てる 気風づくり を推進しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 学校や関係機関・団体等と の 連携の も と 、街頭声か け を計画的に進め る と と も に、青少年育

成委員の 研修の 充実を図り 、地域の 防犯活動の 充実をよ り 一層推進しま す。 

○ イ ンターネット やＳ ＮＳ を利用する にあ たり 、危険性の 認識やフィルタリ ング 利用によ る 安全

対策の 理解促進の た め、学校・家庭・地域等での 研修を一層充実する と と も に、青少年を守る

取組など 情報共有の 在り 方など を工夫・改善しま す。 

○ 青少年健全育成に関する 会議で協議したり 、「さつま っ子育成市民大会」で特色あ る 交流活

動を紹介したり して、あ いご 会活動や地域活動の 更なる 活性化を図り ま す。 

 

 

  

第
咊
章 

本
市
叏
教
育
施
策 

40 



 

【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

①イ ンターネット 接続機器

の 利用 に関 する 家庭内 ル

ールの設定率 

イ ンターネッ ト 利 用等 に関

する 調査（保護者、児童生

徒に３ 年おきに調査）  

小 ： ７ ６ ． ０ ％

中 ： ７ ０ ． ２ ％  

(R５児童生徒対象) 

小 ： ８ ５ ． ０ ％

中 ： ７ ５ ． ０ ％  

②ス マート フォン等フィルタ

リ ングの設定率 

イ ンターネッ ト 利 用等 に関

する 調査（保護者、児童生

徒に３ 年おきに調査）  

小 ： ８ ２ ． ９ ％

中 ： ８ ４ ． ８ ％  

(R５児童生徒対象) 

小 ： ９ ５ ． ０ ％  

中 ： ９ ０ ． ０ ％  

①②の 指標を選んだ理由 

家庭や学校等が 連携し、ネット 犯罪や有害情報か ら 青少年を守る た め、ス マート フォンやイ ン

ターネッ ト 接 続 機 器の 家 庭 内 ル ール や フィル タリ ング の 設 定 率 を 上げ る 必 要 が あ り 、事 業 の 成

果 を表す指標 と して、イ ンターネッ ト 接続 機器の 利用 に関する 家 庭内ル ール と フィル タリ ング の

設定率と した 。 

なお、本調査は 、R２ （児童生徒対象） →R ３ （保護者対象） →Ｒ ４ （調査なし） →Ｒ ５ （児童生

徒対象）の 順で実施されている 。 
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施策
番号 ( ２ ) －① 施策名 幼児教育の充実 

 
【 現状と 課題】  

○ 共働き 家庭の 増加など 、若い世代や子育て家庭等を取り 巻く環境は 大き く変化していま す。 

○ 特別な支援を必要と する 幼児への 対応や子育てに悩む保護者に対する 支援など 、幼児教育

現場の 課題は 、多様化・複雑化していま す。 

○ 本市の 研修会等においては 、幼稚園教育要領や幼保連携型認定こ ど も 園教育・保育要領、

保育所保育指針、小学校学習指導要領を踏ま え、幼児期の 終わ り ま でに育ってほ しい姿を共

有する など 、幼児教育と 小学校教育と の 円滑な接続を推進していま す。 

○ 遊びや生活を通して総合的に学んでいく幼児期の 教育課程と 、各教科等の 学習内容を系統

的に学ぶ児童期の 教育課程は 、内容や進め 方が 大き く異なる ため 、連携研修会等を通して、

幼保小の 接続を意識したカリ キ ュラ ム の 改善・充実を図る 必要が あ り ま す。 

 
【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○  幼児 教育と 小学 校教育 の 円滑な接 続 を目指し、幼 児 期の 終 わ り ま でに育 って ほ しい姿を踏

ま えた教育課程の 改善・充実を図り ま す。 

○ 幼稚園・認定こ ど も 園・保育所等が それ ぞれの 特色に応じた 幼児教育を実施でき る よ う に関

係機関と の 連携を適切に図り 、幼児教育全体の 質の 向上に努め ま す。 

○ 教職員の 研修を通して、幼稚園教諭や保育士等の 指導力向上を推進しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 幼保小連携研修会や幼保小連携代表者会を開催し、幼児教育と 小学校教育の 円滑な接続

を目指して「幼保小の 架け 橋プロ グ ラ ム 」の 理解を深める こ と で、教育課程の 改善・充実を図

り 、適切な年間指導計画等の 作成を推進しま す。 

○ 幼保小連携研修会を通して、架け 橋期の カリ キ ュラ ム を作成する こ と で、幼保小の 滑ら か な

接続の 充実を図り ま す。 

○ 新１ 年生の 体験入学の 機会等を通して、幼児と 児童の 相互にコミ ュ ニケ ーショ ン力を生か し

た交流を推進しま す。 

○ 幼稚園教育要領、保育所保育指針及び幼保連携型認定こ ど も 園教育・保育要領の 趣旨に

沿った教育及び保育が 確実に実践される よ う 市公私立幼稚園保育研修会を開催し、特別支援

教育に関する 講話や五領域及び生活科指導等の 実技・演習を交えた研修を実施し、指導者と

しての 資質向上を図り ま す。 

○ 市公私立幼稚園保育研究会を開催し、保育参観に基づく保育研究や講演会を実施し、幼稚

園・認定こ ど も 園・保育所の 教育課程等について幼稚園教諭等の 理解を深めま す。 

○ 県幼児教育センターを活用し、幼保小連携研修会の 充実を図り ま す。 
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【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 幼児 期の 教育 の 現状

に対する満足度 

教育に関する 市 民意識

調査 

 

４７．９％  ５５．０％  

②幼・小交流の実施校数

（ 小学校）の割合 

幼・小交流を実施した小

学校数÷ 小学校数 

 

８７．２％  １０ ０％ 

①の 指標を選ん だ理由 

幼稚園教諭や保育士等の 指導力向上を図る 必要が あ り 、こ の こ と が 結果と して幼児期の 教育

の 現 状に対する 満足度につなが る こ と か ら 、事業の 成果を表す指 標と して 、幼児期の 教育の 現

状に対する 満足度を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

幼児教育と 小学校教育の 円滑な接続を目指した教育課程の改善・充実を図る 必要があ る こ と か

ら 、事業の 成果を表す指標と して、幼・小交流の実施校数（小学校）の割合を設定した。 
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施策
番号 

( ２ ) －② 施策名 学習指導の充実 

   
【 現状と 課題】  

○ 全国学力・学習状況調査では、小・中学校と も にほ と んど の 教科で全国や県の 平均正答率

を概ね上回っていま す。しか し、今後の 課題と して、学びに向か う 力を更にか ん養し、基礎・基

本の 確実な定着を図る ため の 補充的な指導の 充実や思考力・判断力・表現力を育むため の

言語活動の 充実に取り 組み、「確か な学力」を育成していく必要が あ り ま す。 

○  学習指導法の 改善状況については 、今後も 一人ひと り の 能力や特性に応じた き め 細か な指

導を進め 、知識・技能を確実に習得させ、思考力・判断力・表現力等を育むた め 、「主体的・対

話的で深い学び」の 実現に向け た指導法の 改善を推進する 必要が あ り ま す。 

○ 全国学力・学習状況調査では、「読書が 好き 」と 回答した児童生徒ほ ど 、各教科の 平均正答

率が 高い傾向が あ り ま す。 

○ 本市の 小・中学生の １ か 月の 読書量は 、全国平均を上回る も の の 、校種や年齢が 進むにつ

れて読書量や図書館の 利用が 減少する 傾向が 見ら れま す。 

○ 日本語指導が 必要な外国人児童生徒等への 指導・支援を行う こ と が 求め ら れ ていま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 児童生徒に必要な知識・技能を確実に習得させる と と も に、ＩＣＴ機器を活用した 授業実践を

推進 し、一斉指導や個別指導など 目的に応じた 学習場面の 設定や児童生徒の 協働的な学び

の 充 実 な ど 学 習 者主 体の 授 業 の 推 進 に取 り 組 むこ と で、 課 題 を 解 決 する た め に 必 要 な 思 考

力・判断力・表現力等を育み、「確か な学力」を育成しま す。 

○  児童生 徒が よ り よ く課 題を解 決 し、自 分の 生 き 方 を考えていくた め の 資質 ・能 力の 向上を図

る 探究的な学びを充実さ せま す。 

○ 「主体的・対話的で深い学び」の 実現に向け た 授業改善や指導方法等の 研修を充実する と と

も に、その 基盤と なる 、協調性や問題解決能力など の 非認知能力の 育成を図り ま す。 

○ 全国学力・学習状況調査、鹿児島学力・学習状況調査、鹿児島市学力調査をＣＢ Ｔで実施し、 

結果の 集計・分析を学校での 指導に生か しま す。 

○ 文 化芸 術の 楽しさ を体験する こ と を 通して、文化 芸術を愛 好する 心情 を育むと と も に、感性

を豊か にし、豊か な情操の 育成を図り ま す。 

○  少子化が 進むなか でも 、生徒が 文化芸術活動に親しむ機会を将来 にわ た って確 保でき る よ

う 、環境の 整備を進めま す。 

○  学習や生活に役立つ本や図書資料を見つけ 課題 を解決した り 、多くの 本に触れ 読書の 幅を

広げたり する こ と が でき る よ う に図書館等を活用した学習に努めま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 将来の 予測が 困難な時代を生き る 児童生徒が 、多様な人々と 協働しなが ら 様々な社会変化

を乗り 越え、豊か な人生を切り 拓き 、持続可能な社会の 創り 手と なる こ と が でき る よ う その 資

質・能力を育成しま す。 

○ 学習の 目標や教材について理解し、見通しをも って学習し、評価したり 、多様な学習の 進め

方を実践でき る 環境を整えたり して、児童生徒の 学びに向か う 力を育成しま す。 
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○ 学習指導の 充実の ため に、全国学力・学習状況調査等の 目的と ねら いを児童生徒に意識さ

せなが ら 学力検査を実施し、その 結果を分析した上で指導上の 課題を把握し、教職員全員で

授業改善に取り 組みま す。ま た、幼保小連携研修会等でも 指導上の 課題を共有し、学習指導

の 充実に取り 組みま す。 

○ 経験に応じた研修、タブレット 端末の 効果的な活用など ＩＣＴ機器を専門的に取り 扱う 研修、

職能に応じた研修等の 教職員等研修を実施する と と も に、学校の 要請に応じて、指導主事等

を積極的に派遣しま す。 

○ 研究協力校を指定し、その 研究成果を学校への 指導に波及させる と と も に、小・中連携研修

会や中学校学力向上プロ グ ラ ム を実施し、学力向上に向けた 指導を継続的に実施しま す。特

に、学習習慣や基本的な生活習慣等については 、幼保小連携や小・中連携研修会の 中で具

体化し、共通実践しま す。 

○ 有識者によ る 講演や生徒の 発表、対話活動等を通して、様な視点や価値観に触れる 機会を

提供する と と も に、探究的な学びを通して主体的に生き る 力を育みま す。 

○ 英語を共通言語と している 国内最先端の 大学院での 未来の 科学者を育成する プロ グ ラ ム に

鹿児島玉龍高校生を派遣しま す。 

○ 構成的グ ループエンカウ ンターや、所属集団の 質を総合的に把握でき る 調査を行い、自己

肯定感や学習意欲の 向上に努め ま す。 

○ 市長部局等と 連携し、防災や環境等を題材にした副読本を、理科や社会等の 教科の 学習や

総合的な学習の 時間等に活用しま す。 

○ 芸術家派遣プロ ジェク ト 等を通して、児童生徒が 芸術や文化を体験でき る 機会の 充実に取り

組みま す。 

○ 休日における 生徒の 文化活動を地域に展開し、学校と 地域の様々な関係者が 連携・協働する

こ と で、生徒が 文化活動に親しむ機会を確保する など 、よ り よ い文化環境の 整備を進めま す。 

○ 図書館等や電子書籍を活用して得た 情報を効果的に使用して、課題を解決する 情報活用能

力等を育成する 研修会や事例発表を実施しま す。 

○ 学習の 基盤と なる 読解力の 向上と 、得た知識を表現する 力を育成する ために、学校での 読書

活動を充実させる と と もに、「いつでも どこ でも  本の 世界へ！２ ０ 分読書」運動を推進しま す。 

○ 日本語指導が 必要な外国人児童生徒等に、日本語の 習得や生活への 適応が でき る よ う 指

導・支援を行いま す。 

【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

①全国学力・学習状況調

査における学力 

全国学力・学習状況調査

（国語、算数・数学） 

※全国平均を100とした値 

小６ ：１ ０ ０ ．２  

中３ ：１ ０ ０ ．２  

小６ ：１ ０ ２ ．４  

中３ ：１ ０ ２ ．４  

②「読書が好き」と回答し

た児童生徒の割合 

全国学力・学習状況調査 小６ ：７ ７ ．２ ％ 

中３ ：６ １ ．６ ％ 

小６ ：７ ７ ．９ ％ 

中３ ：７ ５ ．０ ％ 

①の 指標を選ん だ理由 

「確か な学力」を育成する 必要が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、全国学力・学習状

況調査におけ る 学力の 値を設定した 。 

②の 指標を選ん だ理由 

学 校での 読 書活動 を充実さ せる 必 要が あ る こ と か ら 、事 業の 成 果を表す指標 と して、全国学

力・学習状況調査において「読書が 好き 」と 回答した 児童生徒の 割合を設定した 。 
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施策
番号 

( ２ ) －③ 施策名 特別支援教育の 充実 

 
【 現状と 課題】  

○ 誰も が 人格と 個性を尊重し、支え合う 共生社会の 形成に向け て、障害の 有無に関わ ら ず幼

児・児童・生徒が 可能な限り 共に教育を受け ら れる よ う 、多様で柔軟な学びの 場を整備する と

と も に、全ての 教職員が 一人ひと り の 教育的ニーズ に応える 指導・支援の 充実が 求めら れ て

いま す。 

○ 小・中学校で、個別の 教育支援計画や個別の 指導計画が 作成され、校内支援体制は 整備さ

れてき ていま すが 、校内での 活用の 在り 方や学校間での 引継ぎの 難しさも 指摘されていま

す。今後、巡回相談の 適切な活用や学校間連携の 充実を図る こ と で、就学前か ら 学校卒業後

ま での 一貫した支援体制が 構築される と と も に、校種間の 引継ぎ体制を充実させる こ と が 求

めら れていま す。 

○ 就学先の 決定に当たっては 、障害の 状態、本人の 教育的ニーズ 、本人・保護者の 意見、専

門的見地か ら の 意見、学校や地域の 状況等を踏ま えた総合的な観点か ら 最終的に教育委員

会が 決定していま すが 、就学後に、それぞれの 児童生徒の 発達の 程度、適応の 状況等を勘

案しなが ら 必要に応じて学びの 場が 変更でき る こ と を、すべての 関係者が 共通理解していく必

要が あ り ま す。 

○ 通常学級を含む多様な学びの 場に支援を必要と している 児童生徒が 在籍している こ と を踏

ま え、全ての 教職員が 特別支援教育に対する 理解をさら に深め る 必要が り ま す。 

○ 学校での 医療的ケ アを必要と する 児童生徒が 増えており 、対応が 求めら れ ていま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 障害の あ る 人と 障害の ない人が 共に学ぶ仕組みの 構築に向け て、障害に対する 正しい

理解と 認識に努 め ま す。 

○  小 学校へ の 就 学 時や 小 学校 か ら 中 学 校 及 び中 学校か ら 高等学 校 への 移行 期 の 関 係 機

関相互の 連携や共 有情報の データ化を図る こ と で、一貫した切れ 目ない支援を行いま す。 

○  相 談 ・ 支 援 体 制 の 充 実 を 図 り 、 児 童 生 徒 の 実 態 を 踏 ま え た 適 切 な 支 援 や 助 言 を 行

い ま す。  

○ 特別支援教 育に対する 理 解の 深ま り と 資質 ・能力の 向上を図り 、教職員全体の 専門性

を高め ま す。 

○ 医療的ケ ア児及 びそ の 家族に対する 支援に関する 法律に基づき 、医療的ケ アを必要と

する 児 童生徒の 増減にも 対応でき る 支援体制を目指 しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 障害の あ る 幼児・児童・生徒と 、障害の ない幼児・児童・生徒の 交流及び共同学習を積極的

に推進し、障害に対する 正しい理解を深め ま す。 

○ 障害に関する 専門的な知識・経験を有する 特別支援学校の 教職員によ る 巡回相談を通し

て、障害の あ る 幼児・児童・生徒の 指導・支援に関する 教職員等の 一層の 理解を深め ま す。 
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○ 学校に在籍する 特別な支援を必要と する すべての 児童生徒に個別の 教育支援計画や個別

の 指導計画を作成・活用する こ と で、一人ひと り の 教育的ニーズ に合った き め 細か な指導や

支援体制も 含め た適切な合理的配慮を提供しま す。 

○ 幼児・児童・生徒の 状況やこ れ ま での 支援について記録する 「夢 すこ やか  ファイ ル」、就学

教育相談資料、移行支援シート 等の 活用やデータ化によ る 切れ目ない支援・引継ぎを推進し

ま す。 

○ 特別支援教育校内支援員会やケ ース 会議等を通じた学びの 場の 検討について、管理職研

修会や特別支援教育担当者会等で周知し、児童生徒の 実態を踏ま えた学びの 場の 変更を推

進しま す。 

○ 幼児・児童・生徒の 障害特性に応じた指導・支援の 一層の 充実を図る た め に、管理職や通

常学級担任等を含む教職員全体の 専門性を高める 特別支援教育セミ ナー等の 研修を充実さ

せま す。 

○ 医療的ケ アを必要と する 児童生徒が 、適切な医療的ケ ア等の 支援を受け ら れる よ う 、看護

師資格を有する 支援員の 配置等の 体制整備を進め ま す。 

 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ）  

①１ 校当たり の 巡回相談

の回数 

巡 回相 談の 実施 回数 ÷

小・中学校数 

 

１ ．２ 回 １ ．５ 回 

②保護者等の希望を踏ま

え移 行支援 シート 等 を作

成 し 、 引 継 ぎ を し た 中 学

校生徒の割合 

進路先に引継ぎを行った

数 ÷ 特 別 支 援 学 級 在 籍

生徒の う ち引継ぎ を希望

した 生 徒 数 （通 常の 学級

から特別支援学校へ進学

した生徒も含む） 

小学校⇒中学校 

― 

中学校⇒高校 

８ ７ ．８ ％  

小学校⇒中学校 

１ ０ ０ ％ 

中学校⇒高校 

１ ０ ０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

教職員等に対し障害の あ る 幼児・児童・生徒の 指導・支援に関する 一層の 理解を深め る 必要

が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、1 校当たり の 巡回相談の 回数を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

中 学校 の 特別 支 援学 級に在 籍し卒業する 生 徒が 、進学 先や就 職先 でも 継 続して支 援を受 け

る こ と が でき る よ う 、支援 内容 等を引き 継 ぐ こ と が 必要 であ る た め 、事 業 の 成果を表す指 標と し

て、保護 者等の 希望 を踏ま え移行 支援シート 等 を作成し、引継 ぎをした 中学校生徒の 割合 を設

定した。  
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施策
番号 ( ２ ) －④ 施策名 教育Ｄ Ｘ の 推進 

 
【現状と 課題】 

○ 生成ＡＩをはじめ と する デジタル技術が 急速に進展する 社会において、児童生徒が ＩＣＴ等の

情報技術を適切に用いて得た情報を主体的に捉えなが ら 何が 重要か を考え、見いだした情報

を活用しなが ら 他者と 協働し、新た な価値の 創造に挑んでいけ る よ う に、各教科等におけ る 探

究的な学びを支える 情報活用能力の 根本的な向上を図る ため 、教育DXを推進してき ま した 。 

○ 本市は、日本ICT教育アワ ードにおいて「日本視聴覚教育協会会長賞」や「デジタル大臣賞」

を受賞する など 、教育DXの 推進に関する 先進的な実践と 継続的な取組を行っていま す。 

○ 児童生徒一人ひと り の 能力、適性等に応じた多様な学びを持続的に実現させる ため に、情

報及び情報技術を適切か つ効果的に活用して問題を発見・解決したり 、自分の 考えを形成し

たり していく力を育成する と と も に個別最適な学びと 協働的な学びの 一体的な充実を図る ため

の デジタル学習基盤の 整備が 求め ら れていま す。 

○ GIGAス ク ール構想に基づく児童生徒１ 人１ 台端末の 更新や高速大容量通信ネット ワ ーク の

計画的な環境整備と 適切な更新を進め る と と も に、オンデマンド型研修の 拡充や教職員によ

る 情報共有コミ ュ ニティの 充実等を通じた 教員の ＩＣＴ活用指導力の 向上を図り 、デジタルを活

用した学習活動を推進する 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 生成ＡＩをは じめ と する デジタル 技術の 急速な進展など 、変化の 激しい社会で児童生徒が

成長していくため に、「デジタルの 力でリ アルな学びを支える 」と の 基本的な考え に立ち、学

校において蓄積 さ れ た 教育 実践 と デジタル を効果的に活用 した 教育DXの 実 現を図り ま す。 

○ 教育Ⅾ Ｘの 基本的な考え 方や 取組の 方向 性を示す計画 と して、「鹿 児 島市教 育ⅮＸ推進

ビジョ ン」を策定し、同計画に基づく取組を推進しま す。 

○ 児童生徒が 情報技術を手段と して、学習や日 常生活に活用でき る よ う に、発達段階に応

じた 情報活用能力の 根本的 な向 上を図り ま す。 ま た 、プロ グ ラ ミ ング や生 成AIな ど の デジ

タル技術を有効に活用する と と も に、その 特性を正 しく理解し、デジタル 社会において適切

に取り 扱う た め の 資質・能力の 育成に取り 組みま す。 

○ 整備 した ＩＣＴ機器等 の 計画的 な更新 や 適切な維持 管理 を行い、児童 生徒 の 学 習環境 を

維 持 する と と も に 、児 童 生 徒 が 安 心 ・安 全 に学 習 でき る よ う 、 保 護 者 等 と の 共 通 理 解 の も

と 、学校や 家 庭での 情報技 術の 適切な取扱いに関 する ル ール 作 り や情報 モラ ル 教育を促

進しま す。 

○ 教員の ＩＣＴ活用指導力を向上させ る と と も に、授業におけ る 活用の 充実に努め ま す。 

 

【主な取組】 

○ 時代の 変化に対応した教育ＤＸに関する 啓発や効果的な活用に関する 調査研究、セキ ュリ

ティポ リ シー等の 適宜改善に取り 組みま す。ま た、次世代校務ＤＸ環境の 整備に向け 、校務

系・学習系シス テム 及びネット ワ ーク の 統合や教育データの 利活用を推進しま す。 
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○ 先行的な取組や研究実践等の 紹介及び活用に向け た マニュアル等を作成し、学校での 教育

ＤＸの 推進を支援しま す。 

○ タブレット 端末で電子図書館サ ービス や科学館専用アプリ 等をいつでも ど こ でも 利用でき る

デジタルを活用した 学びの 充実を図り ま す。 

○ プロ グ ラ ミ ング 教育や生成ＡＩの 適切な活用、情報モラ ル・セキ ュ リ ティ等の 情報活用能力の

抜本的向上など 、情報教育の 推進やデジタル学習基盤の 更なる 充実を図り ま す。 

○ 教育用及び校務用端末や電子黒板、ネット ワ ーク 機器等の 計画的な更新と 維持管理を図る

と と も に、教育活動を行う 上で、安定した教育用ネット ワ ーク の 維持管理を行いま す。 

○ 教員の 活用レ ベルやニーズ に応じた 集合研修やオンラ イ ン、オンデマンド型の 研修講座を開

催する と と も に、校内研修会等への 指導主事やICT支援員の 派遣によ る 指導助言や授業支

援、教職員によ る 情報共有コミ ュニティの 充実を通して教員の ＩＣＴ活用指導力の 向上に取り

組みま す。 

○ 対面での 対話や協働、手書き によ る 学習など 、教育ＤＸの 推進と 併せて、発達の 段階に応じ

た効果的な学習方法の 組み合わ せについて、必要な取組を学校現場にフィードバ ック しま す。 

 

 

【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１ ３） 

①「タブレット などを使っ

て発表のス ライド作成を

することができる 」と回答

した児童生徒の割合 

 

全国学力・学習状況調査 

小：２ ９ ．２ ％  

中：２ １ ．４ ％  

小６ ：６ ０ ．０ ％ 

中３ ：６ ０ ．０ ％  

②児童生徒のＩＣＴ活用を

指導する こ と が でき る 教

員の割合 

学校における 教育の情報

化の実態等に関する 調査 

小：８９．０％ 

中：８７．６％ 

（Ｒ６) 

 小：１ ０ ０ ％ 

中：１ ０ ０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

児童生徒の情報活用能力の根本的な向上を図っていくことか ら、事業の成果を表す指標と し

て、「タブレットなどを使って発表のス ライド作成をする ことができる」と回答した児童生徒の割合を

設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

教員の ＩＣＴ活用指導力の 向上は 、教育の 情報化には必要不可欠な要素であ る こ と か ら 、事業

の 成果を表す指標と して、児童生徒の ＩＣＴ活用を指導する こ と が でき る 教員の 割合を設定した。 
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施策
番号 

( ２ ) －⑤ 施策名 キ ャ リ ア 教育の充実 

 
【 現状と 課題】  

○ 児童生徒の 発達段階に応じた系統的なキ ャリ ア教育を推進する こ と で、社会人・職業人と し

ての 基本的な資質・能力の 向上を図り 、自立意識と 豊か な人間性の 育成を図っていま す。 

○ 学校は、地域社会と の 連携を深めなが ら 学校支援ボ ラ ンティア等を活用し、体験的な活動の

充実を図る と と も に、キ ャリ ア教育に関わ る 諸活動を自己評価でき る よ う に工夫されたキ ャ リ

アパ ス ポート の 活用を通して、小学校段階か ら の キ ャ リ ア教育に努め ていま す。 

○ 中・高等学校においては 、こ れま で実施してき た職場体験学習やイ ンターンシップ等を更に

充実させる よ う 努める と と も に、適切な進路選択学習など 特別活動の 充実を図る 必要が あ り ま

す。ま た、小学校においても 、委員会活動や係活動、体験的な学習活動等の ねら いの 一つと

して、児童に望ま しい職業観・勤労観を育むこ と を位置付け る 必要が あ り ま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 児童生 徒が 一人ひと り の 個性と 能力を生か した進 路・職業を選択 でき る よ う に、 望ま しい

職業観 ・勤労観 を育成し、社会 人・職 業人と しての 基 本的な資質・能力 の 向上を図る と と も

に、発達段階を踏ま えた キ ャリ ア教育を推進しま す。 

○  児童生 徒が よ り よ く課 題を解 決 し、自 分の 生 き 方 を考えていくた め の 資質 ・能 力の 向上を図

る 探究的な学びを充実さ せま す。 

○  家庭 ・地 域 と の 連携を 強 化 し、地域 人 材、事 業 者 等の 協 力を得な が ら 、体 験活 動を推進

しま す。 

○  児 童 生徒に 自 己 有 用 感 を獲 得 さ せ 、個 々の 能 力 や 適 性 、希 望 等 を 生か した 進路 指 導を

推進しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 学校において、キ ャリ ア教育の 趣旨を踏ま え児童生徒の 実態等に応じた キ ャリ ア教育の 全

体計画や年間指導計画の 作成について、継続的に研修会等を通して助言しま す。 

○ 総合的な学習の 時間におけ る 探究的な学び等を通して、児童生徒が 自己の 生き 方を考え、

社会的・職業的自立に必要な資質・能力の 育成を図り ま す。 

○ 児童生徒の 発達段階に応じて、キ ャリ ア教育を推進し、自己理解を進める キ ャリ アパ ス ポー

ト の 活用と と も に、小学校か ら 中学校、中学校か ら 高等学校への 引継ぎを推進しま す。 

○ 個性あ ふれる 学校づくり 推進事業を活用し、講話・社会体験活動・地元企業等での 職場体験

学習やも の づくり 体験活動等を支援し、学校・家庭・地域等におけ る 学習や生活への 意欲につ

なげたり 、将来の 生き 方を考えたり する 機会を設け 、児童生徒が キ ャリ アプラ ンの 設定を主体

的にでき る よ う な取組を推進しま す。 
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【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①「将来の夢や目標を持

って い る 」 と 回 答 し た 児

童生徒の割合 

全国学力・学習状況調査 

 
小 ６ ： ８ ６ ． ４ ％  

中 ３ ： ６ ９ ． １ ％  

小 ６ ： ８ ８ ． ８ ％  

中 ３ ： ７ １ ． ５ ％  

②職場見学・職場体験学

習を実施している 学校の

割合 

 

学校アンケート 

小 ： ４ ６ ． １ ％

中 ： ９ ７ ． ４ ％  

小 ： ６ ０ ． ０ ％  

中 ： １ ０ ０ ％   

①の 指標を選ん だ理由 

児 童生 徒が キ ャ リ ア プラ ンの 設 定 を主体 的にでき る 取 組を推 進し ており 、事業 の 成果 を 表す

指標と して、全国学力・学習状況調査で「将来の 夢や目標を持っている 」 と 回答した 児童生徒の

割合を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

家 庭・ 地域の 連 携を強化し、地域人材、事業者 等の 協 力を得なが ら 、体験活動を推進する 必

要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、職場見学・職場体験学習を実施している 学校

の 割合を設定した 。 
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施策
番号 

( ２ ) －⑥ 施策名 郷土教育の 充実 

 
【 現状と 課題】  

○ 学校においては 、各教科や総合的な学習の 時間等を通して、郷土の 伝統的な芸能の 継承や

発表、郷土の 先人に学ぶ活動など 、それぞれの 地域や学校の 特色を生か した教育活動を行

っていま す。ま た 、卒業生や郷土芸能・伝統産業の 継承に取り 組む地域の 人材等を講師と し

て招へいする など 地域に根ざした特色あ る 郷土教育を推進していま す。 

○ 郷土の 伝統的な教育や文化を生か した特色あ る 教育活動を展開する 中で、心豊か で「生き

る 力」を身に付け た児童生徒の 育成が 求めら れていま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○  伝 統と 文化 を尊 重し、 それ ら を 育ん でき た 我 が 国 と 郷 土 を愛 し、 こ れ か ら の 社 会 づくり に

貢 献 でき る 人 間を 育 成 する た め に 、郷 土 か ご しま の 人 的・ 物 的資 源 を 活 用 しなが ら 、体 験

的な活動を通 した郷土教育 の 取組を推進 しま す。 

○ 学校行事や授業等で、地域と 学校が よ り 連携して、地域に根ざした特色あ る 郷土教育の 取

組が 行わ れる よ う 支援しま す。 

 

【 主な 取組】  

○ 校区の 伝統・文化・歴史等を踏ま え、よ り 充実した郷土教育の 全体計画の 作成や伝承活動

に関する 学習成果の 発表を推進しま す。 

○ 個性あ ふれる 学校づくり 推進事業を活用し、卒業生や郷土芸能・伝統産業の 継承に取り 組

む地域の 人材等の 講師招へいを推進する と と も に、実践例等に関する 情報を研修会等で周知

しま す。 

○ 小学校社会科副読本に、明治日本の 産業革命遺産に関する 資料を掲載する と と も に、郷土

の 特色が 生か された道徳科の 授業など で使用する 読み物教材を学校に配布し、授業で積極

的に活用する よ う 学校訪問や管理職研修会等で周知しま す。  
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【 計 画期間に おけ る 成果 指標】  

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 「今 住ん でいる 地域の

行事に参加している」と 回

答した児童生徒の割合 

 

鹿児島市学習状況調査 
小６ ： － 

中３ ： －    

 

小 ６ :６ ９ ． ２ ％ 

中 ３ :５ １ ． １ ％ 

②地域と 連携した郷土教

育の実施校数の割合 

 

地 域 と 連 携 し た 郷 土 教

育 の 実 施 校 ÷ 小 ・ 中 学

校数 

小：１ ０ ０ ％

中：１ ０ ０ ％ 

小：１ ０ ０ ％ 

中：１ ０ ０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

体験的な活動を通した郷土教育の 取組を推進する 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指

標と して、鹿児島市学習状況調査で「今住んでいる 地域の 行事に参加している 」と 回答した児童

生徒の 割合を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

地域と 学校が 連 携して、地域に根ざ した 特色あ る 郷土教育の 取組を継続 して行う 必要が あ る

こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、地域と 連携した郷土教育の 実施校数の 割合を設定した。 
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施策 

番号 
( ２ ) －⑦ 施策名 国際理解教育の 充実 

 

【 現状と 課題】  

○ グ ロ ーバ ル化が 進行する 現代社会において、学校においては 、相手の 立場を尊重しつつ、

自分の 考えや意思を表現でき る 外国語能力の 基礎や表現力等の コミ ュ ニケ ーショ ン能力の 育

成を図る と と も に、国内外で活躍でき る 国際性豊か な人材の 育成が 求め ら れていま す。 

○ 小学校への 英会話活動協力員（ＡＥＡ）派遣に加え、中・高等学校へ外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）を派遣し、英語コミ ュ ニケ ーショ ン能力の 向上を図っていま す。 

○ 外国の 言語や文化、英語によ る コミ ュ ニケ ーショ ンに対する 児童生徒の 関心は日々高ま って

おり 、目的や場面、状況など に応じて、簡単な情報や考えなど を外国語で理解し、こ れら を活

用して表現し、伝え合う こ と が でき る 力を伸ばす必要が あ り ま す。 

 

【 こ れか ら の 施策の 方向性】  

○ 国際理解教育の 充実を図る と と も に、グ ロ ーバルに活躍でき る 人材を育成しま す。 

○ 他者の 生き 方や考え方を理解する と と も に、お互いを認め 合い尊重しなが ら 生き ていく力を育

み、国際感覚を有する 児童生徒を育成しま す。 

○ 外国語指導コーディネーターを活用し、ＡＬＴやＡＥＡの 指導力向上を図り ま す。 

○ 児童生徒が 学んだ英語を使う 機会を多く設定し、コミ ュニケ ーショ ンを図る 資質・能力を育成

する た めの 言語活動や授業づくり の 研修の 充実を図り ま す。 

○ 中高生が 世界へと 視野を広げる ため に、外国語での コミ ュ ニケ ーショ ン能力を高める と と も

に、英語学習への 意欲の 向上を図り ま す。 

 

【主な取組】 

○ 学習指導要領を踏ま え、各種研修会を開催する など 指導方法の 充実を図り ま す。 

○ 米国の 大学教育機関の 専任講師によ る 英語の オンラ イ ン授業や参加者によ る ディス カッショ

ン、プレゼ ンテーショ ン等を実施しま す。 

○ 鹿児島の 伝統・文化・歴史等の よ さを発信でき る よ う 中学生の 英語ス キ ット ・ス ピーチコンテ

ス ト を実施しま す。 

○ ＩＣＴを活用し、外国の 人々と 交流する 活動を通して文化や価値の 多様性に気付き 、異文化

を理解し、児童生徒の 国際的感覚を養いま す。 

○ 小学校の 外国語活動・外国語科等の ティーム ・ティーチング や国際理解に関する 学習への 協

力・補助等を行う ために、ＡＬＴやＡＥＡを計画的に派遣し、国際理解教育の 充実を図り ま す。 

○ 中高生に、ＡＬＴと 全て英語で会話をする 活動の 場を提供し、外国語での コミ ュ ニケ ーショ ン

能力の 向上を図り ま す。 

○ 国や県が 定め た英検、ＴＯＥＩＣ、ＴＯＥＦＬ等の 受検を外国語担当教員へ推奨しま す。 

○ 英語を共通言語と して研究を進め ている 国内最先端の 大学院での 未来の 科学者を育成する

プロ グ ラ ム に鹿児島玉龍高校生を派遣しま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 「外 国の 人と 友 達 にな

っ たり 、外国のことをもっ

と 知ったり してみたいと 思

う 」と回答した児童生徒の

割合 

 

鹿児島市学習状況調査 

 

小６ ： － 

中３ ： － 

小６：７４．２％ 

中３：６６．６％ 

②Ａ Ｌ Ｔ ・ Ａ Ｅ Ａ の活

用時数の達成率 

小 ： Ａ Ｅ Ａ の 総 活 用 時

数 ÷ Ａ Ｅ Ａ の 総 括 用 規

定時数 

中： Ａ Ｌ Ｔ 活用目標達

成校数÷中学校数 

 

小 ： ９ ９ ． ６ ％ 

中 ： ９ ３ ． ２ ％ 

小 ： １ ０ ０ ％

中 ： １ ０ ０ ％

①の 指標を選ん だ理由 

国際感覚を有する 児童生徒の 育成が 必要なこ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、鹿児島

市 学習状況 調査で「外国の 人 と 友達になった り 、外国 の こ と をも っと 知った り してみ た いと 思う 」

と 回答した児童生徒の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

ＡＬＴやＡＥＡを計画的に派遣し、国際理解教育の 充実を図る 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成

果を表す指標と して、ＡＬＴ・ＡＥＡの 活用時数の 達成率を設定した 。 
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施策
番号 

(２ )－⑧ 施策名 環境教育の 推進 

 
【現状と 課題】 

○ エネルギ ー・環境問題は 、人類の 生存と 繁栄にと って重要な課題であ り 、各教科及び総合的

な学習の 時間等の 教育活動全体を通して、環境教育の 推進に努め ていま す。 

○ 総合的な学習の 時間等には 、リ サ イ ク ル活動やク リ ーン活動、生物多様性に関する 学習教

材を活用した学習など 、環境教育の 充実に取り 組んでいま す。 

○ 小・中学校は 、教育活動全体で省エネルギ ーやリ サ イ ク ル活動などに取り 組む学校版環境   

ＩＳ Ｏ認定校の 認定更新を行っていま す。 

○ 家庭や地域と 連携して環境保全意識の 高揚を図る 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○  教 育 活 動 全 体 を 通 し た 環 境 教 育 を 推 進 しな が ら 、小 ・ 中 学 校 が 学 校 版 環 境 ＩＳ Ｏ認 定 校

と して取組を推進しま す。 

○ か ご しま 環 境 未来館等 の 関 係機 関 と 連携 した 環境 教育 と 「ゼ ロ カーボ ンシティか ご しま 」

など 、環境に関 する 本市の 方 針や施策を踏ま えた教 職員の 研修を推進しま す。 

○ 家庭や地域 と 連携した 取組を通して、児童生徒の 環境保全 意識を高め ま す。 

 

【主な取組】 

○ 教育活動全体を通した環境教育を推進し、学校版環境ＩＳ Ｏ認定校と しての 取組が 継続・発

展する よ う 学校相互の 情報交換を充実させま す。 

○ 個性あ ふれる 学校づくり 推進事業等を活用し、体験活動等を通した環境教育の 推進に努め

る と と も に、環境教育に関する 教職員を対象と した研修を実施しま す。 

○ か ご しま 環境未来館と 連携し、環境への 意識高揚と 行動変容につなが る 取組を周知しま す。 

○ 民間事業者と 連携した校内での リ サ イ ク ル活動や省エネルギ ー等の 活動が 起点になり 、資

源回収や節電等の 家庭や地域を巻き 込んだ取組へと 発展する よ う 、学校か ら の 積極的な情報

発信や家庭・地域ぐる みの 環境保全活動を促進しま す。 

○ 学用品や制服の リ ユ ース に関する 学校での 取組を周知し、環境保全活動を促進しま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 学校 版環 境ＩＳ Ｏ認定

校の割合 

学 校 版 環 境 ＩＳ Ｏ認 定 校

数÷小・中学校数 

 

１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

②出前授業の実施率 出 前授業を 実施 した 学

校数÷小・中学校数 

 

３ ７ ．１ ％  ５ ５ ．０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

学校版環境ＩＳ Ｏ認定校と しての 取組を継続させる 必要が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と

して、学校版環境ＩＳ Ｏ認定校の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

児童生徒の 環境保全意識を高める 必要が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、出前授業

の 実施率を設定した。 
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施策 

番号 
( ２ )－⑨ 施策名 消費者教育の 充実 

 

【現状と 課題】 

○ 児童生徒の 周り には 、多種多様な物や情報が あ ふれている こ と か ら 、学校では 家庭科や総

合的な学習の 時間等の 授業を通して、物や金銭の 大切さに気づか せる と と も に、消費者と して

適切に意思決定する 能力を高め る 学習が 行わ れていま す。 

○ 国際化や情報化など の 急激な社会の 変化によ り 、新しい手法によ る 消費者被害も 複雑・多

様化しており 、ま た 、成年年齢引き 下げに伴い、１ ８ 歳ま でに契約に関する 基本的な考え方や

責任について理解する と と も に、主体的に判断し、責任を持って行動でき る 資質・能力を育む

必要が あ り ま す。 

○ こ の よ う な社会を生き ていくた め には 、消費生活についての 学習の 中で、実際に模擬的な体

験を通して、物の 選び方や買い方、金銭の 使い方等を学び、最新の 消費者問題への 関心を高

める など 、消費者教育の 更なる 充実を図る 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 児童生徒の 発達段階 に応 じて、消費生活を営 む上で必要な基 礎知 識や基本 的な考え方

を幅広く学習する こ と によ り 、自ら も  1  人の 消費者であ る こ と を自覚し、消費者ト ラ ブルの

回避や対処方法、持続可能な社会を目指す意識を養いま す。 

○ 成年年 齢引き 下げ等を踏ま え、複 雑・多様化する 消費者 問 題に、主 体的に判断 し、責任

を持 って対 応 でき る よ う 、 家 庭 科 や 総 合 的 な 学 習 の 時 間 等 で児童 生 徒 の 発 達 段 階に 応 じ

た指導 計画を作成し、教職員の 指 導力の 向上を図り ま す。 

○  消 費 生 活 セ ン ター等 の 関 係 機 関 と 連 携 を 図 り な が ら 、 専 門 講 師 に よ る 講 演 会 や 出 前 講

座を開催 し、消費者ト ラ ブル に巻き 込ま れ ないた め の 資質・能力を育成しま す。 

 
【主な取組】 

○ 学校の 特色を生か した消費者教育全体指導計画の 作成と 、現代的な諸課題であ る 消費者

問題に対応でき る 適切な教材の 改善及び活用に取り 組みま す。 

○ 関係機関と 連携しなが ら 消費者教育推進事業を通して学校へ情報提供する と と も に、学校

に弁護士等の 講師を派遣し、教職員の 指導力の 向上を図り ま す。 

○ 関係機関と 連携し、最新の 消費者問題に対応した消費者教育に関する 教職員研修用資料

や児童生徒用の 学習資料を配布しま す。 

○ 専門講師を招へいした講演会や出前講座の 中で、身近な消費行動と 関連を図った事例や消

費者ト ラ ブルについて、模擬的な体験を通して児童生徒が 具体的に学ぶ機会を充実しま す。 

○ 生涯を見通した生活におけ る 経済の 管理や計画の 重要性、資産管理の 在り 方やリ ス ク 管理

について理解を深め る ため の 学習の 充実を図り ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

①中・高等学校での 講演

会 や 出 前 講 座 参 加 者 の

満足度 

 

講演会、出前講座後アン

ケート 
９ ９ ． ０ ％   １ ０ ０ ％  

②消費者教育に係る講演

会や出前講座の開催校

数の割合 

 

消 費 者 教 育 に 係 る 講 演

会や出前講座を開催した

学校数÷小・中学校数 
４ １ ． ０ ％   ５ ０ ． ０ ％   

①の 指標を選ん だ理由 

専 門講師によ る 講演会や出前講 座を実施 し、消 費者 ト ラ ブル に巻き 込ま れ な いた め の 資質・

能 力を 育 成する 必 要が あ る こ と か ら 、事 業の 成 果 を 表す指 標 と して、 中 ・ 高 等 学 校 での 講演 会

や出前講座参加者の 満足度を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

専 門講 師によ る 講 演会や 出前 講座を実 施し、消 費者ト ラ ブル に巻き 込ま れ ないた め の 資質・

能 力を育成する 必要 が あ る こ と か ら 、事業 の 成果を表す指 標と して、消費者教育に 係る 講演会

や出前講座の 開催校数の 割合を設定した 。 
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施策
番号 

( ２ )－⑩ 施策名 主権者教育の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ 平成２ ８ 年の 公職選挙法の 改正によ り 、選挙権年齢が １ ８ 歳に引き 下げら れ、さら に、令和４

年度か ら は 民法に規定する 成年年齢が 満１ ８ 歳に引き 下げら れた こ と によ り 、１ ８ ・１ ９ 歳の 若

者の 自己決定権を尊重し、積極的な社会参加を促すこ と が 求めら れていま す。 

○ 学校においては 、児童生徒や学校、地域の 実態を考慮し、豊か な人生の 実現や予測不能な

困難を乗り 越えて社会を形成する 資質・能力を育成する こ と が 求めら れており 、主権者教育に

ついても 、社会科、総合的な学習の 時間等で、相互に連携を図り なが ら 教育課程に位置付け

ら れていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 政治の 仕組みについて必要な知識の 習得にと ど ま ら ず、主権者と して社会の 中で自立し、他

者 と 連 携 ・ 協 働 しな が ら 、社 会 の 構 成員 の 一 員と して 社 会 を生 き 抜 く力 や 主 体 的 に地 域の 課

題解決を担う こ と が でき る 力を育みま す。 

○ 主権者と して、現代的な諸課題を解決していくため の 資質・能力を発揮でき る よ う 、児童生徒

の 発達段階に応じた指導計画を作成し、教職員の 指導力の 向上を図り ま す。 

○ 政治的中立性の 確保に留意しなが ら 、国家及び社会の 責任あ る 形成者と なる ため の 政治的

教養を高める 教育の 充実を図り ま す。 

 

【主な取組】 

○ 学習指導要領の 趣旨を踏ま え、児童生徒や地域の 実態等に応じた主権者教育の 全体指導

計画の 作成に取り 組みま す。 

○ 児童生徒に、主権者と しての 必要な資質・能力を育成する た めに、関係機関と 連携し、模擬

投票の 体験型の 学習、市議会の 役割や仕組みを学べる こ ど も 市議会探検や市議会探訪、子

ど も たちが 市長と 意見交換する 鹿児島市未来ト ーク 等の 周知を行っていき ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 「地 域や 社会 を よ くす

る ために何をすべき か を

考 え る こ と が あ る 」 と 回

答した児童生徒の割合 

 

鹿児島市学習状況調査 

小６ ： － 

中３ ： －  

小６ ：５ ４ ．２ ％ 

中３ ：３ ９ ．４ ％ 

② 主権者教育 の 全体 指

導計画作成率 

 

主 権 者 教 育 の 全 体 指 導

計画作成校数÷小・中学

校 

１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

①の 指標を選ん だ理由 

社会の 構成員の 一員と して、主体的に地域の 課題解決を担う こ と が でき る 力を育む必要が あ

る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標 と して、鹿児島市学習状況 調査で「地域や社会 をよ くする た

め に何をすべき か を考える こ と が あ る 」と 回答した 児童生徒の 割合を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

学習指導要領の 趣旨を踏ま え、児童生徒や地域の 実態等に応じた主権者教育を推進する た

め 、事業の 成果を表す指標と して、主権者教育の 全体指導計画作成率を設定した 。 
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施策
番号 

(２ )－⑪ 施策名 市立高等学校の 振興 

 
【現状と 課題】 

○ 高等学校は、義務教育機関では ないも の の 、今日では 中学校を卒業したほ ぼすべての 生徒

が 進学する 教育機関と なっていま す。その ため、義務教育で育成された資質・能力を更に発

展させ、生徒の 能力・適性、興味・関心等に応じた学びを実現する こ と が 必要になり ま す。 

○ 国が 推進する 高校教育改革を 踏ま え 、 「 生き る 力」 を 身に 付け 、 自ら 主体的に 学ぶ生

徒を 育み、 進路実現や資格取得の た め の 教育活動に 対する 支援を 工夫し 、 充実さ せる 必

要が あ り ま す。  

○ 市立高等学校活性化事業を通して、学校におけ る 起業家教育セミ ナーや社会人講話、将来

の 進路希望を踏ま えた就業体験学習等の 実施を支援していま す。 

○ 令和６ 年度に鹿児島商業高等学校、令和７ 年度に鹿児島女子高等学校の 学科再編を実施

し、商業高校では探究学習を柱と した 教育の 充実、女子高校では 学習内容と 進路の 明確化を

通した教育の 充実が 進め ら れ ていま す。一方で、進路実績や学校の 魅力向上への 効果につ

いては 、今後検証が 求め ら れていま す。 

○ 鹿児島玉龍中高一貫教育校では、６ 年間を通した 教育課程編成の 工夫や中高教職員授業

交流等の 特色あ る 取組を行う こ と によ り 、高い進路目標の 実現が 図ら れていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 高等学校の 存在意義や社会的役割等を生徒・保護者に周知し、高等学校の それぞれの 伝

統を生か しなが ら 、特色あ る 高等学校教育の 推進に努め ま す。 

○  Ｓ ＤＧｓ の 実現 や将来 の 予 測が 困 難 な時 代に対 応する た め の 「生き る 力 」を身に付け 、社会

の 変化に主体的に対応し、地域社会に貢献し得る 人材の 育成を図り ま す。 

○  鹿児島商業高校・鹿児島女子高校では 、学科再編を踏ま え、生成ＡＩの 活用等によ る 授業の

充実や大学等と の 連携を推進する と と も に、各学科の 特色を生か した学びの 充実を図り ま す。 

○  鹿児島玉龍高校生の 科学技術に対する 意識 を高め 、科学 技術分野への 進学及び研究を志

す生徒を育成しま す。 

○  鹿児 島玉龍 中 高一貫教 育校 では 、６ 年間の 中 高 一貫 教育を通 して 、学力 の 向上 を図 る と と

も に、豊か な人間性や国際性を培い、社会に貢献する 人材を育成しま す。 

 

【主な取組】 

○ 各学校の ス ク ールミ ッショ ンや実態を踏ま え、特色あ る 教育活動が 展開でき る 教育課程と な

る よ う 支援しま す。 

○ 市立高等学校活性化委員会において特色あ る 学校づくり や各学校の 組織及び編制につい

て検討しま す。 

○ 令和７ 年に、生徒の 自己実現や進学意欲生か す受験制度であ る 自己推薦制度を導入し、市

立高等学校の 活性化につなげていま す。 
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○ 市立高校活性化事業を通して、起業家教育セミ ナーや社会人講話、将来の 進路希望を踏ま

えた就業体験学習等を支援しま す。 

○ 市立高等学校就職サ ポ ート 事業によ り 生徒の 希望や適性に応じた就職を支援し、就職支援

員によ る 生徒と の 面談を通して勤労観・職業観の 育成を図り ま す。 

○ 国際理解教育の 充実を図る と と も に、グ ロ ーバルに活躍でき る 人材を育成する た め に、市立

高等学校では 、米国の 大学教育機関の 専任講師によ る 英語の オンラ イ ン授業や参加者によ

る ディス カッショ ン、プレゼ ンテーショ ン等を実施しま す。 

○ 鹿児島商業高校では 、「進路の 多様化」に対応し、生徒一人ひと り の ニーズ に合わ せた個別

最適な学びの 実現を目指すため に、単位制を導入しま す。 

○ 鹿児島玉龍中高一貫教育校では、高度情報化やグ ロ ーバル化に対応し、社会に貢献できる

人材を育成する ため、教職員の 指導技術を高め、海外姉妹校と の交流を実施する と と もに、中

高一貫教育の特色やよ さを理解してもら える よ う な取組や市民への 情報発信を強化しま す。 

○ 国内最先端の 大学院での 未来の 科学者を育成する プロ グ ラ ム に鹿児島玉龍高校生を派遣

しま す。 

○ 母校応援ふる さ と 寄附金事業によ り 、卒業生をは じめ と する 市立高等学校を応援したい方や

企業か ら 寄附金を募り 、各学校の 教育活動等に活用しま す。 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①希望者の就職率 学校調査 

 
１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

②１ 校当たり の 一日体験

入 学 へ の 中 学 生 の 参 加

者数 

市立高等学校への一日

体験入学者数÷３ 

 

２ ７ ８ 人  ３ ７ ５ 人  

①の 指標を選ん だ理由 

市立高等学校就職サ ポ ート 事業を活用し、生徒の 希望や適性に応じた就職を支援している こ

と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、希望者の 就職率を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

各 学校 の ス ク ール ミ ッショ ン等 を踏ま え、特色あ る 教育活 動を 展開 する う えで、多くの 中学 生

や 保護 者 に学校 を知っても ら う 必 要が あ る こ と か ら 、事業 の 成果 を表す指標 と して、１ 校当 た り

の 一日体験入学への 中学生の 参加者数を設定した。 
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施策 

番号 
( ２ )－⑫ 施策名 へき 地・複式教育の 充実 

 

【現状と 課題】 

○  複 式学 級 を 有 する 小 学 校 では 、へ き 地・ 小 規 模校 の 特 性 を 捉 え、 友 達 と 協 力 して学 習する

「ガイ ド学習」や、ＩＣＴ機器等を有効に活用した授業を実施していま す。  

○ 小学校においては 、同じ時間に１ 人の 教職員が ２ 学年を対象に、別々の 指導をしなけ ればな

ら ない教科が あ り 、担任が 児童を直接指導する 時間が 少ないこ と や、一方の 学年を指導して

いる 間に、も う 一方の 学年の 児童が 自分たちだけ で学習を進め る 「ガイ ド学習」の 手立てをど

う する か 等の 課題が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○  校内研 修を充実さ せ、教職員 研修の 機会を確保 し、複 式学級 におけ る 課題や 望 ま しい学級

経営の 在り 方等について研究を深め る と と も に、複式 学級担 任と しての 資質や指 導力の 向上

を図り 、学習指導の 深化・充実に取り 組みま す。 

○  へき 地 ・小規 模校 の 特性 を生か しなが ら 、 ＩＣＴ機 器等 の 効果 的活 用 など によ り 教 育方 法 の

改善を図り 、学力の 向上と 児童生徒の 自主性の 育成を推進しま す。 

 

【主な取組】 

○ 校内研修に指導主事等を派遣する と と も に、市小学校複式学級指導法研修会を開催し、複

式学級におけ る 学習指導法や望ま しい学級経営の 在り 方についての 研修を行いま す。 

○ 「ガイ ド学習の 手引」の 作成や活用方法、少人数によ る 学習、ＩＣＴ機器等を積極的に活用す

る 指導方法等についての 研修会を充実しま す。 

○ 集合学習や交流学習など 、ＩＣＴ機器等を活用して遠隔授業を推進し、他校と の 交流機会の

充実に向け て支援しま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 集 合 学 習 や 交 流 学 習

を実施した小学校数の 割

合 

複 式 学 級 を 有 す る 小 学

校の う ち、集合学習や交

流 学習 を実施した  学校

数÷小学校数 

１ ０ ０ ％  １ ０ ０ ％  

② 小 学 校 複 式 学 級 指 導

法研修会の出席率 

小学校複式学級指導法

研修会に参加した複式学

級担任数÷小学校複式

学級を有する 学校数 

１ ０ ０ ％  １ ０ ０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

集合学習や交流学習など 他校と の 交流機会の 充実を図る 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果

を表す指標と して、集合学習や交流学習を実施した小学校数の 割合を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

複式学級におけ る 課題や望ま しい学級経営の 在り 方等について研究を深める 必要が あ る こ

と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、小学校複式学級指導法研修会の 出席率を設定した 。 
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施策
番号 

(３ )－① 施策名 学校体育の 充実 

 

【現状と 課題】 

○ 心と 体を一体と して捉え、生涯にわ たって心身の 健康を保持増進し、豊か なス ポ ーツラ イ フ

を実現する 資質・能力を育成する ため 、指導法を更に改善する こ と が 求め ら れていま す。 

○ た くま しい体や強い心を備えた児童生徒の 育成を目指し、体力と 運動や健康と の 関連を意

識させ、自ら 運動の 場や機会を積極的に求め て、体力向上に継続して取り 組む運動習慣を身

に付け させる 必要が あ り ま す。 

○ 生涯にわ たって運動に親しむ資質や能力の 育成に向け た 、安全で効果的な教材・教具を含

めた学校体育施設・設備の 整備・充実に努め る 必要が あ り ま す。 

○ 中・義務教育学校で行わ れている 運動部活動は 、競技経験の ない顧問が 多く、部活動指導

と 授業準備等の 時間の 確保と の 両立が 厳しい状況と なっていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 生涯ス ポーツの 素地と なる 学校体育では 、運動の 楽しさや喜びを味わ おう と する 自主的な態

度や運動を合理的に実践する ための 技能や知識、それら を活用する 思考力や判断力など 、豊

か な ス ポ ーツ ラ イ フを実現する た め の 資 質・ 能力 を育 成する た め 、学習 過程 の 工夫 や指 導法

の 研究・実践など 授業改善を推進しま す。 

○ 運動する 子ど も と そう でない子ど も の 二極化や戸外遊びの 減少など に着目し、学校・家庭が

連携 し、児 童 生 徒が 運動 ・ス ポ ーツ に親 しむ機 会 を 充 実さ せ 、 体力 向 上 を目 指 し た 運 動の 奨

励や意識高揚を促す教材・教具等を活用し健康的なラ イ フス タイ ルの 確立を推進しま す。 

○ 体育施設の 安全管理と 老朽化した施設設備等の 補修・整備を推進しま す。 

○ 本市の 部活動顧問は 、競技経験の ない教員の 割合が 高いこ と か ら 顧問の 負担軽減を図り つ

つ、生徒も 専門的な指導が 受け ら れる よ う 、学校と 地域等が 連携・協働しなが ら 、運動部活動

活性化事業を活用し、充実した部活動運営を推進しま す。 

 

【主な取組】 

○ 体育・保健体育の 授業力の 向上の た め、講師の 招へいを伴う 研究授業の 積極的な推進や

本市独自の 研修会等の 充実を図り 、授業改善の 推進に努め ま す。 

○ 各学校の 児童生徒の 体力に関する 課題を把握し、運動・ス ポ ーツ活動の 充実を図り 、体力

向上に取り 組みま す。 

○ 学校プール、遊具・体育施設、武道場、テニス コート 、教材・教具等の 補修及び年次的整備

に努め ま す。 

○ 運動部活動活性化事業が 円滑に推進される よ う に、進捗状況の 把握や事業推進上の 課題

を取り ま と め 、事業の 活用に努め ま す。 

○ 休日の 部活動を地域に展開する ため 、学校と 地域の 様々な関係者が 連携・協働し、よ り 良

いス ポ ーツ環境の 整備を進め ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①「運動やス ポ ーツをする

こ と が 好 き 」 と 回 答 し た 児

童生徒の割合 

 

全国体力・運動能力、運動

習慣等調査 

 

小５ ：９ ０ ．１  

中２ ：８ ５ ．９  

小５ ：９ ３ ．０  

中２ ：８ ９ ．７  

②全国体力・運動能力、運

動 習 慣 等 調査 におけ る 体

力合計点の 平均値の 全国

との比較 

 

実施学年の体力 合計点の

平均値 小５ ：－１ ．５  

中２ ：－０ ．９  

小５ ：±０

中２ ：±０  

①の 指標を選んだ理由 

全 国体 力・運 動能 力 、運動習 慣等調 査は 、全国の 小 学５ 年生、中学２ 年 生 を対象 と した 悉皆

調 査であ り 、生 涯にわ た って運動に 親し む児童 生徒 の 状況 を比較 でき る こ と か ら 、事業 の 成 果

指標と して、「運動やス ポーツをする こ と が 好き 」と 回答した 児童生徒の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

全 国体 力・運 動能 力 、運動習 慣等調 査は 、全国の 小 学５ 年生、中学２ 年 生 を対象 と した 悉皆

調 査であ り 、体力の 状況を比 較でき る こ と か ら 、事業 の 成果指標 と して、全国 体 力・ 運 動能力 、

運動習慣等調査におけ る 体力合計点の 平均値の 全国と の 比較を設定した。 
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施策
番号 

(３ )－② 施策名 健康教育・食育の 充実 

 

【現状と 課題】 

○ 社会環境や生活様式の 変化に伴い、運動や食を含む生活習慣等に関する 正しい知識の 習

得や指導方法の 工夫が 必要と されていま す。 

○ 食や農林漁業を取り 巻く状況の 変化や、食に関する 価値観、ラ イ フス タイ ル等の 多様化の 進

展に伴い、食や農へ関心や理解を深め る 観点か ら も 食育は 重要と なっており 、多様な関係者

と 連携・協働し、食育を推進する こ と が 求め ら れていま す。 

○ 第五次か ご しま 市食育推進計画と 整合性を図る と と も に、「食」について感謝の 念や理解が

深ま る よ う 学校給食を中心と した食に関する 指導の 充実を図り 、家庭や地域と 一体と なった取

組の 推進が 必要と なっていま す。 

○ 学校給食法に基づく学校給食衛生管理基準への 対応や給食施設の 老朽化等の 課題を踏ま

え、学校給食の よ り よ い環境の 整備が 必要と なっていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 学校保健を充実させる ための 支援体制を整え、現代的な健康課題の 解決や健康的なラ イ フス

タイ ルの 確立に向けた支援など 、学校・家庭・地域及び関係機関等の 連携・協働を推進しま す。 

○  様 々 な 感 染症 や疾 病 等 の 発 生及びま ん 延を 予 防 する た め に 、関係 機関 と 連 携 した 健 康教

育の 充実を目指しま す。 

○  心 身と も に健全 な子ど も を育 成 する た め 、 学 校給 食を中 心 と した 食に関する 指 導 の 充 実を

図る と と も に、学校の 教育活動全体を通して取り 組む食育を推進しま す。 

○  学校での 取組内容を積極 的に発信する と と も に、家庭・地域・関係機関等と 連携し、児童生

徒の 健康で豊か な食生活と 食育を推進しま す。 

○  子ど も たちの 健やか な成長を支える 安全で安心な給食の 提供を安定的に実施する た め、松

元地域を中心と した新学校給食センターの 整備の 取組を推進しま す。 

 

【主な取組】 

○ 現代的な健康課題を解決する ため 、学校におけ る 性に関する 指導や外部講師を活用した薬

物乱用防止教育など 、専門家と 連携した健康に関する 指導を充実させま す。 

○ 医師会、歯科医師会、薬剤師会、Ｐ ＴＡ連合会、保健所等と 連携した協議会や研修会等を開

催し、その 充実を図り ま す。 

○ 学校での 教育活動全体を通した取組の 充実を図り 、食の 重要性や心身の 健康、食品を選択

する 能力、感謝の 心、社会性、食文化等への 理解や習得に努め ま す。 

○ 栄養教諭を中核と した学校・家庭・地域及び関係機関等の連携によ る 食育の 推進を図り ま す。 

○ 身近な農作物の 栽培体験活動や料理教室など 、児童生徒や保護者が 参画する 取組を推進

しま す。 

○ 新学校給食センターの整備にあ たり 、民間活力を導入した施設整備や最新の 設備等によ る 衛

生管理の徹底、集積したデータを活用した運営業務の効率化によ り 、食環境の充実を図り ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① む し 歯 の な い 生 徒 の 割

合（中１ ） 

 

歯 と 口 の 健 康 に 関 す る 調

査 ６ ５ ．３ ％ ７ ０ ．０ ％ 

②学校給食への 地場産物

の活用率 

給 食用 食材 に県内 産の 食

材（肉・野菜等）を使用する

割合（重量ベース ）  

 

６ ３ ．７ ％ ７ ０ ．０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

学齢期は 乳歯が 永久歯に生えか わ る 時期であ り 、歯科保健の 取組は 家庭や関係機関と の 連

携が 不可欠であ る こ と など か ら 、事業の 成果を表す指標と して、むし歯の ない生 徒の 割合（中１ ） 

を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

「食」に対する 感謝の 心や食品を選択する 能力、食文化等への 理解や習得に努める 必要が あ

る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、学校給食への 地場産物の 活用率を設定した 。 
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施策
番号 

(３ )－③ 施策名 安全教育の 充実 

  

【現状と 課題】 

○ 安全面に視点をおいた校内パ ト ロ ールやけ が 予防を意識した入念な準備運動等の 取組を推

進し、児童生徒自ら が 危険を予測・回避する 能力や態度を育成する と と も に、学校を取り 巻く

安全上の 課題やその 対策を検証し、学校安全計画等や取組を適宜検証・改善していくこ と が

求めら れ ていま す。 

○ 学校内外において児童生徒等が 巻き 込ま れる 事件・事故等が 発生している こ と を踏ま え、各

学校で実施している 防犯教室や交通安全教室、避難訓練の 見直し、通学路や校内等の 危険箇

所を示したマップの 作成等を定期的に行い、安全指導の 更なる 推進が 必要と なっていま す。 

○ 安全管理と 安全指導を効果的に推進していくた めの 組織を学校の 運営組織の 中に位置付

け 、教職員の 共通理解と 役割分担を明確にする と と も に、ス ク ールガード・リ ーダー等の 効果

的な人材活用など 、学校・家庭・地域及び関係機関等と 情報を共有・活用でき る ネット ワ ーク

の 整備が 重要と なっていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 安全教育では 、危険を予測・回避する ため の 訓練や具体的場面を想定した 安全学習を推進

しま す。 

○ 安全管理では、教職員の 危機管理意識を高め、事故が 予測される 要因等を除去する と と も に、

事故発生時に適切な安全措置が でき る よ う 体制を確立し、児童生徒の 安全確保に努め ま す。 

○ 学校の 安全確保については 、学校や地域の 実情に応じて、地域や関係機関と 連携した学校

安全体制づくり を推進しま す。 

 

【主な取組】 

○ 危険予知ト レ ーニング （ＫＹＴ）教材等の 活用を推進し、児童生徒自ら が 安全について、危険

を予 測・回避する 等の 意思決定や行動選択が でき る よ う な実効性の あ る 学習指導の 工夫 ・充

実を図り 、学校の 安全対策を推進しま す。 

○  事 故 対 応 マニュ ア ル に基づき 、児 童生 徒 及び教 職員 の 避 難 や 心 肺 蘇 生法 等の 対 応 訓 練、

通学路・遊具施設・設備等の 安全点検の 充実を図り ま す。 

○ 通学路交通安全プロ グ ラ ム に基づいた通学路の 合同点検の 実施、地域の 安心安全ネット ワ

ーク 会議と 連携した積極的な街頭補導やパ ト ロ ール等を実施し、地域や関係機関と の 協力体

制の 更なる 充実を図り ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①学校管理下における 小・

中 学生 の 校内での け が の

発生割合 

日本ス ポーツ振興センター

の申請件数 ５ ．９ ％ ５ ．６ ％ 

② 危 険 予 知 ト レ ー ニ ン グ

（ＫＹＴ）教材を活用した 訓

練実施校の割合 

県学校安全活動調査 

９ ６ ．６ ％ １ ０ ０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

学校管理下における小 ・ 中学 生の け が の 約半数が 学校 内で発生 して いる こ と か ら 、事 業 の 成

果を表す指標と して、学校管理下における小・中学生の 校内での け が の 発生割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

児童生徒自ら が 危険を予測・回避する 等の 意思決定や行動選択が でき る よ う な実効性の あ る

学習指導の 工夫・充実を図る こ と が 必要であ り 、ＫＹＴ教材の 活用を推進している こ と か ら 、事業

の 成果を表す指標と して、ＫＹＴ教材を活用した 訓練実施校の 割合を設定した。 
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施策
番号 

(３ )－④ 施策名 防災教育の 充実 

 

【現状と 課題】 

○ 近年、大型台風や集中豪雨等の 自然災害が 毎年の よ う に発生し、人命や生活、社会経済へ

甚大な被害をも た ら しており 、こ れま で経験したこ と の ない災害が 発生する 時代へと 変化する

中、児童生徒の 発達段階に応じて危険を予見し、自ら の 安全を確保し、被害を軽減する 防災・

減災教育の 必要性が 高ま っていま す。 

○ 土砂災害、桜島の 大噴火、鹿児島湾直下型地震への 対応など 、本市の 特性に応じた防災教

育が 求めら れていま す。 

○ 災害時には 、学校と 保護者間で電話・携帯電話・メ ール等の 通信手段が 利用でき なくなる こ

と を考え、それ以外の 連絡方法等をあ ら か じめ 定め ておくこ と が 必要と なっていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 学校では 、危機管理・学校防災マニュ アルを作成し、自校を取り 巻く防災安全上の 課題やそ

の 対 策 を検証 する と と も に、全 国各地 において発 生する 様 々な災害等 を踏ま え、地 域や関係

団体と 連携した見直し・改善を図り 、防災対策の 推進に努め ま す。 

○  本 市 独自 の 防 災 ノ ート を活 用 し、具 体 的 な場 面に 即 して 考 えさ せる 活動 や 体 験的 な活 動を

関連さ せなが ら 、児童生徒等の 危険予測 ・回避能力 を高め る 防災教育 を推進し、自分の 命は

自分自身で守る ため 、主体的に行動する 態度を育成しま す。 

○ 避難訓練において、児童生徒が 危険な状況を適切に判断し、回避する た めに最善を尽くそう

と する 主体的 な行動、自ら が 進ん で他の 人々や 集団、地域 の 安全 に役立つこ と が でき る 児童

生徒の 育成に努め ま す。 

 

【主な取組】 

○ 土砂災害警戒・洪水浸水想定区域・雨水出水浸水想定区域など 、学校や地域の 実情を踏ま

えた危機管理・学校防災マニュアルの 作成、避難訓練等での 活用を図る と と も に、避難訓練

等での 反省を活か した同マニュ アルの 更新を指導しま す。 

○ 防災ノート の 効果的な活用や火山防災教育推進事業に基づく専門家派遣授業の 実施など 、

実効性の あ る 学習指導の 工夫・充実を図り ま す。 

○ 市地域防災計画を踏ま え、関係機関と 連携した教職員の 研修会の 充実を図り ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①災害時に児童生徒の避

難場所及び保護者への引

き渡し等のルールを定めて

いる学校の割合 

 

学校における 安全に関する

実態調査（新規） 

  ８ ６ ．６ ％  １ ０ ０ ％  

②地域と連携して避難訓練

を実施した小・中学校の割

合 

 

学校安全活動状況調査 

６ ４ ．４ ％  ７ ０ ．０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

土砂災害、桜島の 大噴火など の 災害時に、学校と 保護者間で電話、携帯電話、メ ール など の

通 信手段が 利 用でき なくなる こ と を想定 し、それ 以外 の 連絡 方法等をあ ら か じめ 定め ておくこ と

が 必要であ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、災害時に児童生徒の 避難場所及び保護

者への 引き 渡し等の ルールを定め ている 学校の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

地 域や 関 係機関と 連携した 避 難 体制 を整備 し、学校 や地 域 の 実 情を踏ま えた 避難 訓練の 実

施が 求め ら れ ている こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、地域と 連携して避難訓練を実施し

た小・中学校の 割合を設定した。 
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施策
番号 

( ４ )－① 施策名 学校運営の 充実 

 

【現状と 課題】 

○ 次世代を生き る 人材を育成する ため 、高い社会性と 専門性を持ち、新たな課題に積極的に

取り 組むなど 教職員の 更なる 資質向上が 求め ら れていま す。 

○ 学校の 教育目標が 達成される ためには 、管理職が 社会の 要請に的確に対応でき る 明確なビ

ジョ ンの も と でその 指導力を発揮する と と も に、質の 高い教育を展開でき る よ う 、教職員の 意

識改革や学校運営の 効果的な取組等の 学校における 業務改善の 推進が 求め ら れていま す。 

○ 学校や地域等が 一体と なって児童生徒を育んでいくため には、学校運営に保護者や地域住

民等が 一定の 権限や責任をも って参画する 学校運営協議会等を通して、地域等と 連携・協議

し、児童生徒の 学びを充実させていくこ と が 一層重要になり ま す。 

○ 教職員によ る 学校の 自己評価や保護者等によ る 学校関係者評価の 実施・公表によ り 、開か

れた学校づくり の 推進と Ｐ ＤＣＡサ イ ク ルの 充実・改善が 求めら れていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 質の 高い教育を持続発展させる ため に学校におけ る 業務改善を推進しま す。 

○ 公立の 義務教育諸学校等の 教育職員の 給与等に関する 特別措置法の 一部改正を踏ま え、

「鹿児島市立学校の 教育職員に関する 業務量管理・健康確保措置実施計画」を策定した こ と

か ら 、公会計化や校務DX、休日部活動の 地域展開を始めと した 取組を推進しま す。 

○ 教育課程の 編成、教育職員の 業務管理等を含む学校運営の 方針を、学校運営協議会を通

して共有する こ と 等によ り 、保護者や地域住民等の 理解促進を図る と と も に、学校・家庭・地

域等と の 連携・協働を推進しま す。 

○ 管理職の 資質向上を図る た めに、様々な研修の 実施を推進しま す。 

○ 学校が家庭や地域に説明責任を果たすことで、学校・家庭・地域等の緊密な連携を推進しま す。 

○ 学校評価を基にした学校運営の Ｐ ＤＣＡサ イ ク ルの 充実・改善に努め ま す。 

 

【主な取組】 

○ 法的観点か ら 学校へ助言等を行う ス ク ールロ イ ヤ ーを活用し、児童生徒を取り 巻く諸問題に

適切に対応する と と も に、教職員の 負担軽減を図り ま す。 

○ 学校給食センター受配校等の給食費の公会計化を進め、口座振替等の納付方法によ る保護者

の利便性の向上、徴収等業務を教育委員会が行う ことによ る教職員の業務負担軽減を図り ます。 

〇 次世代型校務ＤＸを推進し、あ ら ゆ る 校務におけ る データ入力の 徹底的な効率化・自動化を

図り 、教職員の 不必要な工数を削減し、教務・校務の 生産性の 向上を図り ま す。 

○ 学校運営協議会への 児童生徒の 参加等によ る 協議の 活性化や、協議会を通した外部人材

の 活用等によ り 、学校・家庭・地域等と の 連携・協働を推進しま す。 

○ 明確な学校運営の ビジョ ンや実践的指導力を養う ため の 管理職研修の 充実を図り ま す。 

○ 学校評価の 結果公表など 積極的な情報公開や授業改善をは じめ と する 学校運営の 改善や

学校組織の 活性化等を図る 取組を推進しま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 学 校 運 営 協 議 会 の 活

動状況等を知っている 保

護者の割合 

学 校 評 価 （ 保 護 者対 象 ）

の調査 

「知 っている 」と 回答 した

数÷全回答数 

 

１ ５ ．２ ％  ９ ０ ．０ ％  

②業務改善が進んでいる

と 実感している 教職員の

割合 

 

フォロ ーアップ調査 

７ ０ ．１ ％  ９ ０ ．０ ％  

①の 指標を選んだ理由 

学 校と 地域が 一体 と な って 学校運 営の 充 実を図 る た め には 、学 校運営 協議会 の 活動 が 重 要

であ る た め 、事業の 成果を表す指標と して、学校運営協議会の 活動状況等を知っている 保護者

の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

質の 高い教育を持続発展させる ために、学校におけ る 業務改善を推進し、教職員が 児童生徒

と 向き 合う 時間を確保していくこ と が 必要と なっている ため 、事業の 成果を表す指標と して、業務

改善が 進んでいる と 実感している 教職員の 割合を設定した 。 
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施策
番号 

( ４ )－② 施策名 教育課程の 改善・充実 

 

【現状と 課題】 

○ 学習指導要領の 前文では 、「持続可能な社会の 創り 手の 育成」が 掲げら れ、Ｓ ＤＧｓ の 視点

を踏ま えた教育を推進する こ と が 求めら れていま す。 

○ 学校においては 、児童生徒の 「生き る 力」を育むこ と を目指し、創意工夫を生か した特色あ る

教育活動を展開する 中で、基礎・基本を確実に習得させ、思考力・判断力・表現力を育むと と

も に、主体的に学習に取り 組む態度を養い、個性を生か す教育の 充実に努め ていま す。 

○ 学習指導要領に示さ れた「社会に開か れた教育課程」の 理念に基づき 、目指すべき 教育の

在り 方を家庭や地域と 共有し、その 連携及び協働の も と に教育活動を充実させる 必要が あ り

ま す。 

○ 内容や進め 方が 異なる 幼児期と 児童期の 教育課程の 円滑な接続を目指し、架け 橋期の カリ

キ ュ ラ ム の 改善・充実を図る 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 法令や学習指導要領の 趣旨を生か しつつ、義務教育９ 年間の 円滑な接続やＳ ＤＧｓ 等の 視

点を踏ま えた特色あ る 教育課程の 編成を行いま す。 

○ 各学校の 教育課程の 実施状況を適切に評価し、その 改善・充実に努め ま す。 

○ 幼児の 心身の 発達と 、幼稚園と 地域の 実態に即した適切な教育課程の 編成につなが る よ う

市公私立幼稚園保育園研究会の 研修内容の 充実に努め ま す。 

 

【主な取組】 

○  小学 校と 中 学校 が 連携 を深め ９ 年間の 学びの 連 続性 を 追究する こ と を通して 、円滑 な接 続

及び確か な学力の 育成や生徒指導の 充実を図り ま す。 

○ 学習の 目標や教材について理解し、計画を立て、見通しをも って学習する など 、多様な学習

の 進め 方を自ら 調整していくこ と が でき る 教育課程の 編成や実施が でき る よ う に管理職研修

会や教務主任等研修会など 各種研修会で助言しま す。 

○ 個性あ ふれる 学校づくり 推進事業の 活用によ り 特色あ る 学校づくり を支援しま す。 

○ 各学校の 教育課程の 計画及び実施状況を把握し、学校におけ る 業務改善を推進する と と も

に、教育課程の 改善・充実に努め ま す。 

○  市公 私立幼 稚 園保育園 研究会の 開催、職員 によ る 保 育参観 や保育 研究、講 演会 の 実施を

通じて、幼 稚園 ・認 定 こ ど も 園・保 育所において幼 児期の 終わ り ま でに育 ってほ しい姿 を 踏ま

えた 教育課程 等について 理解を深 め る と と も に、架 け 橋期 の カリ キ ュ ラ ム の 改善 ・充実を図り

ま す。 

  

第
咊
章 

本
市
叏
教
育
施
策 

76 



 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①「児童生徒の 姿や地域

の現状等に関する調査や

各 種データ等 に基 づき 、

教育課程の 編成、実施、

評価、改善を図る ＰＤＣＡ

サイ ク ルを確立している 」

とする学校の割合 

全国学力・学習状況調査 

小 ： ９ ８ ． ８ ％ 

中 ： ９ ７ ． ５ ％  

小：１ ０ ０ ％ 

中：１ ０ ０ ％ 

② 小 学 校 での ス タート カ

リ キュラム の作成の割合 

ス タート カリ キ ュ ラ ム を作

成している小学校数 

÷小学校数 

 

１ ０ ０ ％ １ ０ ０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

各学校の 教育課程の 計画及び実施状況を把握し、児童生徒の 実態に即した教育課程の 改

善・充実を指導する 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、児童生徒の 姿や地域

の 現状等に関する 調査や各種データ等に基づき 、教育課程の 編成、実施、評価、改善を図る  

Ｐ ＤＣＡサ イ ク ルを確立している と する 学校の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

幼児期の 教育と 小学校教育と の 円滑な接続を図る 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表す指

標と して、小学校での ス タート カリ キ ュラ ム の 作成の 割合を設定した。 
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施策
番号 

(４ )－③ 施策名 教職員の 資質向上 

 

【現状と 課題】  

○ 次世代を担う 人材を育成する ため 、高い社会性と 専門性を持ち、ＩＣＴやデジタル技術を効果

的に活用しなが ら 、新たな課題に積極的に取り 組むなど 学び続け る 教職員と しての 資質向上

が 求め ら れ ていま す。 

○ 専門的知識や指導力の 向上を図る ため 、経験に応じた 研修、ＩＣＴ活用を含む専門性を高め

る 研修、職能に応じた研修等を実施していま す。 

○ 教職員の 人事評価を実施し、教職員の 資質と 指導力の 向上に取り 組むと と も に、適正な評

価を実施する ため 、評価者の 資質向上を図っていま す。 

○ 教職員の メ ンタルヘルス 対策の 充実を図る ため 、校内対応や復帰支援等についての 管理職

研修会を開催していま す。 

○ いじめ や不登校、問題行動等、相談内容が 多岐にわ たり 、保護者を含め不安や悩みへ適切

に対応する た めに、教職員や相談員等の 更なる 資質向上が 必要です。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 教職員研修の 内容の 充実、精選、効率化を図り 、教育の 専門家と しての 確か な力量や 

ＩＣＴ活用指 導力 、自 立的・ 主体的に学び続け る 力など 、今後 、教職員 と して求め ら れ る 資質・

能力の 向上を図り ま す。 

○ 教職員の 人事評価を活用して、教職員と して優れた 人材の 育成や適切な人事管理を推進し

ま す。 

○ 教職員が 教育活動に専念し、その 能力を十分発揮でき る よ う 、校務ＤＸの 推進と 教職員に関

する 相談体制やメ ンタルヘル ス 等の 充実に努め ま す。 

○  学校 での 職員 同士の コ ミ ュ ニケ ーショ ンを活 性 化さ せ、同 僚 性を高 め る こ と で、教 職員の 所

属感や自己有用感の 高揚を図り ま す。 

○  生徒 指導や教 育相談 に関する 研 修会 等 を一層 充実さ せ、教 職員の 資質向 上と 全教職 員が

一体と なった生徒指導に取り 組みま す。 

 

【主な取組】 

○ 教職員の 研修受講については 、Ｐ ｌａ ｎｔ（教職員 の 研修受講履 歴記録シス テム ）によ る 研修

履歴等を活用した受講奨励を推進しま す。 

○ 教職員が 教育活動に専念し、その 資質・能力を向上させら れる よ う 、「か ご しま 県教員等育

成指標」を踏ま え、ＩＣＴ活用含めた 実践的指導力を高める 研修会等を開催しま す。 

○ 管理職が 教職員を評価する 能力と 評価の 客観性を高める ため 、管理職研修会や面談等に

おいて指導しま す。 

○ 教職員に対する 校内対応や復帰支援等について個別相談等の 取組を進め ま す。 
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○ いじめ や不登校、問題行動等に関して、教職員を対象にカウ ンセリ ング 研修会、人間関係づ

くり セミ ナー、ス ト レ ス マネジメ ント 教育研修会等を開催し、生徒指導に関する 資質向上を図る

と と も に、鹿児島市いじめ防止基本方針に基づき 、いじめへの 対応方針を校内で共有する な

ど し、教育委員会へ適切に報告する よ う 、管理職への 周知を徹底しま す。 

 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 各 種 研 修 会 に おけ る

参加者の満足度 

 

研修後アンケート 

９ ６ ．３ ％  １ ０ ０ ％ 

②中学校教科別研修会

参加率 

教科別研修会に 参加した

教職員数÷市内中学校教

職員数 

 

   ５ ６ ．９ ％  ５ ０ ．０ ％  

①②の 指標を選んだ理由 

教職員研修の 内容の 充実や効率化を図り 、教育の 専門家と して主体的に各種研修会に参加

し、教 職員 と して求 め ら れ る 資 質 ・能 力 の 向上を図る 必 要が あ る た め 、事業 の 成 果を表 す指標

と して、各種研修会 で「５ ０ ％ 以上満足 した 」 を選択した 回答数 の 割合と 、中学校 教科別研 修会

参加率を設定した 。 
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施策
番号 

(４ )－④ 施策名 教育施設の 整備・充実 

 

【現状と 課題】 

○ 学校施設は、児童生徒が 一日の 大半を過ごす活動の 場であ る と と も に、災害時には地域住

民の 避難場所でも あ る こ と か ら 、児童生徒にと って健康的か つ安全で快適な教育環境の 整備

を図る と と も に、環境や防災等に配慮した施設整備を進め る こ と が 大切です。 

○ 令和８ 年度時点で建築後６ ０ 年以上の 校舎が ５ １ 棟に上り 、今後も 増加する こ と か ら 、年度

あ たり の 建替棟数を増やす必要が あ り ま す。 

○ 建築後４ ０ 年以上の 校舎等が 学校施設全体の ７ ５ ％を超えている こ と か ら 、令和２ 年度策定

の 鹿児島市学校施設長寿命化計画に基づき 、時機を失する こ と なく長寿命化改良工事を実施

する 必要が あ る た め 、引き 続き 財源確保に努める 必要が あ り ま す。 

○ 高齢者、障害者等の 移動等の 円滑化の 促進に関する 法律において、バ リ アフリ ート イ レの 設

置等を要する 建築物に公立の 小・中学校等が 追加されたこ と を踏ま え、校舎等の 増改築や長

寿命化改良等の 整備と 併せて、バ リ アフリ ー化を一層推進する 必要が あ り ま す。 

○ 電気設備や給排水設備についても 、更新・改修後４ ０ 年以上を経過している 校舎等が 学校施

設全体の 半数を超えており 、普通教室の 空調設備等も 含め、計画的な更新・改修が 必要です。 

○ 令和８ 年３ 月に公立義務教育諸学校の 学級編制及び教職員定数の 標準に関する 法律が 改

正され、令和８ 年度か ら １ ０ 年度にか け て、中学校１ 年生か ら ３ 年生を対象に３ ５ 人学級が 段

階的に導入される こ と か ら 、学級数が 増える こ と によ る 教室不足が 想定されま す。 

○ 大半の 給食施設と 約７ 割の 学校プールは、建築後３ ０ 年以上と なっており 、施設の 劣化状況

に応じた老朽化への 対策が 必要です。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○  児童生徒 にと って健康的 か つ安全で快適な教育環境 を確 保し、ＩＣＴを活用 した 教育 の 情報

化など 、多様な学習活動に対応した施設づくり を進め ま す。 

○ 学校施設の 長寿命化を図り 、中長期的な維持管理費の 縮減及び平準化を進め ま す。 

○  環境 問題に対 応し、ＣＯ₂排 出 量削 減 推進が 重要 であ る こ と か ら 、今後も 学校施 設の 省 エネ

ルギ ー化を推進していき ま す。 

○ 桜島の 降灰時に良好な教育環境を確保する た め 、普通教室に設置した 空調設備の 整備・更

新を行う と と も に、避難所機能の 強化等を目的と して、屋内運動場に空調設備を設置しま す。 

○  ３ ５ 人学 級 の 導 入等に 伴う 教 室 不足 につい ては 、 余裕 教室 の 転用 など 、可 能 な限り 既存 施

設の 有効活用を図り ま す。 

○  給食 施設に ついて は 、保 全計 画に基 づく施設 設 備 の 修繕 ・更新 を 計 画的に 行い 、引 き 続 き

安全で衛生的な給食を提供しま す。 

○  プール については 、経過年数等を基に改築等の 計画を立 てている と こ ろであ り 、老朽化した

施設の 整備を計画 的に行 う こ と や、状 況に応 じた 適切 な改修 ・修繕 を行う こ と で、安全 で衛生

的な水泳学習の 確保・充実を図り ま す。 
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【主な取組】 

○ 良好な教育環境等を確保する ため に、普通教室の 空調設備の 更新及び屋内運動場への 空

調設備の 設置を進め ま す。 

○ 校舎・屋内運動場については 、将来的な児童生徒数や財政状況を勘案しなが ら 、築年数等

を踏ま えた建替と 、学校施設長寿命化計画に基づく長寿命化改良や外壁改修、バ リ アフリ ー

化等を計画的に進めま す。 

○ 良好な教育環境を確保する と と も に、環境問題にも 対応する ため に、ＬＥＤ照明への 改修や

太陽光発電装置の 設置を進める と と も に、適切な運用をしていき ま す。 

○ 住民基本台帳人口等のデータを基に必要教室数を精査し、適正な規模の施設整備を進めます。 

〇 通信機器や通信回線の 更新によ り 、教育データ活用や生成ＡＩ利用時の 通信負荷増加に対

応でき る デジタル基盤を整備して、学校の 通信ネット ワ ーク の 拡充を図り ま す。 

○ 給食施設については 、新学校給食センターの 整備を進め る と と も に、財政状況等を勘案しな

が ら 、建物や電気・機械設備の 修繕・更新を計画的に進め ま す。 

○ プールについては、財政状況等を勘案しなが ら 、コンク リ ート 製からス テンレス 製への プール

本体の 改築や塗装改修等を計画的に進める と と もに、危険・老朽箇所への 修繕等を行いま す。 

○ 学校施設長寿命化計画は 、今後の 社会情勢の 変化を踏ま え、適宜見直しを行いま す。 

 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①学校プールのス テンレ

ス 化率 

ス テンレス 製の プール校

数÷プール設置校数 

 

５ ４ ．８ ％  ５ ９ ．１ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

安全で衛生的な水泳授業を確保するため、建築後５０年以上経過したコンクリ ート構造のプールを

ス テンレス 構造に改築する必要がある ことから、事業の成果を表す指標と して、学校プールのス テン

レス 化率を設定した。 
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施策
番号 

( ４ )－⑤ 施策名  教育費の 負担軽減 

 

【現状と課題】 

○ 小・中学校及び義務教育学校に通う 児童生徒の 家庭の 経済状況や地理的条件等を考慮し、

就学援助事業や遠距離・安心安全通学費補助事業、特別支援教育就学奨励事業、通級指導

教室保護者交通費助成事業等の 積極的な活用を促進し、義務教育におけ る 教育費の 負担軽

減を図っていま す。 

○ 国においては 、国公私立の 高等学校の 授業料が 、所得に関わ ら ず実質無償化と なる 就学支

援金制度の ほ か 、大学等におけ る 授業料減免制度や、日本学生支援機構によ る 給付型の 奨

学金制度等が 充実してき ていま す。 

○ 本市奨学資金貸付制度の 貸与者は 、国等の 制度の 充実に伴い、減少傾向にあ り ま す。ま

た 、滞納者は 減少傾向にあ り ま すが 、持続的か つ円滑な制度運用の た め 、今後も 滞納対策を

行う 必要が あ り ま す。 

○ 国においては 、令和８ 年度か ら いわ ゆ る 給食無償化が 開始されま したが 、小学校では 一部

保護者負担と なっており 、中学校は 支援対象外と なっていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○  援助 を必 要と する 児童 生 徒等に必 要 な情報が 届 くよ う 各種制 度の 周 知方 法 を工夫 する と と

も に、対象者が 確実に申請でき る 取組を一層進め 、誰も が 安心して学び続け ら れ る 環境づくり

に努め ま す。 

○  本市 奨学資 金 貸付制度 の 円滑 な運 用の た め 、よ り 効 果的 な滞 納対策 を推 進する と と も に、

制度について調査研究を行いま す。 

○ 学校給食費の 保護者負担軽減については 、活用でき る 財源が 確保でき る 場合は 、積極的に

取り 組んでいき ま す。 

 

【主な取組】 

○ 本市就学援助制度をは じめ 、国や県等の 各種制度について、援助を必要と する 児童生徒等

に学校を通じて周知が 図ら れる よ う 、教職員に対する 研修項目に加える ほ か 、引き 続き 本市

ホ ーム ページの 更なる 充実や市民の ひろば等での 周知を行いま す。 

○ 就学援助事業については 、申請漏れの ないよ う 対応に努め る ほ か 、児童生徒や保護者の プ

ラ イ バ シーに十分配慮しま す。 

○ 本市奨学資金貸付制度の 滞納案件の う ち、長期間にわ たり 納入が ない案件を優先的に弁

護士法人に委託し、債権回収に努め ま す。 

○ 本市奨学資金貸付制度について、他都市の 動向など を調査し、制度の 在り 方を含め 、研究

しま す。 

○ 学校給食費については 、小学校が 完全無償化と なる よ う 、ま た中学校も 支援対象と する よ う

引き 続き 、国に要望していき ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 本市 奨学資金 貸付制

度 の 貸 与 基 準 を 満 た す

希 望 者 の う ち 奨 学 資 金

の 貸 与 を 認 め ら れ た 者

の割合 

奨 学 資 金 の 貸 与 を 認 め

ら れ た 人 数 ÷ 本 市 奨 学

資 金 貸 付 制 度 の 貸 与 基

準を満たす希望者数 

 

 

１ ０ ０ ％ 

 

 

１ ０ ０ ％ 

② 市 民 の ひろ ば に よ る

就学援助周知回数 

市民のひろばの掲載回

数 ２ 回 ２ 回 

①の 指標を選んだ理由 

滞 納対 策 を推 進する こ と で本市 奨学資 金 貸 付基 金 の 貸 与枠 を確保 し、 基 準を満 た す希望 者

全 員に貸 与可能 な環境を継 続でき る こ と か ら 、事業の 成果 を表す指標と して、本市奨学資金貸

付制度の 貸与基準を満たす希望者の う ち奨学資金の 貸与を認めら れた者の 割合を設定した。 

 

②の 指標を選んだ理由 

本 市の 代表 的な 負担軽減 策であ る 就学援 助制度について 、広く周 知が 図ら れる 方法 と して、

全戸配布と なっている 市民の ひろばに掲載する こ と が 効果的 であ る た め 、事業の 成果を表す指

標と して、市民の ひろばによ る 就学援助周知回数を設定した 。 
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 施策
番号 

( ４ )－⑥ 施策名 学校規模適正化等の 推進 

 

【現状と 課題】 

○ 本市では 、令和８ 年５ 月１ 日現在、小学校７ ４ 校、中学校３ ６ 校、高等学校３ 校、義務教育学

校１ 校を設置しており 、合計約４ 万８ 千人の 児童生徒が 在籍していま す。小・中学校の 児童生

徒数は 減少傾向にあ り 、こ の 傾向は今後も 続くと 考えら れま す。 

○ 小・中学校の 学校規模については 、小規模校、大規模校それぞれにメ リ ット と デメ リ ット が あ

り ま すが 、児童生徒数の 偏り が 顕著になる と 、教育環境に大き な影響を及ぼすこ と になる こ と

か ら 、本市では 、平成３ ０ 年３ 月に「鹿児島市立小学校・中学校の 学校規模適正化・適正配置

に関する 基本方針」を策定し、適正な学校規模と 適正配置の 考え方を示すと と も に、適正化の

ための ５ つの 手立てと して、「校区の 変更」「学校の 統合」「小中一貫教育の 導入」「学校施設

の 整備」「学校の 分離新設」を定め ま した。 

○ こ れま で、令和７年度末に東桜島小学校、高免小学校、黒神小学校、桜洲小学校、桜峰小学

校、東桜島中学校、黒神中学校、桜島中学校を統合し、令和８ 年度に桜島学校を設置しま した。 

○ 桜島地域は、令和３ 年１ ２ 月に「桜島地域の 学校統合に関する 要望書」が 提出されたこ と か

ら 、本市初の 義務教育学校と なる 桜島学校を旧桜島中学校の 校舎を使用して令和８ 年４ 月に

開校し、令和９ 年４ 月に新校舎の 供用を開始しま す。 

○ 明和地域は、令和５ 年３ 月に「小中一貫教育の 導入についての 要望書」が 提出されたこ と か

ら 、令和６ 年に明和校区におけ る 義務教育学校あ り 方検討委員会を設置し、「明和校区にお

け る 義務教育学校基本構想」を策定しま した 。 

○ 過大規模校と なっている 中山小学校区について、令和５ 年度か ら 近隣校への 通学を可能に

する と と も に、保護者に対して通学に係る 経費を補助し、分散通学の 促進を図り ま した 。 

○ 喜入地域は、令和８ 年３ 月に前之浜小学校と 生見小学校か ら 「喜入小学校への 統合を求め

る 要望書」が 提出されたこ と か ら 、令和９ 年４ 月の 統合に向け て検討を進め ま す。 

○ 令和３ 年３ 月に、公立義務教育諸学校の 学級編制及び教職員定数の 標準に関する 法律が

改正され、令和３ 年度か ら ７ 年度にか け て、小学校２ 年生か ら ６ 年生を対象に３ ５ 人学級が 段

階的に導入される こ と と なり ま した 。ま た、令和８ 年度か ら 令和１ ０ 年度にか け て、中学校１ 年

生か ら ３ 年生を対象に３ ５ 人学級が 段階的に導入される こ と になり ま した 。 

 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○  子ど も た ちの 気持 ちに配 慮 する と と も に、保護 者や 地 域住 民の 意見に加 え 、学校 や特 認校

に通う 児童 生徒、地 域の 実情 等を踏ま えなが ら 、学校の 規模 適正化・適正 配置を各 面か ら 検

討し、子ど も たちの よ り よ い教育環境の 確保に努め ま す。 

○  検討に当た っては 、３ ５ 人学級の 導入など 、学校を取り 巻く状況 を勘案する と と も に、地域コ

ミ ュニティ活動や防災活動等に関係する 機関等と も 連携しなが ら 取り 組みま す。 
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【主な取組】  

○ 子ど も たちの よ り よ い教育環境の 確保の ため 、基本方針に基づき 、保護者や地域住民と の

認識の 共有を図り 、理解と 協力が 得ら れる よ う 、説明会や意見交換会等を開催し、対話を重

ねなが ら 、学校や地域の 実情に応じて、迅速か つ丁寧に対応していき ま す。 

〇 子ど も たちの よ り よ い教育環境づくり を推進する ため 、市内全域を対象と した 、学校規模適

正化・適正配置基本計画（仮称）の 策定に向け て検討を進め ま す。 

○ 学校施設の 状況や３ ５ 人学級の 導入、教育の 情報化の 進展等を踏ま え、必要に応じて、基

本方針の 本市におけ る 適正な学校規模の 見直しを行いま す。 

 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 学 校 の 規 模 適 正 化 に

ついて、一定の方針が定

まった事例数 

検討対象校の う ち、意見

交換会等を通じて、学校

の 規 模 適 正 化 を 図 る 手

立て等の 方針が定ま った

事例数 

 

３ 事例  

 

検討中  

②学級数の増減によ り 新

たに学校の規模適正化を

検討する 範囲に入った学

校の管理職に基本方針を

説明し、地域の 実態を聴

取した割合 

学 校 の 管 理 職 に 基 本 方

針を説明し、地域の 実態

を聴取した学校数÷新た

に 学 校 の 規 模 適 正 化 を

検討する 範囲に入った学

校数 

 

 

１ ０ ０ ％  

 

 

１ ０ ０ ％  

①の 指標を選んだ理由 

よ り よ い教育環境を確保する た め 、学校規模適正化の 検討対象と なった 学校の 中で、保護者

や地 域住民 と の 意見交換会 等を開催し、ど の よ う な手立てを用 いて規模 を適正化する か 、一定

の 方針を定め る 必要が あ る た め 、事業の 成果を表す指標と して、学校の 規模適正化について、

一定の 方針が 定ま った事例数を設定した 。 

 

②の 指標を選んだ理由 

新 た に 規模 適正 化の 検討 対象 と な った 学校 では 、 管 理 職 をは じめ 、学 校 全 体 で基 本方 針の

内容やこ れま での 取組等について、十分に理解しておくこ と が 必要であ り 、ま た 、その 校区の 実

態について、学校が 把握している 情報を教育委員会と しても 把握しておく必要が あ る た め 、事業

の 成果を表す指標と して、学級数の 増減によ り 新たに学校の 規模適正化を検討する 範囲に入っ

た学校の 管理職に基本方針を説明し、地域の 実態を聴取した割合を設定した。 
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施策
番号 

( ４ )－⑦ 施策名 私立学校等と の 連携 

 

【現状と 課題】 

○ 本市には私立幼稚園等１ ０ ５ 園、私立小学校２ 校、私立中学校５ 校、私立高等学校９ 校が あ

り 、それぞれの 学校が 、私学と して建学の 精神を生か しなが ら 学校経営を行っており 、本市の

教育の 一翼を担っていま す。ま た 、特色あ る 学校教育を展開する 中で、ス ポ ーツや文化活動

等で顕著な成績を残し、全国的に活躍している 学校も 多数あ り ま す。 

○ 今後と も 、私立高等学校の 自主性と 建学の精神を生か した教育の 充実や、専修学校等におけ

る 時代の ニーズ に対応した新しい知識や技術を持つ人材の 育成を促進する 必要が あ り ま す。 

○ 高等学校等に在学し、向学心に燃え、その 能力が 十分であ る にも か か わ ら ず、経済的理由

によ り 修学が 困難な者又は その 保護者に対して奨学資金を貸与し、有為な人材の 育成を図っ

ており 、私立高等学校等についても 、学校か ら の 推薦を受け、貸与申請を受理していま す。ま

た 、奨学資金制度等の 周知や滞納状況の 改善を図る ため 、私立学校等と の 連携が 求め ら れ

ていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 今後と も 、私立高等学校の 自主性と 建学の 精神を生か した教育の 充実や、専修学校等にお

け る 時代の ニーズ に対応した新しい知識や技術を持つ人材の 育成を促進しま す。 

○ 高等学校等を通じて、経済的理由によ り 修学困難な世帯に対して奨学資金や福祉制度等の

周知を図り ま す。 

○ 鹿児島玉龍中学校の 入学者選抜実施日等については 、県私立中学校高等学校協会や関係

学校等と 情報交換等を実施していき ま す。 

 

【主な取組】 

○ 私立高等学校及び専修学校等を設置している 学校法人に対し、教職員の 研修や教材等の

充実を図る ため 助成しま す。 

○ 高等学校への 進学を希望する 子ど も の 教育を受け る 機会の 均等を図る ため 、引き 続き 私立

学校に対しても 本市奨学資金制度に加え、公益財団法人鹿児島県育英財団の 奨学金や本市

の 母子父子寡婦福祉資金、社会福祉協議会の 生活福祉資金等の 周知に努め ま す。 

○ 奨学資金の 円滑な運用を図る ため 、教育委員会と 私立学校が 連携して貸与を行っている 奨

学生に対する 返還意識の 啓発に努め ま す。 

○ 鹿児島玉龍中学校の 入学者選抜実施日、学校説明会の 日程等については 、県私立中学校

高等学校協会及び県教育委員会、鹿児島大学教育学部附属中学校と 情報交換会を開催して

調整を行いま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

① 県 私 立 中 学 校 高 等 学

校 協 会 及 び県 教 育 委 員

会、鹿児島大学教育学部

附 属 中 学 校 と の 情 報 交

換会の開催率 

情 報 交 換 会 の 開 催 回 数

÷情報交換会の計画数 

１ ０ ０ ％  １ ０ ０ ％  

①の 指標を選んだ理由 

鹿 児島 玉 龍中学校 の 入学 者選 抜 実施日 や学 校説 明 会の 日程 等については 、県私 立中学 校

高等学校協会及び県教育委員会、鹿児島大学教育学部附属中学校と の 調整が 必要であ る ため 、

事業の 成果を表す指標と して、県私立中学校高等学校協会及び県教育委員会、鹿 児島大学教

育学部附属中学校と の 情報交換会の 開催率を設定した。 
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施策
番号 

( ５ )－① 施策名 家庭教育の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ 家庭教育はすべての 教育の 出発点であ り 、子ど も の 基本的な生活習慣や自立心の 育成、心

身の 調和の と れた発達を図る う えで重要な役割を担っていま す。 

○ 価値観の 多様化や生活様式の 変化によ り 、人間関係の 希薄化や保護者の 孤立化が 進み、

家庭教育に対する 不安が 増しており 、保護者が 安心して家庭教育を行う こ と が でき る よ う 家庭

教育支援の 重要性は一層高ま っていま す。 

○ 学校・家庭・地域・関係機関等が 、互いに連携を図り なが ら 家庭の 教育力の 向上を図る 必要

が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 学校・家庭・地域・関係機関等と 連携し、家庭教育に関する 啓発や発達段階に応じた学習機

会・情報の 提供、相談等の 家庭教育支援の 充実に努め 、保護者と 子ど も が と も に育つ家庭教

育を推進し、家庭の 教育力の 向上を図り ま す。 

○ 幼児期か ら の 家庭教育の 重要性に鑑み、関係機関等と 連携した事業を一層進め ま す。 

○ 家庭教育に関する ニーズ を適切に把握し、保護者の 子育てに対する 理解を深め る ため の 学

習機会の 充実を図り ま す。 

 

【主な取組】 

○  幼稚園・認定こ ども 園・保育所や市立病院、保健センター等と 連携を図り 、乳幼児期

の 家庭教育セミ ナー、育児教室におけ る 家庭教育講座等の 事業を進め ま す。 

○ 学校、生涯学習プラ ザ 、地域公民館等において、子ど も の 発達 段階に応じた 親子講座や

家庭教育講座の 充実、読み聞か せやおは なし会等の 充実を図り ま す。 

○ 小・中学校においては家庭教育学級を開催し、子育ての 在り 方や保護者と しての 関わ り 方に

ついて学習する 機会を提供しま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ13） 

①子育てやしつけが安心し

てでき る 環境が 「十分でき

ている 」 

「あ る 程度できている」と 思

う 市民の割合 

 

教育に関する市民意識調

査 

７ ７ ．６ ％ ８ ０ ．０ ％ 

②家庭教育学級の参加者

満足度 

 

各学級の参加者アンケート

調査 ― ９ ０ ．０ ％ 

①の指標を選んだ理由 

子育てやしつけ が 安心してでき る 環境を整える こ と が 、家庭教育の 充実を図る ためには 重要

なこ と であ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、子育てやしつけ が 安心してでき る 環境が 「十

分でき ている 」「あ る 程度でき ている 」と 思う 市民の 割合を設定した 。 

 

②の指標を選んだ理由 

小・中学校において開設されている 家庭教育学級は、家庭における 教育力の 向上のために重要

な取組の一つであ る ため、事業の成果を表す指標と して、家庭教育学級の 参加者満足度を設定し

た。 
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施策
番号 

( ５ )－② 施策名 生涯学習活動の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ デジタル技術の 進歩など 社会が 大き く変化する 中で、“人生１ ０ ０ 年時代”を見据え、こ れま

での 教養に加え、新たな知識や技能を身に付け る た め の 生涯学習の 重要性が 一層高ま って

いま す。 

○ 生涯学習関連施設において、多様化・高度化する ニーズ や現代的課題、ラ イ フス テージ等に

対応した 学習機会の 提供が 求め ら れていま す。 

○ 急速なデジタル機器の 普及によ り 、手軽に楽しめ る 娯楽が 増えている こ と か ら 、子ど も の 読

書離れが 進むこ と が 懸念されており 、乳幼児期か ら の 読書習慣の 形成や発達段階に応じた読

書活動を推進する 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 市民一人ひと り が 生涯にわ たって生き が いを持ち、心豊か な生活を送れる よ う 、生涯学習関

連施設において、多様化・高度化する ニーズ や現代的課題、ラ イ フス テージ等に対応した学

習機会の 充実を図り ま す。 

○ 時代の 変化に積極的に対応し、人づくり ・地域づくり につなが り 、地域の 教育力の 向上に役

立つよ う 、研修会や講座等の 内容の 工夫・改善に努め ま す。 

○ 第五次鹿児島市子ど も 読書活動推進計画に基づき 、家庭、地域、学校等において「いつで

も  ど こ でも  本の 世界へ！２ ０ 分読書」運動を推進し、その 充実を図り ま す。 

○ 第五次鹿児島市子ど も 読書活動推進計画に基づき 、ページをめくる 手触り を味わ いなが ら

紙媒体の 書籍をじっくり と 読む楽しさに加え、電子媒体を活用する こ と で、いつでも ど こ でも 気

軽に電子図書を利用でき る 環境の 充実を図る と と も に、学校・家庭・地域等が 相互に連携・協

力しなが ら 、子ど も の 発達段階に応じた 読書活動を推進しま す。 

 

【主な取組】 

○ 生涯学習プラ ザ や地域公民館等では 、多様化・複雑化する ニーズ を踏ま えなが ら 、趣味・教

養や文化芸術、多文化共生、生活課題等に関する 講座等を民間活力も 生か しなが ら 開催しま

す。特に、ＩＣＴに関する 講座等では 習熟度別やオンラ イ ン等によ る 講座を開催する など 、時代

の 変化に応じた市民の 主体的な学びを支援しま す。 

○ 小学校区においては 、成人学級等を開設し、地域の 特色に応じた魅力あ る 学習プロ グ ラ ム

の 開発をは じめ 、地域の 人材育成につなが る 学級の 運営が なされる よ う 適切な支援を行い、

地域の 教育力の 向上を図り ま す。 

○ 図書館や地域公民館、学校等においては、おはなし会やイベント 等を開催する と ともに、子ども

の読書活動の意義や必要性について学習する機会や研修会、講座等の内容の充実を図り ま す。 

○ タブレット 端末など の デジタル技術の 活用によ り 、時間や場所を問わ ず読書に親しむこ と が

でき る 取組を支援しま す。  

第
咊
章 

本
市
叏
教
育
施
策 

90 



 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 「 生 涯 学 習 を し て いる 」

と 回答した市民の 割合 

 

教 育 に関する 市 民 意 識調

査 ３ ０ ．４ ％ ５ ０ ．０ ％ 

②成人学級等の 参加者満

足度 

 

各学級の参加者アンケート

調査 ― ９ ０ ．０ ％ 

①の 指標を選ん だ理由 

市民一人ひと り が 生涯にわ たって生き が いを持ち、心豊か な生活を送れる よ う 、生涯学習の

充実が 求め ら れている こ と か ら 、事業の 成果を表す指標と して、「生涯学習をしている 」と 回答し

た市民の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

小学校区において開設さ れている 成人学級等は 、地域の 教育力の 向上の ために重要な取組

の 一つであ る た め、事業の 成果を表す指標と して、成人学級等の 参加者満足度を設定した 。 
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施策
番号 

(５ )－③ 施策名 学習成果の 活用 

 
【現状と 課題】 

○ 人生１ ０ ０ 年時代を見据え、市民の 多様な学習の 機会を充実させ、市民が その 学習活動を

通して得た成果を社会に還元する など 、学んだ成果を生か す機会の 充実を図る こ と が 求めら

れていま す。 

○ 地域ボ ラ ンティアを活用した学校支援ボ ラ ンティア事業や親子体験活動団体によ る 市民の こ

れま での 学びの 成果を生か した支援活動が 、生き が いづくり や生涯学習の 場と して地域等で

大き な役割を果たしており 、地域の 教育力の 向上につなが っていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 関係団体等と の 連携を図り 、市民の 多様化・高度化する ニーズ や現代的課題等に対応した

学習機会の 充実を図る と と も に、地域社会において学習成果を幅広く活用でき る 体制づくり に

取り 組み、地域の 教育力の 向上を図り ま す。 

○ 学校支援ボ ラ ンティアを活用し、生涯学習の 成果を各学校において生か すこ と で、地域社会

全体で子ど も の 学びや成長を支え育てる 取組を推進しま す。 

○ 保護者や地域住民の 生涯学習の 成果を各学校の 親子体験活動団体で生か すこ と が でき る

よ う 、親子体験活動支援事業の 活性化に取り 組みま す。 

 

【主な取組】 

○ 生涯学習プラ ザ や地域公民館、図書館等において、市民の ニーズ に応じた 学習機会を提供

し、生涯にわ たる 学び直しや学習成果を幅広く生か せる 機会を設け 、読み聞か せなど の 自主

学習グ ループ活動やボラ ンティア活動への 支援を行いま す。 

○ 学校支援ボ ラ ンティア事業においては 、地域と の 連携・協働によ り 、多様化・高度化する ニ

ーズ に応じた専門的な地域ボ ラ ンティアの 確保に努め 、事業内容の 更なる 充実に努め ま す。 

○ 親子体験活動支援事業においては 、各親子体験活動団体の 活性化を図る た め 、実技研修

会や情報交換会等を通して地域の 実情に応じた特色あ る 活動の 事例等について情報共有を

図り 、更なる 活動の 充実が 図ら れる よ う 支援しま す。 
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【 計画期間に おけ る 成果指標】  

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 学 習 や 活 動 を し た 成 果

を生か している （生か せる

と思う ）市民の割合 

 

教育に関する市民意識調

査 
９ ０ ．９ ％ ９ ３ ．０ ％ 

②学校支援ボラ ンティアの

活動者数 

 

 

— ５ １ ，７ ０ １ 人 ５ ６ ，０ ０ ０ 人 

①の 指標を選ん だ理由 

地域社会において学習成果を幅広く活用でき る 体制づくり に取り 組む必要が あ る ため 、事業

の 成果を表す指標と して、学習や活動をした成果を生か している （生か せる と 思う ）市民の 割合

を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

学校支援ボ ラ ンティアを活用し、地域全体で子ど も の 学びや成長を支え育てる 必要が あ る た

め 、事業の 成果を表す指標と して、学校支援ボ ラ ンティアの 活動者数を設定した。 
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施策
番号 

(５ )－④ 施策名 生涯学習推進体制の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ 個人や地域社会の 抱える 課題が 多様化・複雑化している 中、課題を解決する ために市民の

主体的な学びを促すこ と が 求め ら れていま す。 

○ 学習を通じて市民が 交流を図り 、個人や各種団体によ る つなが り やネット ワ ーク の 形成、世

代間交流の 場の 拡充、地域での リ ーダー養成が 求め ら れていま す。 

○ 生涯学習関連施設では 、総合的に生涯学習を推進する ため 、関係各課や大学、専門学校、

事業者、ＮＰ Ｏ等の 多様な主体と 連携・協働する こ と が 求め ら れていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 社会的課題や市民の ニーズ を的確に把握し、求め ら れる 学習機会を提供しま す。 

○ 学びを通じた人づくり ・地域づくり を推進する た め、地域社会に蓄積された多くの 知恵を生か

し、地域の 活動で中核と なり 活躍する 社会教育関係指導者やリ ーダーの 育成に努め 、人と 人

と の つなが り を深める ネット ワ ーク の 形成を進めま す。 

○ 専門的か つ実践的なノウ ハ ウ を有する 大学や事業者、ＮＰ Ｏ等と 連携・協働し、現代的課題

等に対応した学習機会の 充実を図り ま す。 

○ 個人や団体が 仲間づくり の ため、いつでも ど こでも つなが る こ と ができ る 場づくり に努めま す。 

 

【主な取組】 

○ 生涯学習プラ ザ や地域公民館等では 、受講者の ニーズ に沿った講座やＩＣＴに関する 講座を

開催する など 、時代の 変化に応じた 市民の 主体的な学びを支援しま す。 

○ 生涯学習プラ ザを拠点と し、地域や社会教育関係団体等の リ ーダーと しての 経験が 浅い人や

若い世代を対象と したリ ーダー研修会を開催し、地域で活躍でき る 人材の 育成を図り ま す。ま

た、意見交換や交流会等を通して、世代間の 交流の 場の 拡充やネット ワ ーク づくり に努め ま す。 

○ 多様化・複雑化する 現代的課題等の 解決に向け 、生涯学習プラ ザ や地域公民館等におい

て、大学や事業者、ＮＰ О等と 連携・協働した講座（協働講座）の 内容の 充実を図り ま す。 

○ 学びたいこ と 、施設、人やグ ループなど 、各種情報が 手軽に入手でき る 二次元コード付き の

「生涯学習つなが る カード」の 活用を進め ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

① 地 域 の リ ー ダ ー を 養 成

する講座受講者の満足度 

社 会 学 級 委 員 等 研 修 会

（後期）意識調査 ９ ４ ．０ ％ １ ０ ０ ％ 

②協働講座での連携団体

数 

 

— １ １ 団体 ２ ２ 団体 

①の 指標を選ん だ理由 

社会学級委員等研修会（後期）等の 充実によ り 、地域で活躍でき る 人材の 育成を図る 必要が

あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、社会学級委員等研修会（後期）を受講し、意識調査で

「非常に有意義であ った」及び「有意義であ った」を選択した回答数の 割合を設定した 。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

生涯学習プラ ザ や地域公民館等において、大学や事業者、ＮＰ О等と 連携・協働した講座（協

働講座）の 内容の 充実を図る 必要が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、協働講座での 連

携団体数を設定した。 
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施策
番号 

( ５ )－⑤ 施策名 生涯学習機能の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ 生涯学習関連施設は 、誰も が 気軽に立ち寄り 過ご せる 空間で、幅広い世代の 人々が 集い共

に学び成長でき る 場と して、利用者・市民の 要望や社会の 要請に応え、地域の 学びの 拠点と

なる よ う 機能の 充実を図る 必要が あ り ま す。 

○ 生涯学習施設の 老朽化など への 対応、利用者の ニーズ に対する 機能の 拡充など 、施設の

適切な整備を計画的に進め 、適正な施設管理運営を行う 必要が あ り ま す。 

○ 図書館の 基本的なサ ービス の ほ か 、市民交流の 促進や学びと 創造活動の 拠点づくり が 求め

ら れていま す。 

○ 図書館等に来館しなくても 資料を利用でき る よ う 、電子図書館サ ービス 等の 充実が 求め ら れ

ていま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 市民の 学習や交流、地域づくり につなが る 活動の 場と なる と と も に、利用者が それぞれの 目

的に応じて学習でき る よ う な環境づくり に努め ま す。 

○ 利用者の 安全の 確保と 利便性向上を図る ため 、基本方針に基づき 、地域公民館など を年次

的に改修・整備し、誰も が 利用しやすい適正な施設管理に努め ま す。 

○ 社会状況に応じた施設の 整備や市民の 多様なニーズ に対応した資料の 収集・整備を行い、

生涯学習関連施設の 機能の 充実を図り ま す。 

○ ＩＣＴを活用して、市民サ ービス の 向上を図り ま す。 

 

【主な取組】 

○ 生涯学習レ ファレ ンス 機能の 充実や生涯学習人材バンク の データベース 化など 、地域の 学

びの 拠点と しての 役割を担いま す。 

○ 生涯学習プラ ザ 、地域公民館、校区公民館・校区コミ ュニティセンター等の 施設や設備の 改

修を順次行いま す。 

○ 図書館ご と に、蔵書、企画、市民や関係部局と の コラ ボ レーショ ンを工夫する こ と で、新しい

利用者層を開拓しま す。 

○ イ ンターネット を活用した情報提供や電子図書館サ ービス など 、学習機能を充実する と と も

に、幅広い利用促進に努め ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

①地域公民館や図書館など

の生涯学習関連施設の利

用者数 

 

—  ２ ，５ ３ ６ 千人  ２ ，８ ３ ９ 千人

②「生涯を通じて興味・関心

のある ことを学ぶ環境が整

っている」と感じる 市民の割

合 

 

第 六 次 鹿 児 島 市 総 合 計 画

に 係る 市 民意 識ア ン ケ ート

調査 
３ ８ ．５ ％  

（R ８ ）  
５ ４ ．０ ％  

①の 指標を選ん だ理由 

生涯学習関連施設は 、幅広い世代の 人々が 集い共に学び成長でき る 場と なる こ と が 求め ら

れている ため 、事業の 成果を表す指標と して、地域公民館や図書館など の 生涯学習関連施設

の 利用者数を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

利用者が それぞれの 目的に応じて学習でき る よ う な環境づくり に努める 必要が あ る ため 、事

業の 成果を表す指標と して、「生涯を通じて興味・関心の あ る こ と を学ぶ環境が 整っている 」と 感

じる 市民の 割合を設定した。 
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施策
番号 

( ５ )－⑥ 施策名 学習情報の 提供、相談機能の 充実 

 
【現状と 課題】 

○ 講座の 情報をいつでも 手軽に収集・申込みなど が でき る  「生涯学習講座申込シス テム 」の

運用が 開始され、ＷＥＢ 申込率も 増加し、利便性の 向上が 図ら れつつあ り ま す。 

○ 生涯学習プラ ザ 、地域公民館、図書館等の 窓口において、学習相談への 対応やレファレン

ス サ ービス の 充実が 求め ら れていま す。 

○ 図書館等に来館しなくても 資料を利用でき る よ う 、電子図書館サ ービス 等の 充実が 求め ら れ

ていま す。 

○ 生涯学習関連施設は 、市民の 生涯学習推進の 拠点施設と して、市民が 幅広く取り 組んでい

る 学習情報を集約し、学習情報の 提供や相談機能の 充実を図る 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 市民の ひろばや公民館だよ り 、ホ ーム ページ、Ｓ ＮＳ 等を活用し、学習情報を提供しま す。 

○ 生涯学習に関する 情報をデータベース 化し、市民が 必要と する 学習情報の 提供に努めま す。 

○ 生涯学習プラ ザ 、地域公民館、図書館等では 、気軽に生涯学習に関する 相談等が でき る よ

う 学習相談機能の 充実を図り ま す。 

○ ＩＣＴを活用して、市民サ ービス の 向上を図り ま す。 

 
【主な取組】 

○ ホ ーム ページやＳ ＮＳ 等を活用し、生涯学習関連施設の 講座や研修会、イ ベント 等について

の 詳細な情報を提供しま す。 

○ 生涯学習プラ ザ や地域公民館等の 講座など の 情報収集や申込みなど 、市民が いつでも ど こ

でも 使いやすいよ う 生涯学習講座申込シス テム の 利便性の 向上を図り ま す。 

○ 図書館等では 、課題解決の 支援を図る ため 、レファレンス サ ービス やレ フェラ ルサ ービス の

充実に努め ま す。 

○ イ ンターネット を活用した情報提供や電子図書館サ ービス など 、学習機能を充実する と と も

に、幅広い利用促進に努め ま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ）  

①図書館の レファレンス 件

数 

質 問 に対 して 本 や 情 報 を

提供した件数 

 

６ ,５ ３ １ 件 ６ ,６ ０ ０ 件 

②生涯学習講座申込シス

テム によ る 応募率 

生涯学習プラザ及び地域公

民館の講座応募者のう ち、シ

ス テム を利用した申込の割

合（シス テム 申込者数÷全申

込者数） 

 

５ ８ ．０ ％ ６ ４ ％ 

①の 指標を選ん だ理由 

図書館では 、課題解決の 支援を図る ため 、レファレンス サ ービス など の 充実に努める 必要が

あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、図書館の レファレンス 件数を設定した。 

 

②の 指標を選ん だ理由 

生涯学習情報の 提供や申込について市民の 利便性を図る ため 、生涯学習講座申込シス テム

を令和７ 年度か ら 運用開始した。事業の 成果を示す指標と して、全体の 申込者の う ちシス テム

によ る 申込者の 割合を設定した。 
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施策
番号 

(６ )－① 施策名 文化芸術に触れ親しむ機会の充実と活動の促進 

 

【現状と 課題】 

○ 文化芸術は、豊か な人間性を育むと と も に、生活に潤いをも たら し、ま ちに活力を与えてい

ま す。 

○ 市民誰も が 身近に文化芸術に触れ 、親しむ機会の 充実を図る と と も に、様々な分野での 活

用や活動の 担い手を育成する こ と など の 取組が 求め ら れていま す。 

○ 文化芸術に触れる こ と で、創造力や表現力が 育ま れ 、相互理解や多様性の 尊重など 、豊か

な人間形成につなが る こ と か ら 、誰も が よ り 身近に文化芸術を鑑賞し、体験でき る 機会の 充実

を図る 必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 市民誰も が 身近に多様な文化芸術を鑑賞し、体験でき る 機会の 充実を図り ま す。 

○ 様々な分野での 文化芸術の 活用や、活動を推進する 人材を育成しま す。 

○ 文化芸術の 楽しさを体験する こ と を通して、文化芸術を愛好する 心情を育むと と も にS TEAM

教育の 充実を図る こ と で、感性を豊か にし、豊か な情操の 育成を図り ま す。 

○ 少子化が 進むなか でも 、生徒が 文化芸術活動に親しむ機会を将来にわ たって確保でき る よ

う 、環境の 整備を進めま す。 

 

【主な取組】 

○ 美術館において所蔵品展や企画展を開催し、収蔵品の充実などによ る 利用促進を図る と と も

に、美術講座や美術講演会等を開催し、よ り 多くの 市民が 文化芸術を体験でき る 機会の 充実

に取り 組みま す。 

○ 美術館と 来館者をつなぐボ ラ ンティア ス タッフを育成し、作品解説など 業務の サ ポート に当た

る と と も に、美術館と 県立松陽高等学校等と の 事業連携協定によ り 、教育普及活動の 充実や

人材育成など 相互の 活動の 充実を図り ま す。 

○ 芸術家派遣プロ ジェク ト 等を通して、児童生徒が 芸術や文化を体験でき る 機会の 充実を図る

と と も に、各教科等での 学びを実社会での 問題発見・解決にいか すため の 横断的な学びの 一

つであ る S TEAM教育の 充実を図り ま す。 

○ 休日における 生徒の 文化活動を地域に展開し、学校と 地域の 様々な関係者が 連携・協働する

こ と で、生徒が 文化活動に親しむ機会を確保する など 、よ り よ い文化環境の 整備を進めま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の 概要、算式等 現況値（Ｒ ７ ）  目標値（Ｒ １ ３ ） 

①美術館の入館者数 

 
— １ ２ ８ , ４ ２ ６ 人 １ ７ ０ , ０ ０ ０ 人 

② 美 術 講 座 、 美 術 講 演 会

等の参加者数 

 

— ９ ８ ５ 人 １ ， ０ ０ ０ 人 

①②の 指標を選んだ理由 

誰も が 身近に文化芸術に触れ親しむ機会を充実させる 必要が あ る こ と か ら 、事業の 成果を表

す指標と して、美術館の 入館者数と 美術講座、美術講演会等の 参加者数を設定した 。 
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施策
番号 

( ６ )－② 施策名 文化施設の 活用及び文化芸術情報の 発信 

 

【現状と 課題】 

○ 本市の 伝統文化、市民文化活動の 一層の 振興を図る ため 、文化団体によ る 活動成果の 発

表機会の 充実を図る ほ か 、よ り 多くの 市民が 鑑賞、参加でき る よ う な効果的な広報やＰ Ｒ 活動

に努める と と も に、文化施設を積極的に活用する こ と が 重要と なり ま す。 

○ 本市の 歴史・文化資産の データベース 化の ほ か 、ホ ーム ページやＳ ＮＳ 等を活用した文化情

報の 提供・発信を行っていま す。 

○ 従来の 情報発信に加え、鑑賞体験を補う オンラ イ ンコンテンツの 提供など 、イ ンターネット を

活用した 文化の 多様な魅力紹介に努め 、文化芸術や伝統芸能に親しむ機会を一層拡充する

必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 市民が 生涯を通じて文化芸術に触れ 、楽しめ る よ う な文化施設の 管理運営に努め ま す。 

○ 市内各施設の 収蔵品、史跡・文化財、伝統工芸品など の 貴重な歴史・文化資産について、市

民の 多様なニーズ に対応した 効果的な文化芸術情報の 発信を行い、資産の すばら しさ を再認

識しても ら う と と も に、魅力の アピール、観光客誘致の 宣伝素材と しての 活用など に努めま す。 

 

【主な取組】 

○ 保全計画等に基づき 、美術館やふる さと 考古歴史館等の 文化施設の 一層の 機能強化に努

め ま す。 

○ 歴史・文化資産の 情報発信ポ ータルサ イ ト やＳ ＮＳ 等を活用し、本市の 美術品や文化財等の

文化情報を効果的に提供・発信しま す。 

○ 文化施設の ホ ーム ページの 多言語化を進め ま す。 

○ 文化施設の 一層の 機能強化や観光関係事業者等と 連携した取組を進め ま す。 

○ 異人館、美術館など 歴史的建造物等をイ ベント や団体向け に貸し出しを行う ユ ニーク ベニュ

ーの 取組を進め ま す。 

○ 令和８ 年にリ ニューアルした科学館での 企業と 連携した取組の ほ か 、図書館等の 雑誌ス ポ

ンサ ー制度など 、民間活力を生か した施設運営に取り 組みま す。 
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【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７ ） 目標値（Ｒ１ ３ ） 

①美術館ホ ーム ページの

閲覧件数 

— 

４ ２ ９ ， ０ ９ ７ 件 ７ ０ ０ ， ０ ０ ０ 件 

② 美 術 、 工 芸 、 文 芸 な ど

の 創作活動への 参加、 創

作品の 鑑賞に関心が あ る

市民の割合 

教育に関する市民意識調

査 

５ ８ ． ９ ％ ７ ０ ． ０ ％ 

①の 指標を選んだ理由 

本市の 美術品や文化財等の 文化情報を、イ ンターネット 等を活用し、よ り 多くの 市民が 鑑賞で

き る よ う 効果的に提供・発信する 必要が あ る ため 、事業の 成果を表す指標と して、美術館ホ ーム

ページの 閲覧件数を設定した。 

 

②の 指標を選んだ理由 

本市の 美術品や伝統工芸品等の すばら しさを再認識しても ら う と と も に、魅力の ア ピール等を

行 う 必 要が あ る た め 、事 業 の 成 果を表す指標と し て、美術 、工芸、文芸 など の 創 作活 動への 参

加、創作品の 鑑賞に関心が あ る 市民の 割合を設定した。 
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施策
番号 

(６ )－③ 施策名 文化財の保存の充実と積極的な活用 

 

【現状と 課題】 

○ 本市には地域で育ま れ、保存・伝承されてき た遺跡や無形の 民俗文化財など の 文化財が 数

多く存在し、こ れら を将来世代へ継承する ために、文化財の 保存と 活用を地域や社会全体で

積極的に推進する こ と が 必要です。 

○ 令和元年度に認定さ れた日本遺産の 構成文化財をは じめ と する 貴重な文化財の 保護に対し

て、市民の 理解促進を図る た めに、その 魅力発信を積極的に努め る 必要が あ り ま す。 

○ 本市の 文化財の 所在地や文化財的な価値等について実態把握を行い、その 結果を市民に

広く周知する こ と で、文化財を大切にする 心を育み、郷土に誇り を持てる よ う な人づくり を図る

こ と が 必要です。 

○ 郷土芸能活動の 活性化は 、地域の 絆を深め る と と も に郷土愛の 育成にも 繋が る こ と か ら 、郷

土芸能団体の 活動を通じて地域住民の 理解促進を図る 必要が あ り ま す。 

○ ふる さ と 考古歴史館や旧島津氏玉里邸庭園、旧鹿児島紡績所技師館（異人館）について

は 、本市の 歴史や文化に対する 理解を深め る 場と して貴重な施設であ る こ と か ら 、利用者数

の 増加へ向け た取組を進める 必要が あ り ま す。 

○ 世界文化遺産「明治日本の 産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の 構成資産であ る

「旧集成館」、「寺山炭窯跡」、「関吉の 疎水溝」について、その 価値を将来世代へ継承してい

く必要が あ り ま す。 

 

【こ れか ら の 施策の 方向性】 

○ 未来に継承すべき 貴重な文化財については 、補修・整備など の 保全に努め る と と も に、学習

や観光に活用でき る 場と して、広く提供しま す。 

○  本市 が 行った 発 掘調査 の 成果については 、学校 活動や 生涯学習の 場 と して活用 でき る よ う

に資料等を整理し、積極的に公開しま す。 

○ 郷土芸能が それぞれの 地域で大切に伝承さ れる ため に、少子高齢化によ って継承や維持が

難しい郷土芸能団体に対しては 、その 活動を支援しま す。 

○  ふ る さ と 考 古 歴 史館 や旧 島津 氏 玉 里 邸庭 園 、異 人 館 の 利 用者 数 の 増 加 に向 け て 、 施 設展

示の 充実・環境整備を進め ま す。 

○ 世界文化遺産の 構成資産については 、将来世代へ継承する た め、適切な管理保全と 活用を

進め ま す。 

 

【主な取組】 

○ 地域で育ま れてきた文化財の保存・活用の方針については、令和８年に認定を目指す本市の文

化財保存活用地域計画に基づき、市民への周知と理解促進を図り ま す。特に、「文化財に関する

調査等の推進」 「よ り 多くの人に文化財情報が届く発信手段の充実」 「所有者等や市民活動に

対する支援の推進」の３つを重点方針として取組を行います。 
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○ 冷害等によ って生育が危ぶま れている 国特別天然記念物「喜入のリ ュウ キュウ コウ ガイ産地」に

ついては、個別の保存活用計画を作成し、保存と活用に向けて環境整備を進めます。 

○ 日本遺産「薩摩の武士が生きた町～武家屋敷群『麓』を歩く～」を構成する鹿児島城跡や、喜入

旧麓地区内の構成文化財については、児童生徒を含めた市民の認識や理解を深める ため、副読

本を活用した出前授業やバス ツアー等を開催しま す。 

○ 各種開発事業に伴う 発掘調査については、現地説明会を開催することで市民の理解や関心を深

めるとと もに、ふるさと考古歴史館における出土遺物の展示やウ ェブサイトで調査報告書が閲覧で

きる よ う 整備を進めま す。 

○ 郷土芸能団体に対して、芸能活動に係る経費や用具補修等への助成など、継続的な経済支援

を行う とともに、学校や地域と連携しながら、郷土芸能を披露する機会の拡充を図り ます。 

○ ふるさと考古歴史館については、本市の歴史に対する 市民の理解を深める とともに、文化財の

新たな魅力を発信する ため、来館者の意見や要望を取り 入れながら、特別企画展やイベント 内容

の充実を図り ます。 

○ 世界文化遺産の構成資産に含ま れる 異人館や、国指定名勝の旧島津氏玉里邸庭園について

は、文化財的価値を維持するため環境整備を進める とともに、来訪者がその価値を体感できるよ

う なイベント等の開催を積極的に行います。 

○ 世界文化遺産の構成資産については、計画的に資産ごとの適切な管理保全と活用を図り ま す。 

 

 

【計画期間におけ る 成果指標】 

指標名 指標の概要、算式等 現況値（Ｒ７） 目標値（Ｒ１３） 

①市内の文化財の指定等

件数 

市 内 に 所 在 する 文 化 財 の

国 指 定 ・ 県 指 定 ・ 市 指 定 ・

国登録件数 

 

１ ９ ６ 件 ２ ０ ０ 件 

②異人館の年間入館者数 

 
— １ ２ ，４ ６ ３ 人 ２ ２ ,０ ０ ０ 人 

①の 指標を選んだ理由 

本 市の 貴重 な文 化 財につい て、歴史 的 な価値の 検 証や 文化 財的 価値の 調 査・ 研 究を行 い、

市 、県、国指定 ま た は 国 登録を行 う こ と で、行政 保護が 手厚くな る こ と か ら 、事業 の 成果 を表す

指標と して、市内の 文化財の 指定等件数を設定した。 

 

②の 指標を選んだ理由 

世 界文 化遺 産の 構 成 資産 に含 ま れ る 異人 館に対 して 、適切 な管 理保 全 の た め にも 、入 館者

の 増加 に向け た イ ベント 等の 活用を 図る 必要が あ る た め 、事 業の 成果を表 す指標と して、異人

館の 年間入館者数を設定した。 
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○   第二次教育振興基本計画の 推進に当たっては 、市教育委員会が 中心と なって、学校・家

庭・地域・事業者等が それぞれの 役割を果たす中で、緊密に連携・協働しなが ら 、各施策に

取り 組んでいき ま す。 

 

 

○  第二次教育振興基本計画に基づく各施策については 、Ｓ ＤＧｓ の 視点にも 配慮しなが ら 、

効果的か つ効率的に実施する と と も に、計画期間におけ る 成果指標の 達成状況等を点検・

評価した上で、施策の 充実と 必要に応じた見直しにつなげる Ｐ ＤＣＡサ イ ク ルの 推進に努め

ま す。 

その 点検・評価に当たっては 、地方教育行政の 組織及び運営に関する 法律第２ ６ 条に基

づく事務の 点検・評価を活用して毎年行い、その 結果を公表しま す。 

 

 

○  第二次教育振興基本計画は 、１ ０ 年間の 計画期間の う ち、令和４ 年度か ら ８ 年度ま での ５

年間を前期と し、９ 年度か ら １ ３ 年度ま での ５ 年間を後期と して取り 組むこ と と していま す。 

   なお、計画 期間 中に対 応すべ き 新た な課題 が 発生 し、計画に 盛り 込 む必要 性が 生じる

など 、計画の 見直しが 必要になった場合は 、計画途中に見直しを行い、その 一部を改定し

ま す。 

  

第６ 章 計画の推進に当たって 
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氏  名  職名等 備 考 

有 村 航平 市芸 術文化協 会事務局長  

川 上 隆博 鹿児 島玉龍高 等学校長 副会 長 

小久保 博幸 県 教育庁 特別支援 教育課 長 
 

志 賀 玲子 志學 館大学教 授 会長 

上林房 一正 元 さみど り 幼稚 園長 
 

新 福 敦 子 長 田中学 校長  

鍋 島 裕 文 市 Ｐ ＴＡ連合 会長 
 

橋 口 俊一 錦江 台小学校 長 
 

花牟禮 渚彩 公 募委員 
 

濵 田 耕一 鹿児 島高等学 校副校長 
 

森 木 朋佳 鹿児 島純心女 子短期大学教授 
 

吉 崎 梨菜 公募 委員 
 

※五十音順、敬称略 

  

鹿児島市教育振興基本計画検討委員会名簿 
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用 語 解 説 

 

【ＡＥＡ】 

Assistant Teacher of English Conversation  

Activities の略。小学校における英会話活動協力

員のこと。市立小学校において外国語及び外国語

活動の補助、国際理解教育に関する教育への協

力、小学校教員への英会話等の指導援助等を行

う。 

 

【ＡＬＴ】  

Assistant Language Teacher の略。学校又は教

育委員会に配置され、授業においては外国語担

当教員の助手として職務に従事する。教材作成

の補助も行う。 

 

【ＣＢ Ｔ】 

Computer Based Testing の略。コンピュータを

使用して実施される調査。 

 

【ＤＸ】 

Ｄｉｇｉｔａｌ Transformationの略。デジタル技術の活

用により新たな商品、サービスの提供、新たなビ

ジネスモデルの開発を通して、社会制度や組織分

なども変革していくような取組のこと。 

 

【ＧＩＧＡス ク ール構想】 

１人１台端末と高速大容量通信ネットワ ークを

一体的に整備することで、公正に個別最適化され、

資質・能力が一層確実に育成できる教育環境を

実現するための取組。 

 

【 ＩＣＴ】 

Information and Communication Technology の

略。情報通信技術のこと。 

 

【 ＩＣＴ機器】 

コンピュータ、電子黒板、デジタルテレビ、デジ

タルカメラ、書画カメラ（実物投影機）、プロジェクタ

などのＩＣＴを活用した情報機器のこと。 

 

 

 

【 ＩＲ Ｔ】 

Item Response Theorｙ（項目反応理論）の略。国

際的な学力調査（PISA、TIMSSなど）や英語資格・

英語検定で採用されているテスト理論。異なる問

題から構成される試験・調査の結果を、同じ尺度で

比較できる。 

 

【ＫＹＴ】 

危険のＫ、予知のＹ、トレーニングのＴをとった

危険予知トレーニングの略称。 

 

【ＮＰ Ｏ】 

Non Profit  Organization（非営利組織）の略。営

利を目的としない公益的な市民活動などを行う民

間の組織、団体のこと。 

 

【Ｐ ＤＣＡサ イ ク ル 】 

業務遂行に際し、計画を立て（Plan）、実行し

（Do）、その評価（Check）に基づいて改善（Action）

を行うという工程を継続的に繰り返す仕組み（考

え方）のこと。 

 

【Ｐ ｌａ ｎｔ】  

Platform for School Teachers and staff 

Development（全国教員研修プラットフォーム）の

略。教職員の研修受講履歴記録システム 

 

【Ｓ ＤＧｓ 】 

Sustainable Development Goalsの略。２０１５年

９月に国連で採択された「持続可能な開発目標」

のことで、「誰一人取り残さない」という理念のもと、

「世界の貧困をなくす」「持続可能な世界を実現す

る」ことを目指した２０３０年を達成期限とする１７

のゴール、１６９のターゲット及びその進展を評価

するための指針を持つ包括的な目標。 

 

【Ｓ ＮＳ 】 

Social  Networking  Service の略。登録された利

用者同士が交流できるウェブサイトの会員制のサ

ービスのこと。 
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【S TEAM教育】 

Science （ 科 学 ） 、 Technology （ 技 術 ） 、

Engineering（工学）、Liberal Arts（芸術・教養等）、

Mathematics（数学）を横断的に学び、実社会の課

題発見・解決等につなげる教育のこと。 

 

【ＴＯＥＦＬ】  

Test of English as a Foreign Language の略。英

語圏の大学への留学・研究を希望する者を主な対

象とした英語の４技能（話す、聞く、読む、書く）のス

キルを測定するテスト。 

 

【ＴＯＥＩＣ】  

Test of English for International Communication 

の略。オフィスや日常生活における英語によるコミ

ュニケーション能力を幅広く測定するテスト。 

 

【Ｗｉ－Ｆｉ】  

ケーブルを使わず無線通信（ワイヤレス）でデー

タをやり取りする仕組みの１つ。 

 

【３ ５ 人学級】 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員

定数の標準に関する法律の一部改正に伴い、小

学校（義務教育学校の前期課程を含む）の学級編

制の標準が令和３年度から５年間かけて計画的

に４０人（小学校第１学年は３５人）から３５人に引

き下げられた。 

鹿児島県においては、既に小学校第１・２学年

で３０人の学級編制がされており、実質的には令

和４年度から４年間かけて、第３学年から順次３５

人に引き下げられた。 

また、中学校（義務教育学校の後期課程を含む）

の学級編制の標準が令和８年度から３年間かけ

て計画的に４０人から３５人に引き下げられる。 

 

【２ ０ ３ ０ アジェンダ】 

２０１５年９月の国連総会で採択された国際 社

会共通の目標。ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）が２

０１５年で終了すること受け、国連が向こう１５年

（２０３０年まで）の新たな持続可能な 開発の指針

として策定した。 

 

 

 

 

 

【あ いご会コーディネーター】  

あいご会活動の企画・運営等に対し指導・助言

する立場の方で、あいご会やあいご子ども会活動

が充実するよう、小・中学校、地域にそれぞれ配

置している。 

 

【アプロ ーチカリ キ ュ ラ ム 】 

就学前の幼児が円滑に小学校の生活や学習

へ適応できるようにするとともに、幼児期の学びが

小学校の生活や学習で生かされてつながるように

工夫された 5 歳児のカリキュラム。 

 

【安心安全ネット ワ ーク 会議】 

地域における安心安全なまちづくりを推進する

ため、地域の安全確保に関する自主的な活動を

実施している防犯パトロール隊、スクールガード

等の相互の連携や情報の共有を図る会議のこと。 

 

【市立高等学校就職サ ポ ート 事業】 

市立高等学校新規卒業予定者の雇用創出に

向けて、新規求人開拓を積極的に進めるために、

就職支援員を配置し、各高等学校の就職支援を

行う事業。 

 

【イ ンターンシップ】 

児童生徒が自分の職業適性や将来設計につい

て考える機会とするため、学習内容や将来の進路

等に関する職業体験をすること。 

 

【英検】 

実用英語技能検定の略。英語のコミュニケーシ

ョンに欠かすことのできない４技能（話す、聞く、読

む、書く）をバランスよく測定することを目的とした

（公財）日本英語検定協会が実施するテスト。 

 

【英語ス キ ット ・ス ピーチコンテス ト 】 

市立中学校と市内国立・私立中学校から、代

表生徒が出場し、日頃の英語学習の成果を発表

するコンテストのこと。２年生の部はスキット（２人

組）、３年生の部はスピーチ（１人）を行う。 
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【栄養教諭】 

児童生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる

教員のこと。 

 

【オンデマンド】 

利用者の要求に応じてその都度サービスや製

品を提供する方式のこと。 

 

【オンラ イ ン】 

コンピュータなどの機器がネットワークに接続さ

れた状態、あるいは、通信回線を通じて別のコン

ピュータなどに接続された状態のこと。 

 

【オンラ イ ンゲーム 】 

インターネットに代表されるネットワークに接続

して、同時に不特定の複数の人間が参加して行う

ゲームのこと。 

 

【オンラ イ ンコンテンツ】 

ウェブサイトに掲載された文章、動画、画像など

の情報。 

 

 

 

【外国語指導コーディネーター】 

令和２年度から設置。ＡＬＴ、ＡＥＡの活用時数

の増加に伴い、更なる指導力の向上を推進する

に当たり、日本語や生活様式等の違いに不安を

抱えるＡＬＴ、ＡＥＡの支援や安心して職務を行うこ

とができる環境整備を行う。 

 

【ガイ ド学習】 

複式学級における学習指導の一形態。児童集

団から選ばれたガイドが、教員の指導のもとに立

てられた学習計画によって学習をリ ードしながら

共同で学習する方法。 

 

【学習指導要領】 

学校教育法施行規則に基づき、文部科学大臣 

が公示する教育課程の基準。現行のものは、改

正教育基本法で明確になった教育理念を踏まえ

て、平成３０年４月から改訂版への移行措置が始

まり、令和２年度から小学校、３年度から中学校で

全面実施されている。高等学校は、４年度から年

次的に実施される。 

【鹿児島市地域防災計画】 

災害対策基本法に基づいて、 本市の地域にか

かる防災に関し、総合的かつ計画的な防災行政

の整備及び推進を図る計画。 

 

【か ご しま 創志塾】 

市内の中・高校生を対象にして、郷土かごしま

への愛着や誇りとともに、将来への夢や高い志を

持ち、グローバルな社会で活躍できる能力や資質

を有する次世代リーダーの育成を目的に実施。 

 

【火山防災教育推進事業】 

次世代を見据えた火山防災に関わる人材育成

を図るため、火山災害時における対応や桜島の

恵み、文化を学ぶための火山防災教育の取組と

して、市街地側の児童とその保護者を対象とした

桜島訪問体験学習や専門家派遣授業等を行う事

業のこと。 

 

【学校運営協議会】 

学校と保護者や地域住民がともに知恵を出し 合

い、学校運営に意見を反映させることで、一緒に協

働しながら子どもたちの豊かな成長を支え地域とと

もにある学校づくりを推進する仕組み。 

 

【学校支援ボ ラ ンティア事業】 

地域住民が積極的に学校支援活動に参加し、

学校を地域ぐるみで支援することにより、教職員

が児童生徒と向き合う時間の拡充と地域の教育

力の活性化を図ることを目的とする事業。 

 

【学校施設長寿命化計画】 

第五次鹿児島市総合計画、鹿児島市公共施設

等総合管理計画及び鹿児島市教育振興基本計

画に基づく学校施設に関する個別計画であり、校

舎、屋内運動場等の学校施設５３０棟が対象。 

学校施設の目標使用年数を８０年とし、計画的

に改修・更新を行うことにより、学校施設の長寿命

化及び改修・更新費用の平準化を図る計画。 

 

【学校におけ る 業務改善アク ショ ンプラ ン】 

教職員が学校に在校している時間の短縮や効

率的・効果的な業務の推進など長時間勤務の削

減方策として、本市の実情に即した数値目標を設

定し、中長期的な具体的な取組を取りまとめたもの。 
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【学校版環境ＩＳ Ｏ認定校】 

学校で児童生徒と教職員が、電気を無駄に使

わないなど環境にやさしい学校づくりについて考

え、行動するために国際規格 Ｉ Ｓ Ｏ １４００１の

考え方（Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル ）を取り入れ、本市が

定めた仕組みに認定された学校のこと。 

 

【学校評価】 

学校が、自らの教育活動その他の学校運営に

ついて、目指すべき目標を設定し、その達成状況

や達成に向けた取組の適切さ等について、自己

評価及び保護者など学校関係者等による評価の

実施とその結果の公表・発表により、適切に説明

責任を果たすとともに、保護者・地域住民等から

理解と参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力

による学校づくりを進めるための評価。 

 

【家庭教育学級】 

家庭教育の重要性を認識し、家庭環境や家庭

教育の在り方についての理解を深め、健全な子ど

もの育成や親としての資質の向上を図ることを目

的として、市立小・中学校に設置している学級。 

 

【家庭教育セミ ナー】 

市内の幼稚園・認定こども園・保育所と連携し

て、乳幼児の保護者を対象とし、乳幼児期におけ

る家庭教育の充実を図るためのセミナー。 

 

【危機管理・学校防災マニュアル】 

危険等が発生した際に教職員が円滑かつ的確

な対応を図るため、学校保健安全法に基づき、す

べての学校において作成が義務付けられている

もの。 

 

【危険予知ト レーニング （ＫＹＴ）】 

学習者が、教材である絵や写真などに潜んで

いる危険を予想し指摘しあうことで、現実生活の

危険に気付き、危険に遭遇しないためにはどのよ

うに行動するのかを考え、自ら安全な行動がとれ

るよう安全意識を高めることを目的とする学習活

動のこと。 

 

 

 

 

【危険予知ト レーニング （ＫＹＴ）教材】 

イラストや写真等を使い、様々な場面に潜む危

険、その危険を避けるための適切な行動等につ

いて考え、安全のためには、危険を予測し、適切

に対処することが必要であることを学習する教材

のこと。 

 

【義務教育学校】 

小学校と中学校の課程（６年＋３年）を一体的

に運営し、９年間の一貫した教育を行う学校。鹿

児島市では、令和８年４月に市立学校として初め

て桜島学校が開設された。 

 

【キ ャリ ア教育】 

児童生徒が「生きる力」を身に付け、明確な目

的意識を持って、日々の学校生活に取り組む姿

勢や、激しい社会の変化に対応し、主体的に自ら

の進路を選択・決定できる能力や望ましい勤労

観・職業観を身に付け、様々な課題に柔軟にかつ

たくましく対応し、社会人・職業人として自立してい

くことができるようにする教育。 

 

【キ ャリ アパ ス ポ ート 】 

児童生徒が、小学校から高等学校までのキャリ

ア教育に関わる諸活動について、特別活動の学

級活動及びホームルーム活動を中心として、自ら

の学習状況やキャリ ア形成を見通したり、振り返

ったりしながら、自身の変容や成長を自己評価で

きるよう工夫されたポートフォリオのこと。 

 

【キ ャリ アプラ ン】 

自分の将来の理想像を明確にし、理想の実現

を目指して構築された具体的な行動計画。 

 

【教育DX】 

デジタル化により 学習モデルの構造等が質的

に変革し、新たな価値を創出すること。 

 

【教育用ネット ワ ーク 】 

市教育委員会と市立学校間を結ぶ通信回線網

のこと。 
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【ク ラ ウ ドサ ービス 】 

インターネットを通じて、必要な時に必要な分

だけ、データ保存やメール、会議などのサービス

を利用する仕組みのこと。 

 

【合理的配慮】 

障害のある人とない人の平等な機会を確保す

るために、障害の状態や性別、年齢などを考慮し

たサービス等を提供することであり、均衡を失した

又は過度の負担を課さないもの。 

 

【校務ＤＸ】 

クラウ ド環境を活用した業務フローの見直しや

データ連携等による新たな学習指導・学校経営の

高度化を図ること。 

 

【個性あ ふれる 学校づくり 推進事業】 

学校の「総合的な学習の時間」等において、体

験活動を充実させ、地域の人材や外部講師を授

業に活用するための費用やバスの借上料や施設

入館料等について、必要経費を支給する事業。 

 

【五領域】 

幼稚園修了までに育つことが期待される「生き

る力」の基礎となる心情、意欲、態度などであり、

幼児の発達の側面から心身の健康に関する領域

「健康」、人との関わりに関する領域「人間関係」、

身近な環境との関わりに関する領域「環境」、言葉

の獲得に関する領域「言葉」及び感性と表現に関

する領域「表現」として幼稚園教育要領に示され

ている。 

 

 

 

【 「さつま っ子」育成市民大会】 

次代の鹿児島市を担う心豊かで元気あふれる

子どもたちを市民総ぐるみで育成するために設置

された会議の大会であり、学校や地域での実践活

動の成果等を通して、市民総ぐるみで青少年の健

全育成を図ることを目的としている。 

 

【自主学習グ ループ活動】 

公民館において講座等で学習活動を行った人

たちが、学びを継続するために、自主的にグルー

プを作り、定期的に学習すること。 

【指導主事】 

学校における教育課程、学習指導、その他学

校教育に関する専門的事項の指導に関する事務

に従事する者。 

 

【社会教育関係指導者】 

地域やＰＴＡなど社会教育関係団体の中でリー

ダーとして活動している人。県や市のリ ーダー研

修会等で資質向上を図ったり、各団体で自主的に

学習会を行ったりしている。 

 

【主権者教育】 

国や社会の問題を自分の問題として捉え、自ら

考え、自ら判断し、行動していく主権者を育成する

教育のこと。 

 

【主体的・対話的で深い学び】 

習得・活用・探究という学びの過程の中で、各 

教科の特質に応じた見方・考え方を働かせなが ら、

知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情

報を精査して考えを形成したり、問題を見いだして

解決策を考えたり、思いや考えを基に創造したり

することに向かう「深い学び」のこと。 

 

【ジュニア創志塾】 

市内の小学校５・６年生を対象に、かごしま創志

塾の目的に沿って、鹿児島の歴史や文化、科学に

関する学習等の体験的な学びを実施。 

 

【生涯学習講座申込シス テム 】 

地域公民館やサンエールかごしま（生涯学習プ

ラザ）で実施する講座やイベントなど、様々な情報

を入手することができることや、講座やイベントの

申込ができるシステム 

 

【鹿児島市立小学校・中学校の 学校規模適

正化・適正配置に関する 基本方針】 

児童生徒数の減少などにより、学校規模の偏り

が顕著となる状況の中で、子どもたちにとってより

よい教育環境を整備し、充実させていくことを最優

先とすることなど、本市の学校規模適正化・適正

配置に関する基本的な考え方や方向性をまとめ

たもの。 
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【生涯学習つなが る カード】 

学びたいこと、施設、人やグループなどの、各

種情報が手軽に入手でき、本市の生涯学習に関

する詳しい情報にアクセスできる二次元コード付

きのカード。 

 

【小中一貫教育】 

教育内容や学習活動の量的・質的充実への対

応や小学校から中学校への接続をより円滑にす

るため、教員間や保護者、地域住民で教育目標

や目指す子ども像を共有し、その達成に向け義務

教育９年間を通して系統的な活動を展開する教育

のこと。 

 

【少年サ ポート センター】 

街頭補導活動や少年相談活動、問題行動を繰

り返す子どもの立直り支援などを行う警察機関の

１つ。県警本部少年課内に事務所が、鹿児島中

央駅地下通路に鹿児島中央駅分室がある。 

 

【消費者教育推進事業】 

消費者教育の推進に関する法律及び鹿児島

市消費生活条例に基づき、市立中・高校生が消

費者トラブルに巻き込まれないために、講師を招

聘し、講演会や出前授業を実施する事業。 

 

【情報モラ ル】 

情報社会で適正な活動を行うための基になる

考え方と態度のこと。 

 

【ス ク ールカウ ンセラ ー】 

児童生徒に対する相談のほか、保護者及び教

職員に対する相談、教職員等への研修などの業

務に当たる教育関係者などのこと。 

 

【ス ク ールロ イ ヤ ー】 

子どもを取り巻く課題の解決に向けて、学校が

どのように対応すべきかを法的な視点から助言・

指導する役割を果たす弁護士のこと。 

 

【ス タート カリ キ ュ ラ ム 】 

小学校に入学した児童が、幼稚園・保育所・認

定こども園などの遊びや生活を通した学びと育 ち

を基礎として、主体的に自己を発揮し、新しい学

校生活を創り出していくためのカリキュラム。 

【ス ト レ ス マネジメ ント 教育】 

ストレスをコントロールすることで、心身の健康

を保ち、よりよい生活を送るためのスキルを獲得

する教育。 

 

【生成ＡＩ】  

学習したデータから、文章、画像、プログラム等

を生成することができるＡＩ（人工知能）の総称。 

 

【成人学級】 

時代の変化に積極的に対応し、創造性豊かで、

生きがいのある暮しや地域づくり及び地域の教育

力の向上に役立つ内容を学習することを目的とし、

各小学校区で開設している。 

 

【青少年育成センター青少年育成委員】 

青少年の健全な育成を図るため、街頭におけ

る青少年への声かけや青少年に有害な環境の点

検等を通して、問題行動等の未然防止、早期発

見・指導に努める育成委員。 

 

【セキ ュリ ティポリ シー】 

組織内の情報セキュリティを確保するための方

針、体制、対策等を包括的に定めた文書。 

 

【ゼ ロ カーボンシティか ご しま 】 

２ ０ ５ ０ 年までに本市の二酸化炭素排出量を

実質ゼロにする「ゼロカーボンシティかごしま」の

実現に、市民や事業者等と一体になって取り組む

こと。 

 

【全国学力・学習状況調査】 

全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・

分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改

善を図るとともに、学校における児童生徒への教

育指導の充実や学習状況の改善等に役立てるこ

とを目的とした国の調査。 

 

【ソ ーシャル メ ディア】 

インターネットを利用して誰でも手軽に情報を発

信し、相互のやりとりができる双方向のメディアの

こと。 
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【第五次鹿児島市子ど も 読書活動推進計画】 

すべての子どもたちがあらゆる機会とあらゆる

場所において自主的に読書活動を行うことができ

るよう、積極的に環境整備を推進するための計画。

計画期間は、令和８年度から１２ 年度までの５年

間。 

 

【第五次か ご しま 市食育推進計画】 

家庭や地域、保育所・幼稚園・小・中学校等、ま

た食料の生産者など食に関する関係機関・団体

等が連携して、食育を推進するための計画。計画

期間は、令和９年度から１３年度までの５年間。 

 

【タブレ ット 端末】 

直接液晶ディスプレイをタッチして操作すること

ができる平板状の持ち運び可能な端末。 

 

【超ス マート 社会（S oc ie t y5 .0）】  

サイバー空間（仮想空間）とフ ィ ジ カ ル 空間

（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間 

中心の社会（Society）。 

 

【ティーム  • ティーチング 】 

複数の教員が役割を分担し、協力し合いながら

指導計画を立て、指導する方式のこと。 

 

【データベース 化】 

集めたデータを使いやすく、有効活用できるよう

に整理し、まとめたもの。 

 

【デジタル学習基盤】 

１人１台端末やクラウド環境等の情報機器・ネッ

トワ ーク・ソフトウ ェアなどの要素で構成される一

連の学習基盤のこと。 

 

【電子書籍】 

従来は印刷して図書の形で出版されていた著

作物を電子メディアを用いて出版したもの。 

 

【電子図書館】 

資料と情報を電子メディアによって提供すること。 

 

【特別支援教育】 

特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒の自

立や社会参加に向けた主体的な取組を支援する

という視点に立ち、幼児・児童・生徒一人ひとりの

教育的ニーズを把握・整理し、適切な指導及び必

要な支援を行う教育。 

 

 

 

 

【ネット 犯罪】 

サイバー犯罪のこと。不正アクセス、コンピュー

タ関連詐欺、児童ポルノ関連犯罪などの「情報技

術を悪用した犯罪」を意味する。 

 

【日本遺産】 

地域の歴史的魅力や特色を通じて、我が国の

文化・伝統を語るストーリーを日本遺産として文化

庁が認定するもの。令和８年６月１日時点で、全

国で１ ０ ４ 件が認定されている。 

 

 

 

 

【標準学力検査】 

全国的に標準化された学力を測定する検査。

児童生徒の学力（主に「知識・技能」「思考力・判

断力・表現力等」を評価する）の到達度を測ること

ができる。 

 

【フィルタリ ング 】 

青少年を違法・有害情報との接触から守り、安

全にインターネットを利用する手助けをするサービ

ス。 

 

【複式学級】 

児童生徒数が特に少ない学校で、異なる学年

の児童生徒で編成された学級。 

 

【副読本】 

教科書等の補助となるように作成された本のこ

と。 

 

 

 

参
考
資
料 

タ 行 

 

ハ行 

114 



 

【不登校児童生徒】 

何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社

会的要因・背景により登校しない、あるいはしたく

ともできない状況にある児童生徒のこと。（病気や

経済的理由を除く。） 

 

【フレ ンドシップ】 

教育支援センターの名称。市内に５カ所設置し

てあり、不登校や緊急避難を必要とする児童生徒

に、様々な活動を通した支援や指導を計画的か

つ組織的に行い、それらを通して集団生活や学業

への適応力を高めるための支援を行う。 

 

【フレ ンドス テップ・メ タバース 】 

仮想空間における不登校支援の名称。学校や

教育支援センター、民間施設等に行けず、自宅で

過ごしている児童生徒が、メタバースによる相談・

学習支援を受けることで、多様な学びの場を確保

するための支援を行う。 

 

【フレ ンドルーム 】 

校内教育支援センターの名称。長期欠席を含

む不登校の生徒や一時的な緊急避難等を必要と

する生徒に対し、主体的な進路選択や社会的自

立を目指し、学校内における新たな居場所として、

様々な活動を通した支援や指導を計画的かつ組

織的に行う。 

 

【プロ グ ラ ミ ング 教育】 

コンピュータをより適切かつ効果的に活用して

いくためには、その仕組みを知ることが重要であ

ることから、プログラミングによりコンピュータの仕

組みを理解させるとともに、論理的思考力を身に

付ける教育活動のこと。 

 

【防災ノート 】 

防災教育のさらなる充実を図るため、平成２５

年１２月に鹿児島市が独自に作成したもの。 

令和５年３月には、近年、全国で発生している

台風や豪雨による風水害、今後予想される桜島

の大噴火等に鑑み、内容の見直しを行った。令和

７年度からは、鹿児島市ホームページに掲載して

いるデジタル教材をダウンロードし、活用できる。 

 

 

 

 

【メ ンタルヘルス 】 

心の健康を意味しており、自身の可能性を認識

し、日常のストレスに対処でき、生産的かつ有益

な仕事ができ、さらに自分が所属するコミュニティ

に貢献できる健康な状態である。 

教職員のメンタルヘルス相談事業として、教職

員よろず相談、メンタルヘルス相談、教職員電話

健康相談２４等がある。 

 

【明治日本の 産業革命遺産】 

１９世紀以降、日本が非西洋地域で初めて、か

つ極めて短い期間のうちに近代化を果たしていく

過程に大きく貢献した産業遺産群で、平成２７年７

月にユネスコ世界文化遺産に登録された。 

 

 

 

 

【有害環境点検調査】 

図書やＤＶＤ等の販売店･レンタル店等の事業

者に対して、有害図書･ソフトの区分陳列、店員が

容易に監視できる場所への配置、青少年へ販売･

貸付け等しないこと等、各地方公共団体の青少年

保護育成条例に基づく対策の徹底の指導を目的

とした点検・調査。 

 

【夢 すこ やか  ファイ ル】 

特別な配慮や支援を要する子どもの乳幼児期

から成人に至るまでの教育・医療・保健・福祉・労

働等の状況や支援体制について記録することが

できるファイル。鹿児島市ホームページからダウン

ロードすることが可能。 

 

【幼保連携型認定こ ど も 園】 

幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、教育と保育

を一体的に行う施設。 

 

 

 

 

【ラ イ フス テージ】 

人間の一生における幼年期・児童期・青年期・

壮年期・老年期などのそれぞれの段階。 
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【歴史・文化資産の 情報発信ポータルサ イ ト 】 

美術館やふるさと考古歴史館などに収蔵されて

いる貴重な歴史・文化資産をはじめとして、市内の

史跡・文化財や伝統工芸品、郷土芸能などの情

報発信を行うサイト。 

 

【レファ レンス サ ービス 】 

利用者が必要とする情報を、図書館の資料や

機能を使って提供するサービスのこと。 

 

【レフェラ ルサ ービス 】 

利用者が必要とするテーマに関する情報の情

報源（人、機関など）を紹介するサービスのこと。 
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